
 

第６回トラック輸送における取引環境・労働時間改善三重県協議会 
 

日 時：平成 29 年 3 月 21 日（火）13 時 30 分～ 

場 所：三重県津市新町１丁目 6-28  

プラザ洞津 2 階 明日香の間 

 

 

議 事 次 第 

 

 

１．開 会 

 

 

２．挨 拶（中部運輸局自動車交通部長） 

 

 

３．議 題 

（１）平成２８年度パイロット事業の報告について【資料１】 

 

 

（２）事例紹介 「製作所全体で取り組む安心・安全なトラック物流づくり」【資料２】 

 

 

（３）平成２９年度パイロット事業について【資料３】 

 

 

（４）その他 

 

 

４．挨拶（三重労働局長） 

 

  

５．閉 会 

 

 

議事次第、委員及び出席者名簿、配席図 

資料１     「トラック輸送における取引環境・労働時間改善三重県地方協議会」における

パイロット事業報告書（概要版） 

資料２      製作所全体で取り組む安心・安全なトラック物流づくり 

資料３     平成２９年度パイロット事業対象集団候補（案） 

参考資料１  第５回トラック輸送における取引環境・労働時間改善中央協議会及び第４回

トラック運送業の生産性向上協議会 

参考資料２  第３回トラック運送業の適正運賃・料金検討会 

参考資料３  新聞広告「トラックドライバーの労働改善にご理解・ご協力をお願いします！」 
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「トラック輸送における取引環境・労働時間改善三重県地方協議会」	  

におけるパイロット事業報告書（概要版）	

（株）運輸・物流研究室	

l  目的と方針の共有	

l  実態の確認	

l  課題と改善策	

l  実証実験プランの 

検討	

l  結果の分析	

l  まとめ	

８月２６日	 ３月２日	１１月２４日	

第１回検討会	 第３回検討会	第２回検討会	

平成２９年３月２１日	

1	

root
テキストボックス
資料１



	１．対象集団の概要	

2	

発荷主	 元請け運送事業者	

企業名	 株式会社おやつカンパニー	 有限会社青山商店荷役	

事業所所在地	 三重県津市一志町	 三重県津市庄田町	

業種	 菓子・食品の製造販売	
一般貨物自動車運送事業	
倉庫業	
荷役・梱包	

規模	
資本金  １億円	
売上高  １９９億円（2016/7）	
従業員  ３８０名	

資本金     １，７５０万円	
従業員数  ４９人	
車両数     ４０台	



パイロット事業	  
の対象分野	

	２．パイロット事業の対象拠点と物流実態	

3	

l  各工場・倉庫はアイテム分担。集
荷トラックが巡回し、㈱オーユーセ
スまたは青山商店荷役の倉庫に
入荷する。	  

l  各地方のストックポイントに、おや
つカンパニー手配のチャーター便
や路線便で輸送。	  

l  青山商店荷役は、東海３件＋関西
の納品先に日帰り配送、および埼
玉県杉戸町のストックポイントに週
２回２泊３日運行。	

青山商店荷役	  
倉庫	  
（DC）	

オーユーセス	  
倉庫	  
（DC）	

新物流	  
センター	  

（H29/3稼働）	
久居工場	森工場	

（

隣
接）

	

井関工場	  
（物流機能	  
廃止予定）	

辻原倉庫	  
（廃止予定）	

大信倉庫	  
（廃止予定）	

上野倉庫	  
（廃止予定）	

仙台DC	  
（鴻池運輸）	  

福岡DC	  

地域内配送	

静岡	  
長野	

東海３県（愛知・岐阜・三重）	  
＋関西	  

	  
イトーヨーカドー、イオン等	  

の物流センター	  
	  

菓子問屋	

路線	

その他の地域	  

帰り便	

ダイセーロジスティクス	  
（埼玉県杉戸町）	

集荷	

おやつカンパニー	

共同	  
配送	

（１）物流拠点と輸送フロー	



	２．パイロット事業の対象拠点と物流実態	

（２）荷主企業と運送事業者の取引実態	

■輸送戦力	 ■物流条件	
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①構成員事業者への委託状況	

l  横持ち集荷	

l  商品保管、ピッキング、積込み	

l  トラック輸送	

l  配送先での荷下し	

②輸送分野	

l  集荷	

l  近距離配送（東海３件＋関西）	

l  長距離幹線輸送（埼玉県杉戸町）	

③委託シェア	

l  青山商店荷役シェア保管約５０％、運送約２５％	

④使用車両（車種・台数）	

l  10トン車１台、4トン車 ３台、傭車中型１台（臨時）	

①積込作業	

l  集荷および倉庫内はパレット積みであるが、積込
み時に荷台上でパレット崩し・バラ積み。軽量低価
格商品のため積載率を最優先。	

②輸送条件（高速使用等）	

l  運賃は高速料金込み。	
l  実態は使用すると赤字になるためほとんど使用せ

ず。埼玉県杉戸便は途中から高速を利用。	

③納入時刻等の着荷主の条件	

l  到着時間予約制荷主の場合、着時間を守れない
と原則翌日まわしなる。	

l  それ以外は到着順に受付けて荷下し。	

④運賃体系	

l  専属チャーター：２台、貸切距離制：２台	
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	３．運転者の労働実態　（埼玉県杉戸便）	

①三重県津市から埼玉県杉戸町までの５日間
で２往復の運行である。	

②前週積込まれていた資材（ダンボール）の下
し作業、貨物の集荷の後に、営業所を出発。	

③３日目に営業所に戻ったのち、再び集荷して
２往復目の出発。	

④集荷及び杉戸での下しは、荷台上でパレット
を崩し手積み、手下しである。	

	

■運行実態と業務内容	

月曜日	 始業	
資材	  
下し	

巡回集荷	  
（３カ所）	

運転・休憩・休息	

火曜日	 運転・休憩・休息	 ダイセー杉戸	  
待ち・荷下し	

帰り荷	  
積込み	

運転・休憩・休息	

水曜日	 帰り荷	
下し	  

運転・休憩・休息	巡回集荷	  
（３カ所）	

木曜日	 運転・休憩・休息	 ダイセー杉戸	  
待ち・荷下し	

帰り荷	  
積込み	

運転・休憩・休息	

金曜日	 帰り荷	
下し	  

資材	  
積込	

終業	

１往復目	

２往復目	



	４．問題点とその要因	

（１）物流の効率性からの視点	

①集荷場所が多く時間がかかる	

	

l  集荷先が最大６箇所（３工場、３倉庫）あるため。特に久居地区から井関工場は１０Km、辻原倉庫は５Km離
れており非効率。	

②集荷荷役に１時間３０分〜３時間かかっている	

	

l  スナック菓子の商品特性（軽量・低価格）上、積載率を重視し手積みで行っているため。	
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（２）労働時間短縮と告示遵守からの視点	

①杉戸便で告示未遵守が発生しやすい	

	

・　休息期間が成立しない。（拘束状態が継続）	

・　運転時間が２日平均９時間を超過。連続運転時間上限を超過。	

	

l  運行計画を運転手に明確に指示せず、運転手のペースで運行することを実質的に許可しているため。	

l  高速道路の利用に関し、高速料金の予算だけ渡し利用区間は運転手の裁量となっていたため、有効な区間
であっても利用されない。その結果運転時間が長時間化する。	



	５．改善策の分野と概要	

（１）これまでの改善への取り組み	

7	

（１）これまでの改善への取り組み	

（２）現状の問題点に対する改善案	

①  おやつカンパニー物流拠点の集約（推進中）	

l ３倉庫（大信倉庫・上野倉庫・辻原倉庫）および井関工場の在庫を、新物流センターに集約する。これにより久
居工場の１Km圏内に物流拠点が集約される。	

l 平成２９年３月現在、新物流センターへの移行を行っている。３月末移行完了予定。	

①集荷場所が多く時間がかかる	

l  集荷先が最大６箇所（３工場、３倉庫）あるため。特に
久居地区から井関工場は１０Km、辻原倉庫は５Km離
れており非効率。	

②集荷荷役に１時間３０分〜３時間かかっている	

l  スナック菓子の商品特性（軽量・低価格）上、積載率
を重視し手積みで行っているため。	

①杉戸便で告示未遵守が発生しやすい	

l  運行計画を運転手に明確に指示せず、運転手の
ペースで運行することを実質的に許可しているため。	

l  高速道路の利用に関し、高速料金の予算だけ渡し利
用区間は運転手の裁量となっていたため、有効区間
であっても利用されない。	

l  物流拠点の集約（推進中）	

改善案	

l  パレット積みによる荷役時間削減	  
l  ベールクランプ等マテハン機器活用による荷

役軽減	

l  集荷積込み補助員の投入	

l  高速道路適正利用を前提とした運行計画の
策定と指示	

本案は、以下の理由により対象集団から採用されず。	  
ü  対策をしても荷傷が予想される。返品になったら運送

会社の費用負担となる。	  
ü  パレットを持ち帰る必要があり、帰り荷がとりにくくなる。	  
ü  運べる物量が減るのは困る。	

本案は採用された。	
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	６．実証実験の実施	

①対象分野	

l 高速道路の適正利用運行と積込み作業体制の強化	

②実験期間　	

　	
　ビフォア　：　平成２８年１２月５日（月）〜９日（金）	
　アフター　：　平成２９年１月１６日（月）〜２０日（金）	
	

③改善策の概要	
	

埼玉県杉戸町のストックポイント（ダイセーロジスティクス㈱）行き便を対象として以下の実験を行う。	
l  高速道路の適正利用を前提とした運行計画を作成し、これに基づく運行を指示する。	
l  集荷時に積込み補助員を１名投入し２名体制で作業を行う。	

④実験方法	
	

l 事前に運行管理者が高速道路を適正
利用し、経由地、休憩予定地、予定時
間を明確にした５日間の運行計画を作
成し、運転手に指示し運行させる。	

l 対象集団の荷主の集荷（１日目および
３日目）において、積込み補助員が１名
同乗し積込み作業を支援する。	

l ビフォア（従来運行）のデータは、
12/5〜9の運転日報およびアナタコ
チャートによる。	
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	６．実証実験の実施	

月曜	

火曜	

水曜	

木曜	

金曜	

集荷	

出発	
▼	

杉戸着	  
▼	

ダンボール下し	

集荷	

出発	
▼	

杉戸着	  
▼	

ビフォア（従来運行）運行実績	

点呼点検	  
運転（一般道）	  

運転（高速道）	  

休憩	  
荷役	  

休息期間	  

下し（手待ち含）	

下し（手待ち含）	

⑤　高速道路の適正利用運行の結果　	
（注）今回の調査では、4時間以上の休憩は、
分割休息を試みたが成立しなかったものとみ
なし、休息期間として扱った。	
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	６．実証実験の実施	

月曜	

火曜	

水曜	

木曜	

金曜	

集荷	

出発	
▼	

▲	  
杉戸着	  

ダンボール下し	

集荷	

出発	
▼	

杉戸着	  
▼	

アフター（実験運行）運行実績	

点呼点検	  
運転（一般道）	  

運転（高速道）	  

休憩	  
荷役	  

休息期間	  

下し（手待ち含）	

下し（手待ち含）	

⑤　高速道路の適正利用運行の結果　	
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	６．実証実験の実施	

労働時間比較	 拘束時間	  
l  従来：4日目まで拘束状態が続いてい

た。	  
l  実験：3度16時間を超過したが平均で

は3時間16分の短縮となった。	  
運転時間	  
l  従来：12/6〜8が前後2日平均9時間超

となった。	  
l  実験：1/18のみ前後2日平均で9時間

を超過した。平均で3時間54分の短縮
となった。	  

連続運転時間	  
l  従来：5時間3回、7時間1回	  
l  実験：4時間超は無し	  
休息期間	  
l  従来：8時間以上が成立した日無し	  
l  実験：16、18、19未成立。平均では1日

あたり3時間12分の改善となった。（4
時間以上の休憩を休息とみなした場
合）	  運送コスト比較	

従来運行	 実験運行	 備考	

高速道路料金	 22,710円	 63,070円	 40,360円増加	

燃料費	 78,660円	 56,810円	 21,850円削減（軽油95円/Lで計算、推定区間含む）	

計	 101,370円	 119,880円	 18,510円増加	

⑤　高速道路の適正利用運行の結果　	
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	６．実証実験の実施	

⑥積込み作業体制の強化の結果　	

従来運行	 実験運行	 備考	

積込み立米	
１日目：４６．９１㎥	  
３日目：４６．４６㎥	

１日目：４５．７３㎥	  
３日目：４６．４５㎥	

荷役時間	
１日目：３時間３０分	  
３日目：２時間４０分	

１日目：２時間００分	  
３日目：２時間３０分	

単位（立米）あたり	  
荷役時間	

３．９６分／㎥	 ２．９３分／㎥	
作業スピード２６．０％	  
改善	

⑦運転手の感想　	

l  翌日のダイセー荷下しに間に合わせるために、一般道だと休息の余裕がなかったが、高速利用だと
十分な休息が取れた	

l  これまでは自分のペースで休憩できたが、運行計画に則った高速道路運行だと、自分のコンディ
ションに関係なく決められた場所までは必ず走らなければならない。	

l  積込み補助により時間が1/3位短縮できた感触だ。	

l  初めてなので動線が交差するなど邪魔になる場面もあったが、慣れればもっとうまくやれるだろう。	

l  体の負担は軽減できた。夏場は特にありがたいだろう。	
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	６．実証実験の実施	

⑧対象集団のメリット／デメリット 

メリット	 デメリット	

	  
	  
㈱おやつカンパニー	  

l  積込み時間短縮によりバースの車両回転
率が高まる。（ただし実験では26.0％短縮
にとどまった）	

l  高速代、積込み作業員補助の運送コスト
増加分の負担を求められる懸念がある。	

	  
	  
有限会社青山商店荷役	  

l  拘束時間が3時間16分短縮。（1日平均。
以下同じ）	  

l  運転時間が3時間54分短縮。	  

l  連続運転時間4時間超が解消。	  

l  運転手が運行時間に余裕を感じるように
なった。	  

l  高速道路走行による燃費向上。	  

l  積込み作業26.0％時間短縮。	  

l  運転手の荷役による疲労の軽減。	

l  高速料金の負担が増加。燃費向上分を
織り込んでも18,510円のコスト増。	  

l  運転手が自分のペースで自由に走り休
憩できないための不自由さを感じた。	  

l  積込み補助員人件費が1回あたり2.5人
時発生する。	

運送事業者	

発荷主　	



14	

	６．実証実験の実施	

⑨結果に結びついたポイント／結びつかなかったポイント／今後の課題　等 

拘束時間、運転時間それぞれ一定の改善ができたが、運行を通じての改善基準告示の遵守には至っていない。	

l  拘束時間と休息時間が5日中3日未遵守	

l  休息期間の確保については、一部改善が見られたものの未だ不足している	  

初日朝一番の下し作業（前週末積
み込んだダンボール資材）に時間
が掛っている。（実験日3時間30分）	  

その要因	

休憩時間が運行計画に比べ長い、
回数が多い（休息期間をまとめてと
れない）など、運転手が計画通りに
運行しなかった部分があった。	  

積込補助員：	  
初めての試みで運転手と補助員の
協力体制がうまくとれなかった。	  

荷台までのフォーク作業で、他車
両との兼ね合いでボトルネックとな
り手待ちが発生することがあった。	  

初日ダンボール下ろしを、前週最
終日に行う。または近距離担当な
どの他の運転手に移管する。	  

拘束時間を15時間内に収めれば、始
業24時間内の休息期間を9時間確保で
きる	

運転手の意見や現場認識を再確
認し、運行計画を見直し精度を高
める。	  

運行計画に則った運行を行うよう、
運転手指導を強化する。	  

今後の改善策	

新物流センター４月稼働により、集
荷時間の短縮が期待できる。	

今後の改善策	

荷主の取組み	
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平成２９年度 パイロット事業 対象集団候補 （案）

対象集団１

対象集団２

区分 名称 主な荷の種類 主な課題

発荷主 （株）おやつカンパニー
菓子・食品
製造販売

生産性向上、物流の効率化、コスト削減等

運送事業者 （有）青山商店荷役 荷役作業の効率化と基準 告示を意識した運行管理

着荷主
ヨーカドー、イオンの物
流センター、菓子問屋

荷卸し前の手待時間の削減

区分 名称 主な荷の種類 主な課題

発荷主 住宅建材メーカーA社 外壁材、屋根材
の製造

・出荷オーダーの締切が着日の前日12時までと遅い
・オーダー締切り後出荷製品の荷揃いを開始するた
め、構内での手待ちが発生し、事業者から問題提起
されている

運送事業者
県内に営業所を置く
複数の事業者

・発荷主における積込みが、長距離便優先となって
いる
・発荷主から各社集荷時間が指定されているが、パ
レットの返却時間が14時までと指定されているため、
近距離輸送の事業者で長時間の手待ちが発生して
いる

着荷主 不特定多数 住宅建材

資料３



 平成２９年１月１８日 

県内トラック運送事業者 各位 

トラック輸送における取引環境・ 

労働時間改善三重県協議会事務局 

（三重労働局、三重運輸支局、三重県トラック協会） 

 

トラック輸送における取引環境・長時間労働の改善に向けたアンケート調査 

ご協力のお願いとパイロット事業（実証実験）の参加事業者募集について 

 

拝啓 貴社ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 

トラック運送事業においては、総労働時間が長く、また荷主都合による手待ち時間などの実態

があり、取引環境の改善と長時間労働の抑制に向けた環境整備を進める必要があるため、平成

２７年度から各都道府県に「トラック輸送における取引環境・労働時間改善地方協議会」を設置し

て、対応策等について協議を行っているところです。 

また、長時間労働等の改善に関するガイドラインを策定するため、平成２８年度から２９年度に

かけて、取引環境や長時間労働等の実態調査を行い、課題や改善点を洗い出し、改善方策の検

討、検証を行うパイロット事業（実証実験）を全国的に募集し実施しています。 

つきましては、平成２９年度のパイロット事業の選定にあたり、三重県内における取引環境や

長時間労働の実態・問題点等について把握するため、別紙アンケート調査にご協力いただきます

ようよろしくお願いいたします。 

また、荷主企業等の協力のもと、パイロット事業に取り組んで頂ける運送事業者を募集します

ので、別紙アンケートにより 平成２９年１月３１日（火）までに事務局までお知らせ下さい。 

記 

１．募集対象 

現在又は過去においてトラック運転者の長時間労働等の実態を有する運送事業者であ

って、荷主と長時間労働改善に向けた問題意識を共有し、改善の意欲がある事業者、

また、更なる改善を考えている事業者 等 

（発荷主（元請運送事業者含む）・着荷主、実運送事業者（関係する同業他社を含む）などを

構成員とする集団） 

２． パイロット事業の実施予定数と選考方法 

平成２９年度事業として、１～２事業を予定しています。 

応募が多数の場合は、ヒアリングを実施させていただき、関係荷主の協力が得られ、改善

効果が高いと思われる対象集団を協議会事務局で選定させていただきます。 

                                            

【問 合 せ先 】 一 般 社 団 法 人 三 重 県 トラック協 会     担 当 者：西 口 ・稲 垣  

ＴＥＬ：０５９－２２７－６７６７ ＦＡＸ：０５９－２２５－２０９５   

 



トラック輸送における取引環境・長時間労働の改善に向けた 

アンケート調査 ご協力のお願い 

  
○荷主（発荷主､元請運送事業者､着荷主）との取引における長時間労働等の実態についてお聞かせ下さい。 

荷主都合による 

手待時間の発生 

------------- 

有 ・ 無 

 
どちらかに○を付けて下さい。 

◆発生場所別 待機時間についてお書きください。 

発荷主（元請事業者）現場 ： 平均      分、 最長      分 

着荷主現場          ： 平均      分、 最長      分 

◆発生要因と改善策（荷主に改善してほしい点）についてお書きください。 

 

 

 

荷役作業・付帯 

作業による 

長時間労働の発生 

------------- 

有 ・ 無 

◆発生場所別作業時間についてお書きください。 

発荷主（元請事業者）現場 ： 平均     分、 最長     分 

着荷主現場          ： 平均     分、 最長     分 

◆発生要因と改善策（作業効率化）についてお書きください。 

 

 

 

その他 荷主との 

間で改善したい点 

------------- 

有 ・ 無 

 

◆具体的に、どこの現場で、何をどう改善したいかお書きください。 

荷主に取引改善等

の協力を要請した 

------------- 

有 ・ 無 

 

◆有の場合、どのような協力要請を行い、どうなったかお書き下さい。 

改善を求めたい 

荷主の名称等 

◆発荷主（真荷主）： 

◆元請事業者   ： 

◆着荷主      ：   

◆輸送品目と業種 ： 

◆共通する同業他社： 

パイロット事業へ 

の参加の意思 

長時間労働削減のため改善策を見いだしたいので荷主協力の下 参加を希望する・希望しない 

改善を求める同業者がいる場合：共同で実施したい ・ 単独で実施したい 

 

貴社名  

電話  E-mail  

FAX 返信先 059-225-2095 

1／31までにお願いします  
協議会事務局 

三重県トラック協会 





 

第 5 回トラック輸送における取引環境・労働時間改善中

央協議会及び第4回トラック運送業の生産性向上協議会 

 
平成 29 年 2 月 1 日（水）14 時 00 分～16 時 00 分 

於) 中央合同庁舎 3号館   10 階共用会議室  

 

【 議 事 次 第】 

Ⅰ．開会 

 

Ⅱ．議題 

１． 地方協議会におけるパイロット事業の進捗について 

２． 運賃・料金について 

３． 貨物自動車運送事業における生産性向上について 

４． 下請等中小企業の取引条件改善に関する関係府省等連絡会議関係の

取組みについて  

５． その他 

 

Ⅲ．閉会 

 

【 配 布 資 料 】 
 

議事次第、委員名簿、配席図 

資料１ 地方協議会におけるパイロット事業の進捗等について 

【厚生労働省・国土交通省】 

資料２ トラック運送業の適正運賃・料金検討会            【国土交通省】 

資料３ 【野村総合研究所】 

資料４ 下請等中小企業の取引条件改善に関する関係府省等連絡会議関係の 

取組みについて【国土交通省】 

参考資料１ トラック運送業の生産性向上促進事業         【国土交通省】 

参考資料２ 農産品物流対策関係省庁連絡会議の設置について   【農林水産省】 

参考資料３ 過労死等防止対策                 【厚生労働省】 

参考資料４ 荷主向け業界専門紙への広告掲載について  【全日本トラック協会】 

参考資料５ 「人手不足等への対応に関する調査」集計結果（一部抜粋） 

【日本商工会議所】 
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「トラック運送における取引環境・労働時間改善地方協議会」における
平成２８年度パイロット事業（実証実験）の実施集団選定状況

○４７都道府県において対象集団が決定。

○荷種の内訳は、食料品１１件、農産物７件、紙・パルプ４件、建設資材３件、機械製品３件、飲料２件、鮮魚２件、繊維製品２
件、工業製品２、その他１１件となっており、全国で様々な荷種を扱う。

発荷主 運送事業者 着荷主 荷種

北海道 ○ ○ ○ 鮮魚

青森 ○ ○ ○ 農産物

岩手 ○ ○ － 木工製品

宮城 ○ ○ － 計器

秋田 ○ ○ － パルプ・紙

山形 ○ ○ ○ 農産物

福島 ○ ○ ○ 農産物

茨城 ○ ○ － コンクリート製品

栃木 ○ ○ － 食料品

群馬 ○ ○ － 農産物

埼玉 ○ ○ ○ 工業製品

千葉 ○ ○ － 食料品

東京 ○ ○ ○ 紙

神奈川 ○ ○ ○ 水道管

山梨 ○ ○ ○ 食料品

新潟 ○ ○ － 米菓

長野 ○ ○ － 食料品

富山 ○ ○ ○ 紙・パルプ

石川 ○ ○ － 建設資材

愛知 ○ ○ － 建設資材

静岡 ○ ○ ○ フィルム・シート

○ ○ － 鮮魚

岐阜 ○ ○ ○ 食料品

三重 ○ ○ － 食料品

発荷主 運送事業者 着荷主 荷種

福井 ○ ○ － 繊維製品

大阪 ○ ○ ○ 食料品

京都 ○ ○ ○ 鋼材

兵庫 ○ ○ － 機械製品

滋賀 ○ ○ ○ 日用品

奈良 ○ ○ ○ 機械製品

和歌山 ○ ○ ○ 建設資材

広島 ○ ○ ○ 機械部品

鳥取 ○ ○ ○ 乳製品

島根 ○ ○ ○ フードサービス機器

岡山 ○ ○ － 飲料

山口 ○ ○ ○ 繊維製品

徳島 ○ ○ ○ 紙

香川 ○ ○ ○ 食料品

愛媛 ○ ○ ○ 農産物

高知 ○ ○ ○ 食料品

福岡 ○ ○ ○ 工業製品

佐賀 ○ ○ － 食料品

長崎 ○ ○ ○ 食料品

熊本 ○ ○ － 農産物

大分 ○ ○ － 卵

宮崎 ○ ○ ○ 農産物

鹿児島 ○ ○ － 鶏肉

沖縄 ○ ○ ○ 飲料・雑貨
３

予冷倉庫活用による拘束時間の削減 福島県

当日の出荷数量がわからないため、選果完了時間がわからず、結果適正な配車（大きさや台数）ができず非効率。
一台の車で複数の集荷場で積み込むものの、各集荷場の情報共有が無くそれぞれで積込みの時間がかかり出発時間が
遅れる。

＜ 改 善 結 果 ＞ 発地(発荷主側)での待ち時間の削減

各々約２～３時間短縮拘束時間（推定）
※実現するための課題：予冷設備の設置・運用にかかる費用及び設備までの横持ち費用の負担

課 題

発荷主Ａ(生産者団体) ､運送事業者ア(元請)・イ(実運送) ､着荷主ａ・ｂ(青果卸売業)､荷種：農産品(トマト)

実施集団

ａ社向けトラック 実施前

拘束時間（推定） １４時間３４分

実施後 短縮効果

１１時間４５分 △２時間４９分

ｂ社向けトラック 実施前

拘束時間（推定） １２時間１３分

実施後 短縮効果

１０時間１８分 △１時間５５分

※ 運送事業者イ（実運送）の営業所出発時間から業務完了時間までを拘束時間（推定）として対比
※ 事前に荷量が把握でき、それに応じて出荷作業を計画的に実施できるため、出荷作業におけるドライバーの待ち

時間を大幅に削減

予冷施設の活用
天候等による出荷量の変化に作業員の確保や選果ラインの増加等対応が困難であったことから、
出発予定時間に間に合わなかった青果品（トマト）を予冷設備にて予冷し翌日出荷
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現状分析を踏まえ、コンサルタン
トによる課題の洗い出しをもとに、
第２回検討会にて課題の解決方
法を検討。

＜課題＞
手待ち時間関係

• 流通センター到着後、
受付開始時間前にト
ラックが集中し、搬出作
業の順番待ちにより多
大な手待ち時間が発生。

荷役作業関係

• 発荷主側では積載効率
を重視したパレット積み
を行う一方、流通セン
ター側ではサイズ的に
収容不可能なため、手
下ろしを強いられている
状況。

現状分析

１月頃 ２月以降

コンサルタントと対象集団
による第１回検討会を１０月
に実施。

また、流通センターへの現
地確認を実施したうえで当
該集団における運送取引
の実態を把握。

＜参加集団＞
発荷主（食品メーカー）
運送事業者
着荷主（流通センター）

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。

＜実験＞
手待ち時間の縮減

• 流通センターで試験
運用中の「受付予約
システム」を活用し、
予約した時間帯に
搬出を行うことによ
り、手待ち時間の短
縮を図る。

荷役作業のパレット化

• 統一したパレット積
みを実施し、流通セ
ンターでの手下ろし
をパレット下ろしへ
変更することにより、
荷下ろし時間の短
縮を図る。

実
験
結
果
検
証コンサルタント

発
荷
主着

荷
主

着
荷
主

運
送運

送

山梨県パイロット事業 【荷待ち時間短縮等による拘束時間の削減】

１０～１１月

着荷主の流通センターでの受付開始時にトラックが集中し、順番待ちによる手待ち時間が長い。
発荷主側で行うパレット積みが着荷主側では収容困難なため、手下ろしする手間が生じている。

課 題

発荷主(食品メーカー) ､運送事業者､着荷主(流通センター)､荷種：食料品

実施集団

５

６

着荷主（流通センター）の手下ろし作業場



現状分析を踏まえ、当該集団
の課題を設定し、この課題を
解決する手段を検討する。
＜課題＞

・出荷場所において作業が集中し
た場合に待ち時間が発生。

・実際の運転の仕方、休憩の取り
方はドライバー任せている部分
が多い。

・積込み（倉庫）が原則２ヵ所、ま
れに３，４ヵ所となる場合がある。
〈解決手段〉
荷待ち時間の短縮
・荷役ホームの改修
・バースの接車スペースの拡張
ドライバーの時間管理

・運行経路、休憩場所等をあら
かじめ指示することで拘束時間
等に影響確認
積込み場所の集約化※

・横持ちと出荷の輸送に分割し、
積込み作業時間等を短縮
（※中長期的な課題）

①現状分析

～２ 月頃 月以降

実験に参加する事業者と、コ
ンサルタントが連携し、チェッ
クリストや現場状況を元に当
該集団における運送取引の
実態を把握。

＜参加集団＞
発荷主中越パルプ工業(株)
元請運送事業者中越ロジス
ティクス

下請運送事業者港運輸(株)
着荷主中越パッケージ(株)
ほか関東エリア

②課題の洗い出し
解決手段の検討 ③実証実験

設定した課題に対する解決
策を実証する。
＜実験＞
荷役ホームの改修

両側から荷役できるよう
にホームを拡張

④
実
験
結
果
検
証

コンサルタント

発
荷
主着

荷
主

着
荷
主

元
請下

請

富山県パイロット事業 【拘束時間の削減】

８～ ９月

バーススペースの拡張

ドライバーの時間管理

ドライバーに任せた場合
との管理する場合との違い
を検証

出荷場所において作業が集中した際に発生する荷待ち時間の短縮

課 題

発荷主(中越パルプ工業㈱) ､元請運送事業者（中越ロジスティクス）、下請運送事業者（港運輸㈱）､着荷主(中越パッケージ㈱)､
荷種：紙・パルプ

実施集団

７

２．地方協議会の実施状況について
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開催日

第1回 第2回 第3回 第4回 第5回

近畿

大阪 H27.7.23 H27.11.20 H28.2.26 H28.7.29
京都 H27.8.4 H27.12.8 H28.3.7 H28.8.19
兵庫 H27.8.3 H27.12.10 H28.3.9 H28.8.22
滋賀 H27.7.27 H27.12.9 H28.3.14 H28.9.29
奈良 H27.7.28 H27.12.14 H28.3.15 H28.10.13
和歌山 H27.8.7 H27.12.15 H28.3.16 H28.8.24

中国

広島 H27.7.23 H27.11.27 H28.3.18 H28.7.12 H28.12.16
鳥取 H27.7.27 H27.12.14 H28.3.15 H28.7.6 H28.10.26
島根 H27.8.3 H27.12.4 H28.3.9 H28.5.12 H28.10.28
岡山 H27.8.6 H27.12.15 H28.3.14 H28.10.24 H29.1.27
山口 H27.7.29 H27.12.4 H28.3.23 H28.7.26 H28.11.29

四国

徳島 H27.7.29 H27.12.2 H28.3.9 H28.6.22 H28.12.7
香川 H27.7.30 H27.12.11 H28.3.10 H28.12.19
愛媛 H27.8.6 H27.12.16 H28.3.7 H28.6.23
高知 H27.7.31 H27.12.9 H28.3.16 H28.11.4

九州

福岡 H27.8.4 H27.12.11 H28.3.9 H28.9.12
佐賀 H27.8.11 H27.11.27 H28.3.22 H28.9.20
長崎 H27.8.10 H27.11.26 H28.3.15 H28.9.16
熊本 H27.8.6 H27.12.3 H28.3.14 H28.10.24
大分 H27.7.23 H27.12.4 H28.3.18 H28.9.23
宮崎 H27.8.6 H27.12.17 H28.3.14 H28.8.4
鹿児島 H27.8.5 H27.12.10 H28.3.15 H28.9.13

沖縄 沖縄 H27.7.31 H27.12.17 H28.3.29 H28.6.17 H28.11.16

開催日

第1回 第2回 第3回 第4回 第5回

北海道 北海道 H27.7.24 H27.12.11 H28.3.15 H28.7.11 H28.12.19

東北

青森 H27.7.29 H27.12.11 H28.3.7 H28.7.7 H28.10.26
岩手 H27.7.30 H27.12.7 H28.3.9 H28.6.13 H28.10.27
宮城 H27.7.31 H27.12.11 H28.3.7 H28.6.27 H28.11.28
秋田 H27.7.30 H27.12.4 H28.3.23 H28.7.8 H28.12.6
山形 H27.7.27 H27.11.25 H28.3.14 H28.5.25 H28.12.9
福島 H27.7.27 H27.12.8 H28.3.15 H28.5.27 H28.11.25

関東

茨城 H27.7.24 H27.12.9 H28.3.17 H28.8.8 H28.12.6
栃木 H27.7.30 H27.12.15 H28.3.23 H28.8.23 H28.12.19
群馬 H27.7.31 H27.12.14 H28.3.22 H28.8.9 H28.12.12
埼玉 H27.7.22 H27.12.24 H28.3.23 H28.12.7
千葉 H27.7.27 H27.12.17 H28.3.23 H28.9.8
東京 H27.7.13 H27.12.18 H28.3.15 H28.8.8 H28.12.13
神奈川 H27.7.27 H27.12.17 H28.3.15 H28.7.25 H28.12.21
山梨 H27.7.28 H27.12.7 H28.3.17 H28.9.29 H28.12.7

北陸
信越

新潟 H27.7.13 H28.2.26 H28.7.21
長野 H27.7.30 H28.2.19 H28.12.1
富山 H27.7.27 H27.12.21 H28.3.7 H28.7.22 H29.1.11
石川 H27.8.7 H28.2.10 H28.6.9 H29.2.3

中部

愛知 H27.7.23 H27.12.3 H28.3.7 H28.11.2
静岡 H27.8.7 H27.12.10 H28.3.4 H28.8.26 H28.12.15
岐阜 H27.8.3 H27.12.9 H28.3.10 H28.8.22 H28.12.19
三重 H27.8.3 H27.12.8 H28.3.15 H28.8.29 H28.12.13
福井 H27.7.30 H27.12.7 H28.3.9 H28.8.31

地方協議会実施状況
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地方協議会での主な意見

【手待ち時間】

輸送形態が多品種・多頻度少量納入・出荷へと変化して
おり、部品・原材料納入や製品出荷に伴う車両集中によ
り手待ち時間が発生している。【中国・トラック事業者】

運送事業者を待たせない活動に10年前から取り組み、
現在では手待ち時間についてKPI管理（成果指標を定め
た進捗管理）を導入【関東・荷主】

【荷役作業時間】

物流センターでの積み降ろし等、輸送以外のサービスを
求められることがあり、荷主からの依頼は断ることが難し
い。【関東・トラック事業者】

ドライバーが行っていた荷積作業を専属の倉庫作業員に
変更し、かつ、荷積作業場所を荷主側の車庫とするなど
効率化、機能強化を図ったことで、ドライバーの労働時間
を削減することができた。【北海道・トラック事業者】

効率化がアップするのであれば、農産物のパレダイズ化

を行政が中心となって進められないのか。【九州・トラック
事業者】

【運転時間】

関東方面について改善基準告示の遵守が困難なことか
ら、関西で中継輸送をすることにより、拘束時間を短縮で
きた。課題として、運賃の問題、駐車場やドライバー不足
がある。今後は、事業者間での連携が必要である。【九
州・トラック事業者】

距離運送の区間を分割するなど、荷主側でも検討を行っ
ている【九州・荷主】

【適正運賃収受】

人材不足による運転手の負担増大の一方、必要な運賃
が収受できていない。正規な運賃以下で取引するなどコ
ンプライアンスを遵守しない事業者との競争も起きている。
【東北・労組】

燃料費や車両購入費の高騰、コンプライアンスの遵守等
で費用がかかるが、運賃は伴っていない。【四国・トラック
事業者】

【取引内容の書面化】
スポット契約では書面化は難しい。【近畿・荷主】

トラック運送事業の標準仕様を定めて、荷役作業・特別
な輸送はオプションという形で明確化する方策を取るの
がいいのではないか。【近畿・経済団体】

【荷主・消費者等との関係】

荷主側の計画で仕事する中で、改善基準告示を守れな
い運行を要請される場合がある。【中部・トラック事業者】

安全の情報、輸送品質の情報を含めて、毎月1回運送事
業者に集まってもらい、情報交換会を行っている。【近
畿・荷主】

長時間労働の問題は荷主だけのせいではなく、社会全
体の問題である。顧客（着荷主）から無理な時間帯に商
品を届けるよう要望され負担となっている部分もある。
【東北・荷主】

「送料無料」という言葉が定着しており、タダ同然で運送
していると思われているが、実際にはコストがかかってい
るということを周知して、働く方の立場も広く理解して頂き
たい。【中国・労組】

労働時間関係 取引環境関係
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地方協議会での主な意見 
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（１）運賃・料金 
① 適正運賃収受 
② 運賃の在り方 

（２）書面化 
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（４）下請構造 
３．ドライバーを取り巻く環境 
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① 高速道路関係 
② 待機場所、休憩施設 
③ 物流システム全体の在り方 

（２）その他意見 

  

 労働時間の縮減に関しては、荷主・事業者双方で自主的に効率化に向け
た取組が見られる一方、無理な時間帯での運送の要望など荷主の理解が

不十分との声も見られる。 
 取引環境については、取引内容の書面化の推進は、契約内容の明確化や
適正運賃収受に効果があるとの声があるが、荷主の理解が得られず書面

化にいたらない場合もあるという様子が覗える。 
 その他、宅配の再配達の多さや運送料はただ同然と思われているなど、
社会的な認識に問題があるという声もある 

参考資料 
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１．労働時間関係 
（１）手待ち時間 
① 背景事情 

 水産物は鮮度がとても重要なファクターであるが、水揚げ状況に左右さ

れるため、事前の計画輸送が出来ない。【東北・トラック事業者】 
 定時配送のためにドライバーの判断で早めに出発することにより長時

間になるケースもある。【関東・トラック事業者】 
 荷主のジャストインタイム方式がトラック運転者の手待ち時間を作っ

ている。【近畿・トラック事業者】 
 中小事業者は、大手のようにいつも戻りの荷物があるわけではないので、

戻りの荷物を確保するため、次の得意先までの移動が生じて待ち時間が

発生している。【近畿・トラック事業者】 
 輸送形態が多品種・多頻度少量納入・出荷へと変化しており、部品・原

材料納入や製品出荷に伴う車両集中により手待ち時間が発生している。

【中国・トラック事業者】 
② 改善に向けた取組 

 運送事業者を待たせない活動に 10 年前から取り組み、現在では手待ち
時間について KPI管理iを導入【関東・荷主】 

 手待ち時間短縮のため、積込作業の軽減や、工場からの搬出、出荷、積

込みを同時並行で行うようした。その結果、待ち時間を２時間近く短縮

できた。【関東・荷主】 
 業界団体でシステムに入力することで手待ち時間をなくし、検品も（荷

役作業と）同時に行うよう試験的に始めた。発着の両者が入っていない

とシステムが使えないことがネック。【北陸信越・荷主】 
③ その他 

 待ち時間を減らす工夫が必要だと思う。例えば、安くても事前に「留置

料」を設定したらどうか【東北・学識】 
 待ち時間がある中で、アイドリングストップの要請があるが夏場は厳し

い。【四国・労組】 
（２）荷役作業 
① 背景事情 

 拘束時間が長い農産品の米・麦は降ろしに時間がかかるのではないか。

【北陸信越・荷主】 
 物流センターでの積み降ろし等、輸送以外のサービスを求められること

があり、荷主からの依頼は断ることが難しい。【関東・トラック事業者】 
 荷役について大阪で実証実験を行ったが、数年前の冷蔵冷凍における手

積み手降ろしは 4ｔ車で 30～40分、10ｔ車で 1時間 20分だったが、直
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近のデータでは 4ｔ車で 1時間、10ｔ車で 2時間かかっている。原因は
ドライバーの高齢化によるもの。【中国・荷主】 

② 分業化 
 ドライバーが行っていた荷積作業を専属の倉庫作業員に変更し、かつ、

荷積作業場所を荷主側の車庫とするなど効率化、機能強化を図ったこと

で、ドライバーの労働時間を削減することができた。【北海道・トラッ

ク事業者】 
③ 作業負担軽減策 

 実験的な取組ではあるが、女性の荷の取扱い範囲の拡大が可能であるた

め、パワードスーツを導入【関東・荷主】 
 荷のモジュール化iiやトラックの荷台を 15センチ程度下げることにより、
多くの荷下ろしが可能になる。女性活用促進のためにはこうした取組が

必要【関東・トラック事業者】 
 荷役の機械化（当方負担で着荷主にリフトをおいた）や車両の大型化で

双方でメリットがあった。【北陸信越・トラック事業者】 
 荷役作業時間を短縮させるためには、パレットの規格を統一しなければ

ならない。【北海道・トラック事業者団体】 
 パレットの使用で問題なのは、着荷主が管理してくれない、パレットは

無料ではないこと。パレットが腐食して荷物に傷がつくので、我々が負

担して新しいパレットを製作して、特殊な形ならそれ用のパレットを用

意して持って行く等発荷主の負担も大きい。【中部・荷主】 
 パレット輸送は労働時間短縮に繋がるが、積載効率が下がり、運賃も下

がる。【九州・トラック事業者】 
 効率化がアップするのであれば、農産物のパレダイズ化iiiを行政が中心

となって進められないのか。【九州・トラック事業者】 
④ その他 

 荷主の中には、荷下ろしのために荷主が所有するフォークリフトをドラ

イバーに使用させ、労働災害が発生している事例がある。【北海道・ト

ラック事業者】 
 車上受け渡し契約が基本であるべきなのに、フォークリフト作業などを

やらせている企業がある。国から指導をしてほしい。【九州・事業者団

体】 
（３）運転時間、拘束時間 
① 共同配送、中継輸送 

 異なる２つのメーカーと共同で同一物流センターへ共同配送により効

率化を図ったが、センター内での処理が追いつかない理由で、メーカー

毎個別の配送に戻った事例もある。【東北・トラック事業者】 

4 
 

 運送事業者は茨城県を中心にネットワークを構築し、北関東の物流に困

っているメーカーと連携出来るようになり、その結果、関東一円をネッ

トワーク化出来た。【関東・荷主】 
 関東方面について改善基準告示の遵守が困難なことから、関西で中継輸

送をすることにより、拘束時間を短縮できた。課題として、運賃の問題、

駐車場やドライバー不足がある。今後は、事業者間での連携が必要であ

る。【九州・トラック事業者】 
 中継輸送などは元請会社で資金力のあるところでないとできず、地方で

は長距離輸送を行うところがどんどん減っている。【四国・トラック事

業者】 
 長距離運送の区間を分割するなど、荷主側でも検討を行っている【九

州・荷主】 
② モーダルシフトiv 

 期限をあまり気にしないで運べるものについては、鉄道や船を利用する

などいろいろチャレンジもしている。【中国・荷主】 
 フェリーは「枠」が一杯で使いたくても使えない状況。また、青果物等

市場関係貨物は、立寄先が複数あり、フェリーの活用が難しい。【九州・

トラック事業者】 
③ その他 

 真摯に実態を把握するため、協力会社の車両に GPS を設置した。それ
により荷主・元請事業者双方がまったく気づいていない運行をしていた

事が分かった。運送事業者の実態を把握して、労働時間の改善をしてい

くのは非常に重要。【関東・荷主】 
 洗車機を導入することで、洗車にかかる時間を大幅に短縮できた。労働

能率の増進に資する設備として助成の対象となるようだが、是非続けて

ほしい。【関東・トラック事業者】 
（４）時間指定 

 勤務割、運行指示書の作成時には荷積み時間として 30 分を見込んでい
るが、荷主からの指定時間によっては、各社が同じ時間帯に集まるため

待ち時間が発生し、積み荷降ろしに 1 時間以上かかっている。【関東・
トラック事業者】 

 物流センターでは発着の指定時間を計画的にずらして荷役している。

【沖縄・荷主】 
（５）荷主との協議 
① 荷主への要請 

 着荷主の構内において問題がある場合は、物流業者から提供してもらっ

た情報を元に、着荷主側に改善を求めるようにしている。【関東・荷主】 



5 
 

 着荷主との話合いは、物流現場のセンター長に言うのではなく、時間は

かかるが役員クラスに話をすること。待たされる情報を業界とも共有す

れば、直さざるを得ない環境になる。戦略的な話し合いの場をどう設け

るかが重要。【関東・荷主】 
② 荷主と事業者との定例会 

 安全の情報、輸送品質の情報を含めて、毎月 1回運送事業者に集まって
もらい、情報交換会を行っている。その中で、荷主・運送事業者間で情

報共有や問題解決に向けた提案を行い、手待ち時間の削減に向けての活

動も進めようとている。【近畿・荷主】 

２．取引環境関係 
（１）運賃・料金 
① 適正運賃収受 

 人材不足による運転手の負担増大の一方、必要な運賃が収受できていな

い。正規な運賃以下で取引するなどコンプライアンスを遵守しない事業

者との競争も起きている。【東北・労組】 
 運送の効率化を図ることにより、労働時間の短縮を図ることは喜ばしい

ことであるが、運賃の値下げにならないようにする必要がある。【東北・

荷主】 
 燃料費や車両購入費の高騰、コンプライアンスの遵守等で費用がかかる

が、運賃は伴っていない。【四国・トラック事業者】 
 適正運賃の収受に関しては荷主側と対等に話せない実情がある。【九

州・トラック事業者】 
 待ち時間の料金をもらったという話は聞いたことがない。【沖縄・トラ

ック事業者】 
② 運賃の在り方 

 バス、タクシーと違いトラックには運賃の規制がないため、運賃届出の

際、原価計算書の添付を必須とするよう要望したい。【東北・労組】 
 運送コストが消費者に分かるような啓蒙活動が必要で、標準運賃は無理

だとしても運送原価を荷主に分かるようなものを作成していただけれ

ばと思う。【近畿・トラック事業者】 
 時間を短縮すれば生産性は落ち、収入減となり、若い世代に全く魅力の

ない業種となってしまう。貸切バスの運賃を上げたように、トラックに

も下限運賃を設定するなどしていただきたい【中国・労組】 
 物流は、「A地区から B地区まで運んでいくら」となっており、「何時間
かかったからいくら」という概念がない。【四国・トラック事業者】 

（２）書面化 
 荷役作業など従来から書面によらないで商慣行により行われてきた。
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【中国・荷主】 
 スポット契約では書面化は難しい。【近畿・荷主】 
 商取引の原点に立ち返って荷役作業のコストを書式化してきちんと対

価を貰わない限り長時間労働は残ってしまう。【関東・経済団体】 
 運転手不足により、以前のコスト競争から変化がある。書面化により作

業を明確化する必要【北陸信越・行政】 
 トラック運送事業の標準仕様を定めて、荷役作業・特別な輸送はオプシ

ョンという形で明確化する方策を取るのがいいのではないか。【近畿・

経済団体】 
 契約の書面化ということは、取引環境改善にとっても重要であるので、

荷主への周知をして欲しい。【北海道・トラック事業者】  
（３）荷主との関係 

 長時間労働の要因の一つは、トラック事業者が荷主からの急な運送依頼

を今後の関係も見据えて引き受けなければならない点にある。【関東・

トラック事業者】 
 荷主側の計画で仕事をする中で、改善基準告示を守れない運行を要請さ

れる場合がある。【中部・トラック事業者】 
 こちらに過失がないのに大手顧客であるという理由で荷物など自社で

弁償せざるを得ないような状況がある。【近畿・トラック事業者】 
（４）下請構造 

 元請、下請などの多層構造を解決する必要がある。【中国・トラック事

業者】 

３．ドライバーを取り巻く環境 
（１）人手不足 

 ドライバー不足が深刻化している。季節によりピークが違うが、トラッ

クはあるがドライバーがいないという状況である。【東北・トラック事

業者】 
 現在のドライバーの平均年齢は高く、この先 10 年もするとドライバー
がいなくなる。また、長時間労働のため、この業界に若い人も入ってこ

ない。【中部・トラック事業者】 
 コンビニ、スーパーのシェア争い、長時間営業向けの夜間配送等で人手

不足、ドライバー不足がエスカレートしている【北陸信越・荷主】 
 労働時間を改善するには人を増やさないといけないが人材不足で募集

をかけても集まらない。【九州・トラック事業者】 
（２）賃金 

 改善基準告示限度まで働かないと生活できない賃金しか払えない運賃

の収受が問題【北陸信越・トラック事業者】 



7 
 

 ドライバーが努力し対応能力を上げることにより、労働時間が短くなり

早く帰れることはメリットの 1つだが、これによってある程度収入も上
がるということがインセンティブとしてないとモチベーションが長く

続かない。【中部・労組】 
 トラック業界は全業種の平均所得より低く、時短でさらに所得が減ると

益々敬遠される。【近畿・トラック事業者】 
（３）社会・消費者の在り方 
① 社会・消費者からの要請 

 長時間労働の問題は荷主だけのせいではなく、社会全体の問題である。

顧客（着荷主）から無理な時間帯に商品を届けるよう要望され負担とな

っている部分もある。【東北・荷主】 
 日本人はサービスを無料としてとらえる国民性がある。課金制にしてい

かないといけないのでは。【近畿】 
 お客様（着荷主）の要望として、小口化や品質の重要性を求められてお

り、苦労している。【関東・荷主】 
 消費者のわがままから長時間労働を助長しているのかもしれない、急ぐ

荷物と急がない荷物を分ける必要もある。【北陸信越・消費者団体】 
 ネット通販は再配達率が高く、時間指定及び夜間配達が多く大変。【近

畿・トラック事業者】 
② 意識改革 

 「送料無料」という言葉が定着しており、タダ同然で運送していると思

われているが、実際にはコストがかかっているということを周知して、

働く方の立場も広く理解して頂きたい。【中国・労組】 

４．その他 
（１）意見・要望 
① 高速道路関係 

 時間短縮として高速道路を利用するのも一つであり、3～5回利用すれば
無料にするなどの大口割引等の拡充ができないか。【東北・経済団体】 

 高速道路の深夜割引等を拡充していただければ、休憩及び休息時間に余

裕ができドライバーも帰宅させる事が可能になる。【四国・トラック事

業者】 
 四国と本州を結ぶ３本の橋の通行料金が高いので、利用しやすくすれば

労働時間は減るのではないか。【四国・労組】 
② 待機場所、休憩施設 

 都市部の現場に着いて荷を下ろせない場合、駐車場がないので非常に困

る。【関東・トラック事業者】 
 トラックを駐車させて運転手が休憩を取れる場所がトラックステーシ
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ョンの廃止などで減少しており、連続運転時間超過の原因の一つになっ

ている。【関東・トラック事業者】 
③ 物流システム全体の在り方 

 秋田は手待ち時間が長い傾向にあるが、手待ちのみを解決しても、全体

的な解決には至らないだろう。中継輸送など、システムを全体的に変え

る方向の検討が必要なのではないか。【東北・トラック事業者】 
 運行管理システムを導入することにより、経験則ではなく、データに基

づく実態と近い配送計画が組めるため、活用を進めるべき。【近畿・荷

主】 
 スーパーやコンビニはワンウェイ運行が多い。その帰りに農家や生産者

の荷を集積し、それを青果市場へまとめて持ち込むという方法もある。

ただ、一つの事業体では難しいので、鹿児島県全体の問題として、青果

関係者、スーパー、物流事業者も入って検討していけば、よりよいもの

が出来ると思われる。【九州・トラック事業者】 
（２）その他の意見 

 荷主も労働時間で困っていることがあれば、トラック協会で相談に乗る

体制があると PRすることもよいのではないか。【東北・トラック事業者】 
 過労死が気になる、防ぐために労働時間の短縮が必要。夜間運転しない

会社で事故が激減したと聞いた。【北陸信越・トラック事業者】 
 いかに効率よく、積込み、荷卸しをするか等の改善提案を逆に運送事業

者から頂きたい。【中国・荷主】 
                                            
i 成果指標を定めた進捗管理 
ii 物流においては、効率的に運べる標準的なモジュール（単位）の設定を指すことが多い。 
iii 荷役作業にパレットを使用すること 
iv 交通・輸送手段の転換。特に貨物輸送をトラックから船や鉄道に変えること。 



トラック運送業の適正運賃・料金検討会について

○協議会における取引環境改善に向けた議論に先立ち、適正運賃・料金収受に関する議

論の論点整理や方向性に関する助言を行うための場として、平成２８年７月に「トラック運

送業の適正運賃・料金検討会」を設置。第２回の会合を平成２８年１２月１４日に開催。

委員

【学識経験者】
・藤井 聡 京都大学工学部工学研究科教授（座長）
・野尻 俊明 流通経済大学学長
・柳澤 宏輝 弁護士（長島・大野・常松法律事務所）

【行政】
・加藤 進 国土交通省自動車局貨物課長
・川上 泰司 国土交通省総合政策局参事官（物流産業）
・藤枝 茂 厚生労働省労働基準局労働条件政策課長
・正田 聡 経済産業省商務流通保安グループ物流企画室長

オブザーバー

【荷主】
・上田 正尚 （一社）日本経済団体連合会産業政策本部長
・栗原 博 日本商工会議所流通・地域振興部長
・黒川 毅 日本機械輸出組合国際貿易円滑化委員会委員長

【トラック運送業】
・坂本 克己 （公社）全日本トラック協会副会長
・馬渡 雅敏 （公社）全日本トラック協会副会長

「トラック運送業の適正運賃・料金検討会」委員

資料２

＜第２回検討会の議事＞

１．運賃・料金に関する問題の構造について

２．トラック事業者へのアンケート調査（案）について

３．運送以外のコストを適切に収受するための方策について
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第
２

回
「

ト
ラ

ッ
ク

運
送

業
の

適
正

運
賃

・
料

金
検

討
会

」
 

議
事

概
要

 

 １
．

日
 

時
 

平
成

２
８

年
１

２
月

１
４

日
（

水
）

１
５

：
０

０
～

１
７

：
０

０
 

 

２
．

場
 

所
 

中
央

合
同

庁
舎

３
号

館
４

階
 

総
合
政

策
局

局
議

室
 

 ３
．

議
事

概
要

 

（
１

）
議

題
１
「

運
賃
・
料

金
に
関

す
る

問
題

の
構

造
に

つ
い

て
」
に

つ
い

て
事

務
局

よ
り

説

明
を

行
い

、
意

見
交

換
を

行
っ
た

。
 

（
２

）
次

に
、
議

題
２
「

ト
ラ

ッ
ク

事
業

者
へ

の
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査
（

案
）
に

つ
い

て
」
に

つ

い
て

事
務

局
よ

り
説

明
を

行
い
、

調
査

内
容

に
つ

い
て

意
見

交
換

を
行

っ
た

。
 

（
３

）
次

に
、
議

題
３
「

運
送

以
外

の
コ

ス
ト

を
適

切
に

収
受

す
る

た
め

の
方

策
に

つ
い

て
」

に
つ

い
て

、
事

務
局

よ
り

説
明
を

行
い

、
意

見
交

換
を

行
っ

た
。

 

（
４

）
議

題
１

に
係

る
資

料
（

資
料

１
－

１
）
及

び
議

題
３

に
係

る
資

料
３

に
つ

い
て

は
、
議

論
が

尽
く

さ
れ

て
い

な
い

こ
と
か

ら
、
現

段
階

で
は

非
公

表
と

す
る

こ
と

と
な

っ
た

。
 

（
５

）
各

委
員

及
び

各
オ

ブ
ザ

ー
バ
ー

か
ら

は
、

以
下

の
よ

う
な

発
言

が
あ

っ
た

。
 

  【
運

賃
・

料
金

に
関

す
る

問
題

の
構

造
に

つ
い

て
】

 

○
資

料
１

－
２

の
８

頁
で

、
営

業
利

益
率

が
右

肩
下

が
り

と
な

り
、
平

成
２

０
年

度
頃

か
ら

赤

字
化

し
て

い
る

。
平

成
１

５
年

頃
ま

で
軽

油
価

格
が

ほ
ぼ

横
ば

い
に

対
し

営
業

利
益

率
が

下
が

っ
て

い
る

の
は

事
業

者
数

の
増

加
、

平
成

１
８

年
以

降
は

そ
れ

に
加

え
て

軽
油

価
格

の
高

騰
な

ど
、
様

々
な

変
数

が
背

景
に

あ
っ

て
決

ま
っ

て
く

る
も

の
だ

と
は

思
う

が
、
大

き

な
要

因
と

し
て

は
事

業
者

数
の

増
加

と
軽

油
価

格
の

高
騰

で
あ

る
の

で
は

な
い

か
。

 

 ○
資

料
１

－
２

の
９

頁
・
１

０
頁

は
、
ト

ラ
ッ

ク
運

転
者

の
所

得
が

下
が

っ
て

い
る

と
い

う
資

料
で

あ
る

が
、
バ

ブ
ル

後
も

全
産

業
の

所
得

が
上

が
っ

て
い

る
こ

と
か

ら
考

え
れ

ば
、
ト

ラ

ッ
ク

運
転

者
の

所
得

は
バ

ブ
ル

の
影

響
で

下
が

っ
て

い
る

の
で

は
な

く
、

規
制

緩
和

後
の

車
両

台
数

増
加

の
影

響
を

受
け

て
い

る
の

で
は

な
い

か
。

 

 ○
資

料
１

－
２

の
３

頁
で

、
平

成
２

２
年

以
降

、
１
ト

ン
キ

ロ
あ

た
り

売
上

高
は

上
昇

し
て

い

る
一

方
、

営
業

利
益

率
は

下
が

っ
て
い

る
こ

と
の

背
景

に
あ

る
の

は
、

デ
ー

タ
で

確
認

可
能

 

2

な
「
貨

物
の

小
口
化

、
ジ
ャ

ス
ト
イ

ン
タ

イ
ム

、
あ

る
い

は
通

信
販
売

の
増

加
」
と
い

う
流

れ

を
受
け

て
「
需

要
・
サ
ー
ビ

ス
が

小
口
化
・
多

頻
度

化
す
る

こ
と

」
に
よ

っ
て

導
か
れ

た
「

ト

ー
タ

ル
と

し
て

の
需

要
は

増
え

て
い

る
が

、
そ

れ
に

見
合

う
だ

け
の

料
金

が
収

受
で

き
て

い
な
い

」
と
い

う
事

態
に

よ
っ
て

引
き

起
こ
さ

れ
た

の
で

は
な
い

か
。

 

 ○
基

本
的

に
事

業
者

数
や

価
格

は
需

給
関

係
で

決
ま

っ
て

く
る

も
の

で
あ

り
、

法
律

や
規

制

で
抑
え

込
む
の

は
非

常
に

難
し
い

と
思

う
。
と
は
い

え
、
物
流
産

業
の

今
の

状
況
が

続
く

と

な
る
と

、
今
後

事
業

を
継

続
し
て

い
け

る
の

か
、
労

働
力

を
確
保

で
き

る
の

か
に
つ

い
て

危

機
感
を

も
っ
て

お
り

、
皆

さ
ん
と

ご
議

論
し
て

ま
い

り
た

い
。
 

 ○
平

成
２

年
以
降

、
参

入
が

容
易
化

さ
れ

、
よ

り
多
く

の
事

業
者

が
参
入

し
た

と
い
う

の
は

事

実
だ
が

、
供

給
過

剰
と
い

う
状

態
は

そ
れ
以

前
か

ら
あ

り
、
規
制

緩
和
以

降
、
全
く

関
係

な

い
他

産
業

か
ら

参
入

が
増

え
た

の
で

は
な

く
、

当
時

の
物

流
子

会
社

が
緑

ナ
ン

バ
ー

を
取

り
始
め

た
、
あ

る
い

は
中

規
模
か

ら
大

規
模

な
会
社

が
分

社
化
を

図
っ

た
、
更
に
は

自
家

用

ト
ラ

ッ
ク

が
緑

ナ
ン

バ
ー

を
取

り
始

め
た

と
い

う
３

つ
の

大
き

な
要

因
が

あ
る

。
し

た
が

っ
て
、
事
業
者

数
の

増
加

に
比
べ

て
車

両
台

数
は
極

端
に

増
え
て

い
な

い
。
バ
ブ
ル

崩
壊

に

伴
っ

て
事

業
者

が
お

互
い

に
需

要
を

取
り

合
っ

た
結

果
、

営
業

利
益

率
が

低
下

す
る

等
の

状
態
が

起
き
た

の
で

は
な

い
か
。

 

 ○
も

と
も

と
道

路
運

送
法

時
代

か
ら

認
可

割
れ

運
賃

の
こ

と
を

ダ
ン

ピ
ン

グ
と

呼
ん

で
お

り
、

瞬
間

的
に

は
競

争
会

社
を

追
い

出
す

た
め

に
そ

う
い

っ
た

価
格

設
定

を
す

る
こ

と
は

あ
る

が
、

ず
っ

と
原

価
割

れ
す

る
よ

う
な

ダ
ン

ピ
ン

グ
が

続
く

と
い

う
の

は
一

般
的

に
は

考
え

ら
れ

な
い

。
そ

も
そ

も
何

を
指

し
て

ダ
ン

ピ
ン

グ
と

呼
ん

で
い

る
の

か
よ

く
わ

か
ら

な
い

部
分
も

あ
る
。
事
業

者
に

も
社
会

に
も

認
知

さ
れ
る

よ
う

な
適
切

な
運

賃
・
料
金
の

設
定

あ

る
い
は

収
受
と

い
う

の
が

本
検
討

会
の

テ
ー
マ

と
思

っ
て

い
る
。

 

 ○
交

渉
力

の
欠
如

等
の

問
題

に
つ
い

て
は

、
荷
主

・
運

送
事

業
者
間

の
み

な
ら

ず
、
運

送
事

業
者
同

士
で
も

同
様

の
こ

と
が
指

摘
で

き
る
。

運
送

事
業

者
に
関

し
て

は
、

引
き
続

き
法

令
違
反

事
業
者

の
取

締
り

、
さ
ら

に
は

、
最
低

車
両

台
数

の
維
持

・
許

可
と

の
連
動

を
進

め
る
必

要
が
あ

る
の

で
は

な
い
か

。
 

 ○
車

両
台

数
規
模

別
の

事
業

者
の
営

業
利

益
率
が

わ
か

れ
ば

、
ど
の

規
模

が
利

益
率
が

悪
い

 

の
か
が

み
え
て

く
る

と
思

う
。
 

 

○
実

運
送

を
行
う

側
が

困
っ

て
い
る

の
は

、
荷

主
側
に

強
く

言
う
と

、
す

ぐ
に

違
う
実

運
送

事
 

3



業
者

に
替

え
ら

れ
る

と
い

う
こ

と
で

、
無

理
な

依
頼

を
断

る
こ

と
が

適
正

化
に

繋
が

っ
て

い

か
な
い

状
況

に
あ
る

。
国

や
業

界
が
ル

ー
ル

を
決

め
る
な

ど
が

な
い
と

厳
し

い
。
値
段
を

高

く
設
定

し
て

い
る
荷

主
に

は
迅

速
性
・
正
確

性
を

も
っ
て

対
応

し
、
安

い
値

段
を

設
定
す

る

荷
主

に
対

し
て

は
保

障
も

な
く

運
ぶ

と
い

う
よ

う
な

経
済

合
理

性
だ

け
で

は
解

決
で

き
な

い
部
分

も
あ

る
。
 

 ○
ト

ラ
ッ

ク
業

界
に
限

ら
ず

、
2
0
年
に

及
ぶ

デ
フ
レ

の
継

続
に

よ
っ
て

、
あ

ら
ゆ

る
マ
ー

ケ

ッ
ト

で
「

過
剰

サ
ー

ビ
ス

」
（

価
格

以
上

の
サ

ー
ビ

ス
を

提
供

す
る

）
が

横
行

し
て

い
る

。

こ
れ
が

企
業

収
益
を

下
げ

、
賃

金
を
下

げ
る

根
本

的
な
背

景
で

あ
る
。
こ
の

状
況

を
改
善

す

る
に
は

、「
過
剰

サ
ー
ビ

ス
を

何
ら

か
の
形

で
規

制
」
し

て
い

く
こ
と

が
必

要
不

可
欠
で

あ

る
。
そ

う
で

な
け
れ

ば
、
過
剰

サ
ー
ビ

ス
を

続
け

る
企
業

が
マ

ー
ケ
ッ

ト
で

高
い

競
争
力

を

得
て
、
結

局
、
過
剰

サ
ー

ビ
ス

を
や
め

た
企

業
が

淘
汰
さ

れ
る

か
ら
で

あ
る
（

つ
ま
り

、
悪

貨
が
良

貨
を

駆
逐
す

る
）
。
以

上
は

一
般
論

だ
が

、
こ
の

構
図

は
も

ち
ろ
ん

、
現

在
の
ト

ラ

ッ
ク
業

界
の

状
況
に

完
全

に
当

て
は
ま

っ
て

い
る
。

 

  【
ト

ラ
ッ

ク
事

業
者

へ
の
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査
（

案
）

に
つ

い
て
】

 

○
ア

ン
ケ

ー
ト

１
頁
の

Ⅱ
（
１
）
の

⑥
と
⑦

の
利

用
運

送
事
業

者
に

つ
い

て
は
、
定

義
等
が

分

か
り
に

く
い

の
で
、

分
か

り
や

す
く
し

て
い

た
だ
き

た
い

。
 

 
 

○
輸

送
に

伴
っ

て
生

じ
る

各
種

費
用

に
つ

い
て

２
～

４
頁

で
聞

い
て

い
る

が
、

実
際

に
と

れ

る
か

ど
う

か
は

具
体

的
な

取
引

相
手

の
属

性
な

ど
と

の
力

関
係

に
な

っ
て

く
る

と
思

う
。

売
上

高
が

１
番

高
い

輸
送

品
目

に
つ

い
て

聞
い

て
い

る
が

、
荷

主
と

の
取

引
が

失
わ

れ
る

こ
と

に
よ

り
運

送
事

業
者

に
ど

の
位

の
影

響
が

あ
る

の
か

と
い

う
デ

ー
タ

も
あ

っ
た

方
が

良
い
の

で
は

な
い
か

。
 

 
 

○
１

頁
の
（
３
）（

４
）
で

ど
う

い
う
輸

送
品

目
を

扱
っ
て

い
る

か
聞

い
た
う

え
で

、
実
運

送

の
売

上
高

の
一

番
高

い
輸

送
品

目
の

売
上

げ
は

全
体

の
ど

の
位

の
割

合
か

を
聞

き
、

Ⅱ
以

降
で

は
売

上
高

が
一

番
高

い
品

目
に

絞
っ

て
聞

く
こ

と
に

よ
り

、
影

響
力

の
あ

る
取

引
先

と
運
送

事
業

者
間
の

ど
の

よ
う

な
関
係

に
あ

る
の
か

と
い

う
こ

と
を
把

握
し

た
い
。

 

 
 

○
実

運
送

事
業

者
が

通
常

何
社

く
ら

い
と

付
き

合
い

が
あ

る
の

か
を

聞
い

て
お

く
と

、
ど

う

い
っ
た

力
関

係
が
あ

る
か

わ
か

っ
て
く

る
の

で
は
な

い
か

。
 

 ○
６

頁
の

Ⅲ
は

安
全
対

策
、
環
境

対
策
、
人
件

費
に
つ
い
て

の
支

払
い
の

設
問

と
な

っ
て
い

る
 

4

が
、
荷

主
側

は
安

全
対

策
費

、
環

境
対

策
費

な
ど

と
分

け
て

お
ら

ず
支

払
い

し
て

い
る

が
、
分

け
て

聞
い

て
い

る
理

由
は

何
か

。
 

 

○
安

全
対

策
、
環

境
対

策
に

つ
い

て
、
荷

主
等

の
各

企
業

は
意

識
し

て
い

な
い

か
も

し
れ

な
い

が
、

事
業

者
と

し
て

は
必

要
な

コ
ス

ト
で

あ
る

。
 

 ○
安

全
対

策
費

と
し

て
い

た
だ

い
て

い
ま

す
か

、
と

い
う

趣
旨

で
は

な
く

、
安

全
対

策
や

環
境

対
策

な
ど

の
そ

れ
ぞ

れ
コ

ス
ト

が
か

か
る

と
思

い
ま

す
が

、
そ

れ
ら

が
今

収
受

し
て

い
る

運
賃

・
料

金
で

ま
か

な
え

て
い

ま
す

か
、

と
の

趣
旨

で
聞

く
も

の
で

す
。

 

 

 【
運

送
以

外
の

コ
ス

ト
を

適
切

に
収

受
す

る
た

め
の

方
策

に
つ

い
て

】
 

○
待

機
料

金
、
附

帯
作

業
費

、
高

速
料

金
、
燃

料
サ

ー
チ

ャ
ー

ジ
は

、
実

運
送

を
す

る
方

に
と

っ
て

は
支

払
っ

て
い

た
だ

か
な

い
と

た
ま

ら
な

い
も

の
だ

が
、

元
請

け
や

親
会

社
か

ら
収

受
し

て
い

な
い

か
ら

払
わ

な
い

、
実

運
送

事
業

者
側

か
ら

交
渉

さ
れ

て
い

な
い

か
ら

払
わ

な
い

、
と

い
う

取
扱

い
を

す
る

水
屋

さ
ん

が
多

い
。
実

運
送

同
士

で
あ

れ
ば

待
機

料
金

等
の

話
が

で
き

る
が

、
水

屋
さ

ん
と

実
運

送
で

は
そ

う
は

い
か

な
い

と
こ

ろ
も

あ
る

。
そ

の
あ

た

り
書

面
化

に
よ

っ
て

お
互

い
や

ら
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
点

が
明

確
に

な
る

の
で

あ
れ

ば
い

い
と

思
う

。
も

ら
っ

た
も

の
を

き
ち

っ
と

下
請

に
払

う
状

況
に

な
っ
て

ほ
し

い
。

 

 ○
運

賃
以

外
の

コ
ス

ト
の

適
正

収
受

に
つ

い
て

は
、

輸
送

貨
物

の
特

性
や

業
界

ご
と

の
取

引

慣
行

等
も

考
慮

す
る

必
要

が
あ

る
。

附
帯

業
務

の
内

容
や

適
正

に
収

受
す
る

た
め

の
方

策
・

仕
組

み
の

検
討

に
あ

た
っ

て
は

、
運

送
事

業
者

の
み

な
ら

ず
、

荷
主
に

つ
い

て
も

業

界
ご

と
に

意
見

を
聴

取
・

反
映

さ
せ

る
機

会
を

設
け

る
べ

き
で

あ
る

。
ま
た

、
契

約
条

件

の
見

え
る

化
を

進
め

る
必

要
が

あ
る

。
そ

の
際

に
、

ユ
ー

ザ
ー

に
と

っ
て
使

い
勝

手
が

よ

い
も

の
と

な
る

よ
う

、
例

え
ば

ス
マ

ー
ト

フ
ォ

ン
を

活
用

し
た

適
正

収
受
に

係
る

標
準

的

な
ア

プ
リ

ケ
ー

シ
ョ

ン
を

政
府

が
提

供
す

る
こ

と
も

有
用

で
は

な
い

か
。
 

 ○
附

帯
業

務
の

内
容

等
に

つ
い

て
、

荷
主

と
運

送
事

業
者

が
協

議
し

て
決

め
ら

れ
る

よ
う

に

な
れ

ば
良

い
。
重

い
鉄

骨
な

ど
を

積
込

む
場

合
は

、
荷

主
側

が
ク

レ
ー

ン
等

を
用

意
す

る
の

か
、
運

送
事

業
者

が
ユ

ニ
ッ

ク
車

を
用

意
す

る
の

か
に

よ
っ

て
も

原
価

が
変

わ
っ

て
く

る
。
 

 
 

○
手

待
ち

の
時

間
が

ど
こ

か
ら

始
ま

る
の

か
わ

か
ら

な
い

部
分

が
あ

る
。

工
場

内
に

一
歩

踏

み
入

れ
た

ら
待

ち
時

間
に

な
る

の
で

あ
れ

ば
、

工
場

の
外

や
高

速
道

路
の

上
で

待
つ

よ
う

言

わ
れ

る
こ

と
も

あ
る

し
、

荷
主

側
の

力
が

圧
倒

的
に

強
い

場
合

は
、

荷
物
を

積
み

込
ん

で
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出
発

し
た

時
点

が
運

送
の

始
ま

り
と

い
う

荷
主

も
い

る
。

ど
こ

か
ら

手
待

ち
が

始
ま

る
の

か

と
い

う
と

こ
ろ
を

明
確

に
し
て

い
た

だ
き

た
い
。

 

 ○
荷
主

側
か

ら
す
る

と
、
運

賃
・
料
金

の
別

立
て
を

進
め

て
い
か

な
け

れ
ば

い
け
な

い
こ

と
は

わ
か

る
が

、
書
面
上

で
細

か
く
書

き
分

け
る
と

膨
大

な
作

業
量
に

な
る

恐
れ
も

あ
る

。
通
常
、

横
持

ち
や

積
込
み

等
の

作
業

は
反
復

に
な

る
の
で

月
あ

た
り
、
年

あ
た

り
の

契
約
に

な
る

。

業
界

ご
と

に
や

り
方

は
異

な
る

と
は

思
う

が
、

ス
ポ

ッ
ト

で
毎

日
取

引
き

す
る

と
い

う
こ

と
は

ほ
と

ん
ど
な

い
の

で
、
も

う
少

し
効
率

的
に

、「
こ
の
ト

ン
数

で
こ
こ

か
ら

こ
こ

ま
で

持
っ

て
い

っ
た
ら

い
く

ら
で

す
」
、
や
「

待
ち
時

間
は

い
く

ら
で
す

」
と

い
う
簡

潔
な

仕
組

み
を

作
っ

た
方
が

い
い

の
で

は
な
い

か
と

思
う
。

 

 

以
 

上
 
 

（
文
責

：
事
務

局
）
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トラック事業者へのアンケート調査について

１．調査目的

トラック事業における適正運賃・料金収受に向けた方策について検討を行うため、

トラック運送事業者の運賃・料金の収受の実態及び収受ができていない原因等を把

握することを目的とする。

２．調査手法

Ｗｅｂアンケート及び郵送により調査を実施

３．調査対象者

①各地方トラック協会役員・青年部会 （約７８０者）

②全日本トラック協会が実施する景況感調査等の協力者 （約１，０００者）

③その他 （全日本トラック協会を通じて会員に協力を呼びかけ）

４．調査内容

次項調査項目のとおり

５．調査時期

２８年１２月２６日～２９年１月３１日 7

トラック事業者へのアンケート調査の調査項目

１． トラック事業者の概要（所在地、保有車両数、売上高の一番高い輸送品目等）

２． 売上高の一番高い輸送品目に係る以下の内容

◯ 主な運送委託者の属性 ◯ 取引の立場（何次請けで請け負っているか）

◯ 適用している運賃体系 ◯ 料金・費用の収受状況

◯ 運賃・料金の決定方法 ◯ 契約書面化の状況 等

３．安全対策、環境対策、人件費にかかるコストの収受状況

◯ 十分な支払いを受けているか否か、十分な支払いがない場合の問題点

４．十分な運賃・料金収受のために効果的と思われる方法（各項目を５段階評価）

◯ 運賃設定の方法（原価計算に基づく設定、目安となる標準運賃・下限運賃）

◯ 附帯業務費等の料金を運賃とは別建てで収受できる環境をつくる

◯ 取引先との交渉スキルの向上、運送契約の書面化

◯ 契約時に荷主が委託先の法令遵守状況を確認

◯ 事業を開始する際の事前チェックの強化

◯ 法令未遵守事業者への指導強化

◯ 下請を２次・３次等に制限 等

５．適正取引推進に係る各種ガイドラインの活用状況（書面化、下請取引、燃料サーチャージ）

６．トラック事業の経営状況

◯ 継続的な取引のある運送委託者の数

◯ 会社全体の売上高、営業利益、経常利益、トラック事業における売上高、営業利益

◯ 利益に影響する大きなコストは何か

◯ ドライバーの月あたりの平均賃金、労働時間

◯ ドライバーの確保状況 等 8
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第５回トラック輸送における取引環境・労働時間改善
中央協議会及びトラック運送業の生産性向上協議会

貨物自動車運送事業における生産性向上に向けた調査事業

～ 経過報告 ～

2017年02月01日

株式会社野村総合研究所
コンサルティング事業本部

〒100-0005
東京都千代田区丸の内1-6-5 丸の内北口ビル

資料３

Copyright © Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 1

目次
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２．調査結果概要 P7 

３．モデル事例概要 P19
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１．経過報告

４．今後の予定

２．調査結果概要

３．モデル事例概要

Copyright © Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 3

１）荷主業界ごとの商慣行・商慣習の調査・対策検討

調査概要

調査対象とした10業種に対して、既存文献等から課題仮説や効率化施策を念頭に荷主とその委託先
である貨物自動車運送事業者へのヒアリングから明らかにし、コンサルティングとしてその結果をフィー
ドバックする際に実施すべき施策を提案した。施策を実施する企業に対してはフォローアップで施策実
施後の効果を把握している。

また、調査結果は、「手引き」として取りまとめて、貨物自動車運送業界へと周知するために１～２月に
地方含めて9箇所でセミナーを開催する。

経過報告

10業種の調査が完了（約80社の荷主やトラック事業者へのヒアリングを実施）報告書を作成し、手引き
を作成

荷主やトラック事業者30社に対してフィードバックを実施し、モデル事例のコンサルを実施中

今後の活動

10業種の調査で得られた結果から作成された手引き（主に前半にあたる）を使ったセミナー（後述）開催
モデル事例化を目指したコンサルを継続

１．経過報告
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２）事業の共同化による積載率向上の事例調査

調査概要

既に貨物運送事業者の生産性向上の取り組みの事例を調査し、手引きとして取りまとめる。特徴として
は貨物運送事業者単独での生産性向上は限界に来ており、荷主と連携した取り組みが有望となってい
る。これら有望事例を既存文献などから明らかにし、事例については、関係者へのヒアリングで特に生
産性向上に至るプロセスを明確にし、手引きの一部として取りまとめる。

調査結果は荷主やトラック事業者を含めたワーキング【座長：増井先生（東京都市大学名誉教授）】でと
りまとめ、貨物自動車運送業界へと周知するために地方含めて9箇所でセミナーを開催する。

経過報告

荷主やトラック事業者が実施している有望事例に対してヒアリングを実施

4回のワーキングを実施し、有望事例を盛り込んだ手引きを作成（現在、最終編集中）

今後の活動

有望事例を盛り込んだ手引き（主に後半）を使ったセミナー（後述）を開催

報告書のとりまとめ

１．経過報告

Copyright © Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 5

３）原価計算の在り方の調査・検討

調査概要

原価計算の仕組みとしては全日本トラック協会が提供する既存システムがあり、精緻な原価計算が可
能となっている。しかしながら、あまり使われていない実態があるため、事業者へのアンケートやヒアリ
ングを実施して、貨物自動車運送業界における原価計算の実態を把握し、併せて今後の施策方針を整
理することを目的とする。

なお、原価計算システムの改善方向性が取りまとめられた場合、可能な範囲で既存システムや周知方
法などの改善を検討する。

経過報告

アンケートは1,200サンプルを回収し、単純集計を終了
ヒアリングは現在、8社に対して実施

今後の活動

アンケートの詳細分析

ヒアリングの実施ととりまとめ

報告書のとりまとめ

１．経過報告

Copyright © Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 6

４）IoTの活用可能性に係る調査・検討

調査概要

中堅・中小・零細の企業が多い貨物自動車運送業界では、ほんの一部の大手を除きIoTの活用は遅れ
ている。言い換えるとIoTの活用に生産性の向上が期待できる。しかしながら、投資力に乏しい業界特
性から効果的なIoT活用が必要となる。ここでは既存のIoTの中でも法定３要素以外の多機能デジタコと、
ETC2.0に着眼し、既存機能の実地検証を実施し、IoTを使った生産性向上について、既存機能で可能
なものと、今後の機能拡張で期待できるものを整理する。

実地検証から、既存IoTの能力を把握し、貨物自動車運送事業における生産性向上に資するツールと
して将来のあるべき姿について検討する。

経過報告

多機能デジタコは、9月10月の2ヶ月間について約10,000台のデータを入手し、解析中
ETC2.0は、協力頂くトラック事業者の小型トラック20台及び大型トラック19台のデータを入手し、解析

今後の活動

取得データの詳細な解析と分析

将来のあるべき姿について検討

報告書のとりまとめ

１．経過報告

Copyright © Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 7

１．経過報告

４．今後の予定

２．調査結果概要

３．モデル事例概要
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２．調査結果概要 10業種 特積み

大手もロットが不十分な路線が発生し、共同化を推進
荷捌の効率化も織り込んだ設備への更新投資が課題

図 特積み業界の特性・課題・施策

特積みの輸送特性
・人口減少と生産拠点の海外移転に伴い荷量減少と
供給制約の同時進展が今後も諸課題の根本原因に
⇒上り下りの貨物インバランスが深刻化
⇒大型車両、長距離輸送における運転手不足が顕著

・特積み業は、労働集約産業である上に装置産業（ト
ラックターミナル等の拠点を使ったネットワーク化）と
しての側面をもつ
⇒拠点の老朽化と最適化や合理化の遅れ
⇒積替え作業の人的労働依存

⇒地方貨物の不足を基本に集配効率の低下や縮小
均衡が発生

業界慣行
・手待ち時間の長時間化や附帯作業の負担で荷扱い
の負担が増大し、若者や女性の定着率も低下
⇒荷扱いの負担が増え、若者や女性の定着率低下
⇒手待ち時間や附帯作業

幹線輸送の効率化

• 業務委託による変動費化推進、中継・リレー輸送、折り
返し輸送推進

• 大手：資本・業務提携で幹線輸送の共同化推進、鉄道利
用

• 中堅・中小：参入路線の選択と集中、求貨求車ツールの
活用

積替拠点の再編
• NW再編としてターミナルの統廃合や公共ターミナルの活
用、都心部からの更新投資（仕分けの自動化）

集配・区域の見直し・合理化

• 集配地域の選択と集中、同業他社との業務提携、持株
化による輸送会社再編、ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ強化、提携
先とのIT化、求車求貨ツールの活用 等

荷積・荷卸の省力化

• ﾊﾟﾜｰｱｼｽﾄ等の荷扱い補助装置の技術開発、輸送約款
の内容遵守

解決施策業界特性とトラック運送業の生産性向上に向けた課題
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２．調査結果概要 10業種 建材

配送先である現場が変更される中、３Kのイメージが依然大きい
小商圏の品目が多く、効率化に限界

図 特積み業界の特性・課題・施策

建材の輸送特性
• 商圏の小ささ（例えば生コンは練り始めから打ち込
みまでを1.5時間以内とするJIS規格有）や地域ごと
に特異な商習慣の存在

⇒砂利・砂等は大規模化が難しく、効率化が進まない

• 全国各地の公共工事や大規模開発に依存するた
め届け先が変更される

⇒現場に応じた待機時間や持ち帰り等の遅延事象が
発生

• 特殊な車両が多い（ダンプ、ローリーなど）
⇒大型車両を稼働させる時の特車申請の煩雑さ

業界慣行
• 積み下ろしの現場状況（業務分担、契約）が不透明
であることによる渋滞・遅延が発生また、低賃金、重
労働、危険なイメージがつきまとう

⇒人材不足が顕著
⇒手待ち時間や附帯作業が発生

配送物流の効率化

• 同業種・異業種の共同化
• ミルクラン方式導入による調達物流の効率化、共同化
• 異なる地域の事業者間での車両の融通
• システム高度化による、配送効率の向上
• 事業者によるIoTの導入

コンプライアンス遵守の促進とサービスの付加価値が対価
の向上につながる仕組みの構築
• 中間物流拠点の整備、調達物流の効率化
• 物流上流・下流過程へのサービス拡張

柔軟な制度運用
• 行政による大型車の運用に関する手続きの円滑化
• 波動に対する地域間の傭車リロケーションに規制緩和

人材の確保・育成（特に地方部で人材確保）
• 女性ドライバーの活用
• トラックドライバーのイメージ向上プロモーション
• 中小企業が手を出せない人材育成の場作り

解決施策業界特性とトラック運送業の生産性向上に向けた課題
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２．調査結果概要 10業種 飲料・ｺｰﾙﾄﾞチェーン

重量物である飲料、冷凍・冷蔵の専用設備が必要なコールドチェーン
ミルクラン等の着地基点での共同輸送や、拠点の共同化による共同輸送が有効

図 飲料・ｺｰﾙﾄﾞチェーン業界の特性・課題・施策

飲料の輸送特性
• 飲料は、重量物であり、他の食品と比べて積載でき
る容積が小さく単位あたりの物流コストが高い。

⇒容積ベースでは高まらない積載率

ｺｰﾙﾄﾞチェーンの輸送特性
• 冷凍・冷蔵など、保管・配送に専用の設備が必要。
⇒設備投資への負荷の増大
⇒手待ち時間の発生
⇒作業環境に起因する慢性的な人手不足

業界慣行
• 月締めの在庫管理や倉庫賃料から月末の大量出
荷と、卸・小売の、翌月の始め受け入れ商慣習

⇒物流の波動要因による負荷の集中（特に月末・月
初）

ミルクラン方式の導入

• ミルクラン方式を導入し物流効率化の取り組み。小売が
主導することで実現。

パッカー基点の共同輸送

• パッカーでの仕分け等の物流加工を含む高度化も理論
的には可能

長距離輸送の共同配送
• 3PLを通じて一部、共同配送が実現（一部鉄道輸送もあ
り）

輸入までを取り込んだコールドチェーンのTC※物流
• 海外からの輸入品も国内物流のTCに集約し、効率化

保管料金の期限の流動化

• 月末・月初に集中している期限を前倒しとするなど、業界
主導での対策

解決施策業界特性とトラック運送業の生産性向上に向けた課題

※TCとはtransfer centerの略で通過型の倉庫または物流センターをさす。
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２．調査結果概要 10業種 自動車

多頻度少量化で積載率の低下がさらに進行
全般的に効率化は進展しているものの、途上の部分も多い

図 自動車業界の特性・課題・施策

自動車の輸送特性
• Just in Time対する積載率の向上が課題
• 帰り荷は空き箱や空きパレット程度
• パレット化も進んでいるが、系列ごとに規格が異な
ることが多い。

⇒高まらない積載率（少量化、荷姿がバラバラ、帰り
荷 等）

• 鉄道の限定的な運行時間、旅客優先で定時性が確
保が困難、貨物駅との輸送コストから限界

⇒モーダルシフトの限界

業界慣行
• 原価計算により契約交渉はほとんどなく、多くは契
約交渉で苦労しているという声もある。

⇒業界慣行と契約明文化の問題

• トラックの運転手が納品先で貨物の荷降ろしをする
ところまでが業界慣行的に行われている。

⇒契約にない貨物荷卸しや附帯業務

引き取り物流による積載率の向上（ミルクラン）

• 移行上の課題有
輸送事業者による貨物量調整の取り組み

工場近くのデポ（一時保管所）の活用
• デポの設計上の課題
荷主と輸送事業者の協議による配送調整

契約の明文化
• 原価計算と運送費用の設定
長距離輸送への対応
• 帰り荷の問題、モーダルシフトの限界
荷姿等の規格統一化

共同輸送便の展開による小ロット輸送の効率化

庸車の有効活用

他業務への展開

解決施策業界特性とトラック運送業の生産性向上に向けた課題
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２．調査結果概要 10業種 家電

大手家電量販の拠点で包装ダメージや手待ち時間の増大、契約外の附帯業務の増大
一般家庭への配送や据付時の駐車問題

図 家電業界の特性・課題・施策

家電の輸送特性
• 季節波動が大きく、メーカーから家電量販店のセン
タ－への納品時手待ち時間が繁忙期を中心に発生。

⇒物流センターへの納品時に手待ち時間

• 家電製品の包装材は、メーカーは商品保護が目的
で、小売店は商品の一部として運用するケースが
小型家電の一部高級化と贈答需要で増加し、認識
にギャップが発生。

⇒包装ダメージによる返品対応

• 据置が必要な家電の配達時の駐車禁止や過度な
時間指定への対応。

⇒住宅地での違法駐車、厳しい時間指定対応

業界慣行
• 大型免許保持者が不足し、特に若いドライバーが
敬遠。

⇒大型免許保持者の不足

• 車側渡しが原則だが、時に着荷主のフォークリフト
の荷役や、店舗の荷受バースまでの横持ちが発生。

⇒契約にない貨物荷卸しや附帯業務

手待ち時間や荷役の効率化による積卸のトータル時間の
削減
• 荷受側の時間割対応
• カゴテナ・パワーゲートの標準化

積載率の向上を狙った共同倉庫・輸送

• メーカーと小売店の倉庫共同運営、異業種間共同配送、
出会いの場の設定

トラックターミナル等を活用した中継輸送の活用による長
距離運行の是正

包装ダメージにより引取拒否のルール化（業界による許容
範囲のガイドライン化）

附帯業務の定義と料金請求（契約書への記載）

荷役時の路上駐車の削減を目指した制度構築

個人向け配送の時間指定条件緩和による効率向上

資格取得等によるトラックドライバーの価値向上

解決施策業界特性とトラック運送業の生産性向上に向けた課題
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２．調査結果概要 10業種 金属

生産拠点の集約からコイルセンター等からの直送化が進展
重量物であり特車申請の手間が大きな課題

図 金属業界の特性・課題・施策

金属の輸送特性
• 積荷1つで数t～15tの重量があり、積載物の荷崩れ
が重大事故に繋がる可能性が高く、荷主の課題認
識も強い。

⇒積荷が超重量物のため安全配慮が最優先

• 都度、特殊車両通行許可制度の取得が必要であり、
仕組みも書類を使った旧式で煩雑。

⇒特殊車両許可の手続きが煩雑

業界慣行
• 車上渡契約だが、着荷主から積下し時の玉掛け作
業を求められること、業界慣習化していたが、荷受
のコンプラ意識向上から廃止する動き。

⇒玉掛け業務の撤廃

• 荷積時の荷繰りで長時間の手待ち時間が発生。装
着順の荷降では早く到着し順番待ちが慣習化。

⇒手待ち時間は荷主・荷受の意識付けで削減

• 若手・次世代のドライバーが確保できず、高齢化が
徐々に進む構造。

⇒ドライバーの高齢化・人材不足

金属物流の特性を考慮した特殊車両通行許可制度の見直
し（効率向上）

• 許可発行に要する期間の短縮に向けた道路情報便覧の
整備促進

• 大型車誘導区間の拡充
• 厚板拡幅超過時の積載制限の緩和

ドライバー安全確保のための荷主・元請・陸運による取組
• 需要横這い見通しでの安全確保と設備更新
• 積み下ろし作業の安全確保

手待ち時間の短縮に向けた取組
• 手待ち時間短縮のための搬入時間の分散

復路便の有効活用

解決施策業界特性とトラック運送業の生産性向上に向けた課題
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２．調査結果概要 10業種 紙パルプ

車上渡しが契約の基本だが、荷役等の附帯作業が発生
段ボールの小ロット多品種化で積載率が低下

業界特性

図 紙パルプ業界の特性・課題・施策

紙･パルプの輸送特性
重量物であり、荷役負担が大きい
⇒人材確保が難しく、運転者の高齢化が進展

需要変動の激しさ
⇒人員の稼働率の低下

段ボール製品の小ロット多品種化、特殊な積荷形態
の存在
⇒積載率の低下

到着時間は時間指定よりも日指定が多く、荷受地で
早着順での荷下ろし
⇒荷受地での荷待ち時間が発生

業界慣行等
・契約形態は車上渡しだが、実態は運転手が契約外の
附帯作業を実施していることが多い。

・運賃の減少の一方で、コンプライアンス重視（過積載
の禁止等）することで採算が厳しくなっている。

運転手獲得・育成のための資金的援助
• 運転手の給与水準の向上のために荷主との運賃見直し
が必要、大型免許のない求職者に取得まで支援を実施、
大型免許取得済み求職者の運転手による紹介制度（イ
ンセンティブあり）を実施。

帰り荷の確保による積載率の向上

中継物流拠点の設置による長距離輸送の是正

共同倉庫の設置による、手待ち時間の削減
• メーカー同士の提携で共同倉庫を設置し、共同輸送で荷
降時間を削減

着荷主と協力した荷降ろしダイヤグラムの作成

契約による附帯業務定義
• 発荷主との契約詳細定義

解決施策
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２．調査結果概要 10業種 化学

多品種少量化が進展するも、依然ロットは大きい
液体物や危険品は片荷輸送が多い

図 化学業界の特性・課題・施策

化学製品の輸送特性
・多品種少量化の進行の一方で、輸送には特殊車両や
資格や技能を有する運転者が必要
⇒ドライバー不足が深刻化

・液物を運搬するタンクローリーやISOコンテナは他の
品目を運べないため、帰りは空荷となる
⇒低い積載率

業界慣行
・発荷主・着荷主の受入体制が不足
⇒トラックの回転率を上げるため、運送事業者が早朝
から順番待ちを実施し、長時間の荷待ち時間が発生

・ドライバー育成費（資格取得等）を十分に運賃に反映
できない

車両積載率の向上
• メーカー間共同配送

モーダルシフトの推進

長距離・直送輸送の削減

手待ち時間の削減
• 荷受け時間の見直し

適切な雇用体系の設定
• 運転手獲得・育成のための資金的援助

適切な料金体系の設定

解決施策業界特性とトラック運送業の生産性向上に向けた課題
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２．調査結果概要 10業種 農産品

中小企業が多くかつ天候に左右される生産者に起因する課題が多数
鮮度が重視されることから流通プロセスで多くの負担がトラック事業へ

図 農産品業界の特性・課題・施策

農産品の輸送特性
・生産量が安定せず、輸送量・輸送先の決定が
当日になる
・生産規模の小ささ、及び、消費者ニーズへの
対応等を理由に、小ロット配送が求められる
⇒積載率が高まらず、非効率な配送となる

・迅速かつ丁寧な配送が求められる一方で、多
段階の流通構造のため、積み替えが複数発生
・特定の時間に輸送が集中
⇒長時間の荷待ち時間・荷役時間が発生

・個建ての片道運賃が通常
⇒帰り荷確保のため、長時間の待ち時間が発生

業界慣行
・ピッキング、積み下ろし、仕分け等広範囲の作業を
ドライバーが担当
⇒長時間の荷役時間が発生

・川下の小売り（着荷主）からの要請が強い
⇒小売りセンターでの荷待ち時間や追加輸送の発生

拠点再配置、ネットワーク見直し等による輸送の効
率化
• 流通販売4団体による共同物流ネットワークの構築
• 全農により集約拠点の設置

ITを活用した生産、受発注情報の管理の促進
• ITを活用した生産・受発注の見える化

荷役作業等の効率化の推進
• 北海道におけるシートパレットの活用
• 卸売市場Aにおけるパレットの共同利用
• 農業協同組合Aを中心とした選果場等の集約化

施策実施の体制
• 方向性を定めるため、複数省庁が参加し、更に民間とし
て各業界団体が参加する連携組織が必要である。加え
て、地方ブロック単位または都道府県単位の連携組織が
必要である。

• 継続的な改善活動が不可欠（PDCAの導入）

解決施策業界特性とトラック運送業の生産性向上に向けた課題
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２．調査結果概要 10業種 食品・日用品

小売業界の寡占化が進展し、バイイングパワーがますます増大
異なる現場の諸条件からトラック業への負担増

業界特性とトラック運送業の生産性向上に向けた課題

図 食品・日用品業界の特性・課題・施策

食品・日用品の物流特性
• 貨物の小口・多頻度化がさらに進展し、発注単位が
小口化

• 輸送量の地域間の偏り
⇒車両積載率の低下

• 食品・日用品の輸送に関する到着時間の指定
⇒特定の時間帯にトラックが集中
し、長時間の荷待ちが発生

・多種・多様な商品が大量に流通
⇒・荷姿が統一されておらず、荷捌が非効率
・膨大な検品作業

業界慣行
• 荷主側が圧倒的に強く、契約にない附帯作業が恒常
的に発生
（商品陳列、包装材の整理・持ち帰り、荷解きと一個
一個の立会い検品等）

• 「料率＊」という特殊な課金体系が存続
＊料率：商品価格に一定の率を乗じて物流費とすること

車両積載率の向上
• 3PL活用による共配の促進、異なる温度帯混載可能な
車両・センターの導入、引き取り物流による効率化

小口多頻度配送の抑制
• 発荷主間連携による小売との交渉力強化、発注支援シ
ステム導入

荷姿の標準化
• パレタイズに応じたマテハン機器※・車両の設計

検品作業の省略化
• メーカーとのデータ共有によるノー検品推進

手待ち時間解消
• カテゴリ別納品時間枠設定と事前予約制の導入、店舗
への夜間納品

適切な料金請求
• 車建て・個建て契約の検討
• 原価開示で適正価格交渉

契約による附帯業務定義
• 発荷主との契約詳細定義

解決施策

※マテハンとは、マテリアルハンドリングの略で、自動化設備内での物品の搬送機器や工程を意味する
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２．調査結果概要 10業種 参考資料 貨物自動車運送事業のファイブフォース

事業環境は引き続き低調で、川下ニーズへの対応が限界になりつつある

【廃業もあるが事業所数は横ばい】

• 中小･零細を中心に廃業もあるが、新たな参入もあり、事
業所数は横ばい

【ドライバー不足が顕著】
• 絶対数が減少し、高齢化と若手不在に
• 中でも長距離輸送が不人気
【大型免許の保有者減少】

• 免許制度の改変もあり、大型免許の保
有者が減少
【トラックの買換が困難】

• 現状はトラックの需給バランスが悪く、
新車への買換が数ヶ月待ち
【縦列走行や自動走行】

• 隊列走行や自動走行等の技術面の向
上期待（無人化・自動化）
【デジタコやETC等のIoTによる高度化】
• デジタコによる車両・人材の管理高度化
• GPSとネットワーク化で車両のリアルタ
イムの位置管理が可能に

【さらなる多頻度少量輸送の進展】

• 業界で程度の差はあるが、マーケット縮小と
も相俟って多頻度少量化が進展
【納品条件にない附帯業務】

• 着拠点での契約にない附帯業務が存在（業
界で異なる商慣習・商慣行）
【手待ち時間等の着拠点での滞留】

• 荷捌地のキャパや荷役機器の数、手卸など
により着側の荷捌地での滞留大
【市街地の駐車問題等の荷捌地不足】

• 駅前の店舗や住宅街への配送では荷捌地が
不足or不十分

【中小・零細が多い】
• 6万社のうち、4万社が中小・零細
【季節波動等の繁閑差】

• 品目や業界で季節波動等の繁閑差があり、稼動が上が
らない（商取引に起因するものも）
【下請け・孫請けの業界構造】
• 繁閑等に下請け・孫請けで対応する業界構造
【労務管理の必要性増大】
• 連続運転等の労務条件が厳しくなりコンプラ重視
【ロードファクターは減少傾向】

• 事業環境が引き続き低調で、トラック業者のロードファク
ターは減少
【ITの活用を通じた効率化】
• 配車計画などのIT化が進展（大手・中堅）
【共同化等の稼働率向上の取組】

• 陸送を取り巻く環境に対応して荷主と一体となった取り組
みが拡大

• 特積事業者同士の路線共同化も

【モーダルシフト】
• 長距離輸送を中心に鉄道や内航海運にシフト
• 鉄道はキャパフロー気味

代替品

新規参入

川上（調達）

川下（着荷主）

業界内

【国内マーケットの縮小均衡】

• 人口減少時代に突入し、貨物量の増大が期
待できない
【業界によってIT化が遅れ】
• 中小企業が多い等からIT化が遅れている業
界が存在
【発拠点を３PLが運営するケース増】
• 拠点の運営を物流会社が実施するケースが
拡大、トラック業者がVC注を拡大する例も
【契約にない附帯業務】

• 発拠点での契約にない附帯業務が存在（業
界で異なる商慣習・商慣行）
【手待ち時間等の発拠点での滞留】

• 荷捌地のキャパや荷役機器の数、手卸など
により発側の荷捌地での滞留大
【共同化の取組】
• 同業種や異業種との拠点や輸送の共同化

川下（発荷主）

注）VC:Value Chian
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１．経過報告

４．今後の予定

２．調査結果概要

３．モデル事例概要
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荷主間やトラック事業者との連携が必至

～ 更なるプラスを目指せ！ ～

加害者であった場合はただちに是正が必要

～ マイナスを０に！ ～

継続的な国内物流の効率化には関係者の連携による取り組みが不可欠
効率化を阻む加害者になっていないか、足元の確認が必要

荷主やトラック事業者による単独の効率化は一巡
した状況であり、国内物流の継続するには、関係
者が連携した取り組みが不可欠になってきている。

課題認識
繁閑差への対応

積載率の低下

長距離輸送の効率低下

チェックポイント

トラックの積載率が低下していませんか？

納品条件（配送先数や多頻度少量化など）の変更に
対してネットワークが破綻していませんか？

長距離輸送の効率が低下していませんか？

手待ち時間等の主に積卸時の非効率が発生して
いる。この結果、トラック事業者の非効率を生み出
しているケースがみられる。

課題認識
長い手待ち時間

検品・検数の待ち時間

重労働となる荷役の存在

費用が明確でない附帯業務

チェックポイント

手待ち時間や長い検品時間がありませんか？

過酷な荷役をドライバー実施していますか？

契約や納品条件に無い附帯業務がありませんか？

３．モデル事例概要 モデル事例の選定の考え方

共同輸送や中継
輸送等の効率向
上のモデル

手待ち時間等の
積卸時間の削減
のモデル
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トラック予約受付システムの導入によって手待ち時間削減目指す（70％）

手待ち時間の削減
取組企業名：川西倉庫(株)、(株)兵庫高速運輸、神戸山口運送㈱

取組内容

川西倉庫が新規に整備した「六甲物流センター」へ導入されたトラック予約受付システムを当該センターに貨物を搬入
する兵庫高速運輸と、当該センターから顧客へと配送する神戸山口運送が利用してもらうことで手待ち時間を目指す。

具体的には、神戸港から海上コンテナを輸送する兵庫高速運輸による六甲物流センターへの入荷と、六甲物流セン
ターから顧客へと配送する神戸山口運送が、事前にトラック予約受付システムへと入力してバースを予約することで、
手待ち時間を削減していく。

取組に至る経緯

川西倉庫の「六甲物流センター」の新設に伴い、効率的な荷受け荷出し作業を実施するためにトラック予約受付システ
ムを導入した。

取組の効果

以前の倉庫と比較して手待ち時間が平均70％削減を計画

３．モデル事例概要 貨物自動車運送事業の生産性向上に資するモデル事例
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モデル事例を目指して関係者との調整を実施中

現在、取組みが進捗しつつある以下についてもモデル事業化を目指して活動を継続中。

３．モデル事例概要 貨物自動車運送事業の生産性向上に資するモデル事例の候補

分野 取組企業 取組内容 取組に至る経緯 取組の効果

手待ち
時間の
削減

食品卸A社 入荷車両誘導のシステム化を図
ることで入荷受付簿に記入する
際の停車・待機時間を削減し、入
荷受付事務所に立ち寄る前に接
車バースの誘導が可能とした。
構内作業を含めた運用全体の最
適化が実現。

メーカー各社の入荷受付効率化
を推進すること、メーカーの配送
車輛を有効稼動させるため、状
況照会により見える化を推進す
ること、メーカー別の実績を数値
データにて把握し、課題点や改
善点を共有・対策検討することを
目的にシステムを導入。

手待ち時間が平均24
分（受付時間4分減、
手待ち時間20分減）
短縮（年間3,744時
間）

倉庫B社、
トラック事
業E社

倉庫B社の倉庫の敷地内にトラッ
ク事業E社のトラック営業所を併
設し、連携を密にすることで手待
ち時間を削減。

貨物の集約管理を行い、入庫か
ら保管・出庫までの一貫輸送体
制を確立するため、倉庫の増築
を実施し、敷地内に営業所を設
けて連携を強化することとした。

手待ち時間が平均
70％削減（見込み）

中継輸
送

トラック事
業D社

東京と大阪間の長距離輸送を
パートナー企業と中継輸送を実
施することで共にドライバーの日
帰りが可能となる。

コンプライアンスによって効率が
落ちる長距離輸送を日帰り輸送
に変更するために。

ドライバーの負荷軽減
（１泊２日の出張が日
帰りになる）
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１．経過報告

４．今後の予定

２．調査結果概要

３．モデル事例概要
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１）と２）から手引きをとりまとめてセミナーを開催
３）と４）は調査結果のとりまとめを実施

タスク 2016年 2017年

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

１）荷主業界ごとの商慣行・
商慣習の調査・対策検討

1-1 調査

1-2 コンサルティング

２）事業の共同化による積
載率向上の事例調査

2-1 事例選定

2-2 ヒアリングなど調査

2-3 ガイドラインとりまとめ

３）原価計算の在り方の調
査・検討

3-1 実態調査

3-2 課題抽出施策方針

４）IoTの活用可能性に係る
調査・検討

4-1 事前準備

4-2 実証データ取得

4-3 結果のとりまとめ

▼ヒアリングの実施

３．今後のスケジュール

▼実証実験

▼協力依頼と実態のヒアリングの実施

▼セミナーの開催

▼セミナーの開催

▼アンケート・ヒアリングの実施▼調査準備

▼課題抽出・施策方針検討
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大阪会場
•日時：平成29年2月22日（水）13:00～16:30
•場所：ＴＫＰガーデンシティ大阪梅田
広島会場
•日時：平成29年2月24日（金）13:00～16:30
•場所：ＴＫＰガーデンシティPREMIUM

広島駅前
高松会場
•日時：平成29年2月23日（木）13:00～16:30
•場所：高松センタービル
福岡会場
•日時：平成29年3月2日（木）13:00～16:30
•場所：ＴＫＰガーデンシティ博多新幹線口

札幌会場
•日時：平成29年2月28日（火）13:00～16:30
•場所：ＴＫＰガーデンシティ札幌駅前
仙台会場
•日時：平成29年2月20日（月）13:00～16:30
•場所：ＴＫＰガーデンシティPREMIUM仙台東口
東京会場
•日時：平成29年2月14日（火）13:00～16:30
•場所：ＴＫＰ東京駅大手町カンファレンスセンター
新潟会場
•日時：平成29年3月3日（金）13:00～16:30
•場所：万代シルバーホテル
名古屋会場
•日時：平成29年2月16日（木）13:00～16:30
•場所：ＴＫＰガーデンシティ名古屋新幹線口

トラック運送における生産性向上セミナーの開催について

トラック運送業の取引条件の改善及び生産性向上に向け、全国９ブロックにおいて、取引
上問題となる行為や望ましい取引のあり方、共同輸配送などの生産性向上方策等について
紹介するセミナーを２月から開催予定。

＜プログラム＞
１．取引条件の改善と生産性向上方策に向けた政府の取組について
２．価格交渉について（価格交渉ハンドブック等の紹介）
３．トラック運送の生産性向上方策（好事例の横展開）
４．講演：先進事例に関する荷主講演等



下請等中小企業の取引条件に関する関係府省等連絡会議
関係の取組みについて

資料４

下請等中小企業の取引条件改善に関する関係府省等連絡会議について

内閣官房副長官

内閣府副大臣
厚生労働副大臣
経済産業副大臣
国土交通大臣政務官

内閣総理大臣補佐官
内閣官房副長官補

内閣府政策統括官
中小企業庁長官

公正取引委員会事務総長
警察庁、総務省、財務省、
厚生労働省、農林水産省、
環境省、
国土交通省（総合政策局長）

○中小・小規模事業者が賃金の引上げをしやすい環境を作るため、平成26年12月の政労使合意等を踏まえ、必要
なコストの価格転嫁、取引先企業の収益の中小企業への還元など、取引条件の改善を図っていく。

会議の目的

○価格転嫁等の状況や課題を調査

①親事業者など大企業等及び下請事業者など中小企業に対して調査を実施。

・業種横断的な調査 ⇒ 中企庁が実施
・個別業種ごとの調査 ⇒ 業所管省庁で適宜実施

（国交省では建設業、トラック運送業、貸切バス事業）

▼
②H28.3に調査結果を業種毎にとりまとめ、本連絡会議に報告、公表。

○大企業へのヒアリング

①上記調査結果を踏まえ、大企業等に対するヒアリングを実施。
・H28.4～5 自動車産業、建設業
・H28.7～8 トラック事業者及び荷主企業

▼
②各々、第6回、第7回の本会議において報告。

調査及びヒアリングの結果を踏まえ、価格交渉ハンドブック等の作成、業種別ガイドラインの改訂及び運
送業の自主行動計画の策定を検討。併せて、荷主企業や元請企業に対して、不適正な行為を改め、取引
条件の改善に協力してもらえるよう、働きかけを実施。

今後の取組

会議のメンバー

（平成27年12月発足）
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内閣副長官からの指示事項

１． 以下の対策について、年内のできるだけ早い段階で具体化できるよう取り組むこと。

・ 優越的地位の濫用行為の抑止・早期是正のため、物流特殊指定の調査を拡充するなど独占
禁止法の運用を強化すること。

・ 下請ガイドラインの業種追加の検討、充実・改善を行うこと。

・ トラック運送業について、年内を目途に、事例集やハンドブックの作成とその周知を図ること。

２． また、運賃水準の適正性が確保されるべきこと、さらに、その水準が不十分な場合には、安全

にも支障が及ぶ問題であることを念頭において、荷主所管の各府省とも連携しながら、責任を

もって対応すること。

とりわけ、重大事故の未然防止など安全確保の観点からは、法令違反とは言えないが適切と

も言えないような事案に対して、荷主や親事業者に対して注意や警告を行う制度の実効性ある

運用について早急に検討すること。

１． 以下の対策について、年内のできるだけ早い段階で具体化できるよう取り組むこと。

・ 優越的地位の濫用行為の抑止・早期是正のため、物流特殊指定の調査を拡充するなど独占
禁止法の運用を強化すること。

・ 下請ガイドラインの業種追加の検討、充実・改善を行うこと。

・ トラック運送業について、年内を目途に、事例集やハンドブックの作成とその周知を図ること。

２． また、運賃水準の適正性が確保されるべきこと、さらに、その水準が不十分な場合には、安全

にも支障が及ぶ問題であることを念頭において、荷主所管の各府省とも連携しながら、責任を

もって対応すること。

とりわけ、重大事故の未然防止など安全確保の観点からは、法令違反とは言えないが適切と

も言えないような事案に対して、荷主や親事業者に対して注意や警告を行う制度の実効性ある

運用について早急に検討すること。

○野上内閣官房副長官の指示事項（第７回下請等中小企業の取引条件改善連絡会議）（平成28年8月19日）
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内閣副長官からの指示事項

１． 臨時国会が開会し、安倍総理大臣からは、所信表明において、「下請法の運用基準を１３年ぶ

りに抜本改訂し、取引条件の改善を進める」ことが表明された。

予算委員会でも、世耕経産大臣から「中小企業と大企業の間でフェアな取引が行われ、アベノ

ミクスの果実が地方の中小企業に行き渡るようにしていく」旨の答弁がなされる等、国会におい

て、下請対策の重要性が言及されている。

また、経済財政諮問会議や働き方改革実現会議の場においても、取引条件の改善の重要性

について言及されており、幅広い関係者の間で、対策の重要性が共通認識として広がりつつあ

る。

２． 下請等の中小企業は賃上げのための基礎体力が弱いが、取引条件を改善することによって、

下請等中小企業の賃上げに向けた環境を整えていくことが政府の責務である。

３． 国土交通省においては、自動車業界の取組を踏まえて、建設業やトラック運送業においても、

自主行動計画の策定要請や業種別ガイドラインの改訂などを含めて、対策を充実してほしい。

１． 臨時国会が開会し、安倍総理大臣からは、所信表明において、「下請法の運用基準を１３年ぶ

りに抜本改訂し、取引条件の改善を進める」ことが表明された。

予算委員会でも、世耕経産大臣から「中小企業と大企業の間でフェアな取引が行われ、アベノ

ミクスの果実が地方の中小企業に行き渡るようにしていく」旨の答弁がなされる等、国会におい

て、下請対策の重要性が言及されている。

また、経済財政諮問会議や働き方改革実現会議の場においても、取引条件の改善の重要性

について言及されており、幅広い関係者の間で、対策の重要性が共通認識として広がりつつあ

る。

２． 下請等の中小企業は賃上げのための基礎体力が弱いが、取引条件を改善することによって、

下請等中小企業の賃上げに向けた環境を整えていくことが政府の責務である。

３． 国土交通省においては、自動車業界の取組を踏まえて、建設業やトラック運送業においても、

自主行動計画の策定要請や業種別ガイドラインの改訂などを含めて、対策を充実してほしい。

○野上内閣官房副長官の指示事項（第８回下請等中小企業の取引条件改善連絡会議）（平成28年10月18日）
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「トラック運送業の適正取引推進のための自主行動計画」の策定について

〈要請理由〉
○ 第８回下請取引条件改善に関する関係府省等連絡会議における野上官房副長官からの締めくくり発言によるご指示

を踏まえ、トラック運送業においても「自主行動計画の策定」に向けた取組について検討を開始。

○ トラック運送業については、荷主との取引だけでなく、下請多層構造など元請と下請における運送事業者間の取引条

件の改善に向けた取組みを進めていただくことを目的に、平成２８年１１月２２日（火）、根本国土交通大臣政務官より

トラック運送業界団体に対し、今年度内を目処に「トラック運送業の適正取引推進のための自主行動計画」策定の要請

を行った。

【国土交通省】
根本 幸典 国土交通省大臣政務官
藤井 直樹 国土交通省自動車局長
堀家 久靖 国土交通省大臣官房審議官 他

【全日本トラック協会】
（公益社団法人全日本トラック協会物流ネットワーク委員会）
齋藤 充 日本通運株式会社 代表取締役副社長

全日本ﾄﾗｯｸ協会物流ﾈｯﾄﾜｰｸ委員会委員長

出席者

植松 満 日本通運株式会社 執行役員
森 日出男 ヤマト運輸株式会社 取締役常務執行役員
内田 浩幸 佐川急便株式会社 取締役CSR推進部長
日比野利夫 西濃運輸株式会社 専務取締役執行役員
中田 晃 西濃運輸株式会社 執行役員
山本 浩史 福山通運株式会社 常務執行役員
赤松 毅 トナミ運輸株式会社 常務取締役
福本 秀爾 公益社団法人全日本トラック協会理事長

＜要請のポイント＞
・アベノミクスを一層加速し、「経済の好循環」の流れをより
確かにすることが重要。
・元請下請における運送事業者間を含め、トラック運送業に
おける取引条件の改善は喫緊の課題。
・また、トラック運送業の下請多層構造にも課題があると認識。
・元請事業者となる大手運送事業者が率先して取組を進める
ことが重要。
・今年度内を目途に自主行動計画の策定を要請
・なお、取引条件の改善について、関係省庁を通じ、荷主の
方々にも働きかける。
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・ 仕分け・検品等の附帯作業や荷待ち待機等、運送以外の業務に係る費用については、運賃とは別のものとして契約上明確化
・ 着荷主側の荷待ち待機に関する費用について、発荷主と着荷主との間で契約上明確化

トラック運送業の取引条件の改善に向けた荷主への働きかけについて

○ トラック運送業における取引条件の改善に当たっては、荷主への理解と協力が必要不可欠。
○ このため、根本国土交通大臣政務官から関係省庁に対し、以下の「具体的な取組」を踏まえた取り組みを
進めていただくよう荷主企業に対する働きかけを要請。

・ 運行管理者の選任、最低保有台数の維持、社会保険・労働保険の加入等の法令を遵守しない事業者との取引の禁止
・ 運送契約締結に当たっては書面化を原則とし、附帯業務や荷待ち待機、高速道路料金等の支払いについても明記

・ 待ち時間、特に着荷主側における荷待ち時間の解消に向けた取組への理解と協力（トラック事業者との面談等による課題の具体的な把
握等）

・ トラックドライバーの長時間労働の改善に向け、発荷主が中心となって着荷主及びトラック事業者との間で定期的に協議する等、
荷主とトラック事業者の協力体制の確立

・ 一律○％減の原価低減要請や燃料価格等の変動分が考慮されない価格決定の禁止
・ トラック運送業者との十分な協議を踏まえた運賃・料金の決定

○ 価格決定方法の適正化

○ コスト負担の適正化

○ 契約の相手方・方法の適正化

○ 長時間労働の削減

「具体的な取組例」

○ １２月１日（木）１５：２０～ 於：農林水産省 国土交通省根本大臣政務官より、農林水産省細田大臣政務官に対し要請

○ １２月６日（火）１０：００～ 於：経済産業省 〃 経済産業省松村副大臣に対し要請

【関係省庁への協力要請】
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トラック運送業の取引条件の改善及び生産性向上に向け、全国９ブロックにおいて、取引上問題となる行為や
望ましい取引のあり方、共同輸配送などの生産性向上方策等について紹介するセミナーを２月から開催予定。

＜プログラム＞
１．取引条件の改善と生産性向上方策に向けた政府の取組について
２．価格交渉について（価格交渉ハンドブック等の紹介）
３．トラック運送の生産性向上方策（好事例の横展開）
４．講演：先進事例に関する荷主講演等

トラック運送業の取引条件改善に向けた取組について

＜スケジュール＞
2/14（火）東 京（200名） 2/16（木）名古屋（150名）
2/20（月）仙 台（100名） 2/22（水）大 阪（150名）
2/23（木）高 松（ 80名） 2/24（金）広 島（ 80名）
2/28（火）札 幌（100名） 3/  2（木）福 岡（100名）
3/  3（金）新 潟（ 80名）

①価格交渉ハンドブック・リーフレットの作成・周知

６

②トラック運送における生産性向上セミナーの開催

トラック運送に係る取引条件改善に向けた取り組み（ロードマップ）

28年
～11月 12月

29年
1月 2月 3月 4月 5月 6月

①自主行動計画

②荷主への働きかけ

③交渉しやすい環境づくり

④法令の運用

独禁法

業種別
ガイドライン

荷主勧告

⑤トラック輸送における取引
環境・労働時間改善協議会

⑥運賃・料金検討会

自主行動計画策定
大手を中心に
取組を定着化

ドライバーの
労働時間の周知

不適切事例集の
作成

不適切事例集の周知

業種別ガイドラインへの反映 等

ハンドブック作成
ハンドブックの周知・
セミナー開催

物流特殊指定調査の拡充
（荷主調査・トラック事業者調査）

（必要に応じて事件処理）

パイロット事業
実施

運用改善検討 仮運用スタート 本格運用開始

パイロット事業実施とりまとめ パイロット事業
（２年目）

下請ガイドラインの
見直し

ガイドライン定着

運賃・料金のあり方検討（運賃・料金別建て方策等） とりまとめ

根本政務官
から要請

根本政務官
から働きかけ

公取への
情報提供

トラック事業に係る
ガイドラインの改定

協議会
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トラック運送業の生産性向上促進事業

○トラック運送業は我が国の経済活動を支え、かつ地域雇用を担う
重要な産業であり、生産性の向上が喫緊の課題。

○「物流生産性革命」を実現し、労働力不足を克服と経済成長に
つなげるためには、投入労働力の効率化、付加価値額の増加を
図る必要がある。

事業内容

トラック車両の後部に装着して使用するエレベーター（昇降機）
の一種

手荷役ではなく、ロールボックスパレットでの積み卸しが可能と
なることで、荷役時間を1/3程度に短縮可能

＜テールゲートリフター＞

→荷役作業の効率化等を図ることで、トラック運送業に
おける女性活躍の推進及び生産性向上を実現

②経営力向上支援（付加価値額の増加）①補助事業（投入労働力の効率化）

物流生産性の考え方

付加価値額

就業者数 × 一人当たり
平均労働時間

荷主に比べ弱い立場にある運送事業者に対し、輸送
に係る対価を適切に収受できるようなノウハウ等を
定着化させるためのセミナーを開催

H28補正これまでの取組み

経営力向上に資する
IoTの活用方策等の

調査

活用方策等を踏まえた
取組みの定着化支援

これまでの取組みにおいて取りまとめられたIoTの
活用方策（デジタコを活用した運行管理の効率化
等）等について、それに実際に取り組む意欲のあ
る事業者に対する支援を通じて経営力向上に向け
た取組みの定着化を図る

大

小

補正予算額：４００百万円

【補助額】
後部格納式・床下格納式：30万円/1台
アーム式・垂直式：15万円/1台

【申請受付】H29年2月1日～24日

【要件】
H28年8月24日～H29年3月31日に

導入した機器であること
（一事業者３台まで）



ｓ
ｄ
ｆ
あ
ｓ
ｄ
ｆ
 

 
 

平
成

２
８

年
１

２
月

２
１

日
 

自
動

車
局

貨
物

課
 

 

「
ト
ラ
ッ
ク
運
送
業
の
生
産
性
向
上
促
進
事
業
」
 

（
テ
ー
ル
ゲ
ー
ト
リ
フ
タ
ー
の
導
入
に
対
す
る
補
助
事
業
）
の
実
施
に
つ
い
て
 

  １
．
事
業
内
容
  

テ
ー
ル
ゲ
ー
ト
リ
フ
タ
ー
（
ト
ラ
ッ
ク
車
両
の
後
部
に
装
着
し
て
使
用
す
る
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
（
昇
降
機
）

の
一
種
）
を
導
入
し
た
事
業
者
に
対
し
、
当
該
導
入
費
用
の
一
部
を
補
助
い
た
し
ま
す
。
 

当
該
機
器
を
導
入
す
る
こ
と
に
よ
り
、
手
荷
役
を
解
消
し
、
荷
役
時
間
を
短
縮
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
る

こ
と
か
ら
、
本
補
助
事
業
の
実
施
に
よ
り
、
ト
ラ
ッ
ク
運
送
業
に
お
け
る
生
産
性
の
向
上
及
び
女
性
活
躍
の

推
進
の
実
現
を
目
指
し
ま
す
。
 

（
※
補
助
事
業
の
執
行
団
体
：
公
益
社
団
法
人
全
日
本
ト
ラ
ッ
ク
協
会
）
 

 

【
補
助
対
象
機
器
】
 

ト
ラ
ッ
ク
運
送
事
業
者
が
平
成

28
年

8
月

2
4
日
～
平
成

29
年

3
月

3
1
日
に
導
入
し
た
機
器
 

【
補
助
額
】
 

○
後
部
格
納
式
・
床
下
格
納
式
：
1
台
あ
た
り

30
万
円
 

○
ア
ー
ム
式
・
垂
直
式
：
1
台
あ
た
り

15
万
円
 

【
台
数
制
限
】
1
社
あ
た
り

3
台
 

 ２
．
申
請
受
付
期
間
（
予
定
）
 

平
成

29
年

2
月

1
日
（
水
）
～
平
成

29
年

2
月

2
4
日
（
金
）
 

※
補
助
金
申
請
額
が
予
算
額
を
超
過
し
た
場
合
、
補
助
金
が
交
付
さ
れ
な
い
場
合
が
ご
ざ
い
ま
す
。
 

 ３
．
そ
の
他
 

詳
細
に
つ
い
て
は
、
後
日
、
公
益
社
団
法
人
全
日
本
ト
ラ
ッ
ク
協
会
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
お
い
て
公
表
し

ま
す
。
（
 h
tt
p:
//
ww
w.
jt
a.
or
.j
p/
 ）

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【
問
い
合
わ
せ
先
】
 

国
土
交
通
省
自
動
車
局
貨
物
課
 
高
村
、
飯
田
 

TE
L:
 0
3-
52
53
-8
11
1（

内
線

41
32
2）

 直
通
：
03
-5
25
3-
85
75
 

FA
X：

03
-5
25
3-
16
37
 

平
成
２
８
年
度
第
２
次
補
正
予
算
に
お
い
て
、「

ト
ラ
ッ
ク
運
送
業
の
生
産
性
向
上
促
進
事
業
（
テ
ー

ル
ゲ
ー
ト
リ
フ
タ
ー
の
導
入
に
対
す
る
補
助
事
業
）」

を
開
始
い
た
し
ま
す
。
 

（
テ
ー
ル
ゲ
ー
ト
リ
フ
タ
ー
）

 



中継輸送の普及・実用化に向けて

○ 中継輸送を導入することにより、輸送の効率化を図り、不規則な就業形態や長時間労働の解消を図る。
○ 平成２７年度から２８年度にかけて中継輸送実証実験モデル事業を行い、中継輸送の普及・実用化に向けた検討を実施。

大阪工場 名古屋営業所 東京営業所

日帰り 日帰り

輸送の効率化を図ることにより、トラック運送業界の生産性を向上

女性、若年層等の新規就労・定着促進などによる人材の確保・育成

地域住民の生活を支える物流ネットワークを確保し、地域の活力を維持

中継輸送の導入により、その日のうちに発地まで帰ることができるようになり、不規則な就業形態や長時間労働を解消。

多様な労働ニーズを組み合わせて運送を行うことが可能となり、女性向けの短時間勤務なども可能に。

中継輸送のイメージ 複数人で運送を分担する「働き方」

マッチング ドライバー
状況

車両
状況

荷物
状況

○ 中継輸送の実現のためには、労働ニーズと運送
ニーズを効率よくマッチングするために、大量の運
転者と貨物を扱うことが必要

○ 複雑な運行管理と労務管理を効率よく行うことが
必要

○ 中小事業者が単独で行うことが困難なため、協
働して実施することが必要

○ 複数の運転者で運送を行うことに伴うコスト増を
吸収するための運送の効率化が必要

中継輸送実証実験モデル事業において、中継
輸送の普及・実用化に向けた課題・方策を検討



平成２８年度 中継輸送モデル事業 実証実験 実施予定一覧

中継
パタン 区間 中継

拠点 物流事業者 荷主(３PL) 対象貨物 実施時期

ペアA 貨物積替
方式

入間市⇔
⇔亀山市

焼津市
(サンワNETS)

清水運輸
カワキタエクスプレス

清水運輸
カワキタエクスプレ
ス

飲料 or 加食
菓子 or 紙

平成29年
2月上旬

ペアB
ドライバー
交替方式

川崎市⇔
⇔大阪市

浜松
TS

魚津海陸運輸倉庫
福井高速運輸

東芝ロジ
東芝ロジ

家電
家電

平成29年
2月6日、7日

ペアC 川崎市⇔
⇔大阪市

浜松
TS

萬運輸
協伸運輸

中越通運
協伸運輸

栄養飲料
調整中

平成29年
2月上旬

都市－都市

都市－地方

中継
パタン 区間 中継

拠点 物流事業者 荷主(３PL) 対象貨物 実施日

ペアD 貨物積替
方式

入間市⇔
⇔東根市

郡山
ﾄﾗｯｸｾﾝﾀｰ

清水運輸
トヨタライン

清水運輸
清水運輸

飲料 or 加食
飲料 or 加食

平成29年
2月上旬

ペアE ドライバー
交替方式

伊勢崎市⇔
⇔山形市

白河IC付近
GS

GRトランス
ティスコ運輸

トーモー
JAてんどうフーズ

建材
米

平成29年
1月23日、24日







農産品物流の現状

平成28年１２月

食料産業局

農林水産物・食品の流通構造

【世界の人口】
73億人
（2015年）

97億人
（2050年）

【世界の人口】
73億人
（2015年）

97億人
（2050年）

【世界の飲食料
の市場規模】
（主要国）

340兆円
（2009年）

680兆円
（2020年）

【世界の飲食料
の市場規模】
（主要国）

340兆円
（2009年）

680兆円
（2020年）

2倍

+32%

【日本の人口】
1.27億人
（2015年）

0.97億人
（2050年）

【日本の人口】
1.27億人
（2015年）

0.97億人
（2050年）

-24%

※資料：農林水産省「平成23年農林漁業
及び関連産業を中心とした産業連関表」等

を基に試算

（本資料は年次や対象等が異なる複数

の統計、調査等を組み合わせて作成し

たものであり、金額等が整合しない点が

ある。）

【我が国の農林水産物・食品の輸出額】

4,511億円（2011年） 7,451億円（2015年）

【世界の農産物貿易額】
1兆4,000億ドル（約136兆円）（2013年）

国内消費向け食用農林水産物
１０．５兆円

飲食料の国内最終消費
７６．３兆円
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〇直売所、ネット通販、宅配など

青果 40%
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○ 農林水産物・食品の流通・加工構造を、現在の食料需給や消費の実態に合わせていくことが課題。
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我が国の農産品の流通構造

○ 現在の農産品の流通構造は、多種多様で腐敗しやすい等の農産品の特性や、小規模で天候に左右される等の生産構造、気温に左
右され、多様化・細分化した消費構造などにきめ細かに適応していく形態として発展。

○ 近年、食料需給や消費の実態等がさらに変化する中、流通構造の変化にあわせたに物流を考える必要。

農産品の特性 生産構造 消費構造

腐敗しやすく保存でき
ない品目が多い

軟弱で潰れたり傷つ
きやすい品目が多い

多種多様な品種が存
在

味や形状等の品質が
均一になりにくい

容積と重量の関係（比
重）は様々

冷蔵等の多温度帯の
輸送が必要な場合も

生産量や出荷量が天候
や気象条件により変動

約１３０万の農業経営体

農業者の平均年齢６７
歳

生産現場へのＩＴ導入の
遅れ

出荷規格が多種多様

大消費地まで長距離輸
送を要する産地も存在

葉物等は年間通じて出
荷、穀類等は１年１作で
保管し順次出荷

少量を多頻度で購入

気温や流行等で消費量
が変動

鮮度、味を重視

見た目も判断材料

品揃で購入先を選択

ニーズが多様化・細分
化（品種、品目、サイズ、
容量、加工度合い等）

消費の二極化、根強い
低価格志向

流通構造

多段階流通で関係事業者数が多く、
競争が激しい（農協：約2640、卸：約
1300社、仲卸：約6200社、加工卸：約
2.3万社、小売：約23.4万社）

全国の様々な産地から、多種多様な
品目を迅速に集分荷し、鮮度を確保す
る必要

多頻度・小ロット、短納期で小売へ配
送し、鮮度・品揃えを確保する必要

直売所、ネット販売等の直接販売形態
が近年発達

保存できる品目は卸売市場経由が少
なく、専門卸等が小売等へ流通

サプライチェーンが長距離

■農産品の特徴や生産、消費の構造に対応した流通構造
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【出典、資料等】
自動車輸送統計調査票より国土交通省にて算出
輸送トン数は、貨物自動車が輸送した貨物の重量をトンで表した数である。
食料工業品は、製造食品、飲料、その他の食料工業品（調味料類、でんぷん類、酵母、
動物性製造食品、飲料水、たばこ等）

○ トラック等の実車時の積載率は６割程度。 他方、地域によっては農産品の物流において需給のミスマッチが生じている、また、トラック
ドライバー不足等によるコスト増加の指摘もある。

○ 共同配送やＩＴ活用等による物流の効率化により、農産品流通におけるコスト削減等を行い得るのではないか。

３

（参考）品目別の貨物輸送量（H26、営業用トラック等）

品目
輸送トン
（千トン）

割合

穀 物 28,124 1.0%

野 菜 ・ 果 物 44,314 1.5%

そ の 他 農 産 品 15,536 0.5%

畜 産 品 31,931 1.1%

水 産 品 28,333 1.0%

食 料 工 業 品 328,815 11.2%

木 材 82,048 2.8%

砂 利 ・ 砂 ・ 石 材 225,028 7.7%

金 属 163,595 5.6%

機 械 212,368 7.2%

石 油 製 品 157,699 5.4%

日 用 品 211,520 7.2%

動 植 物 性 飼 ・ 肥 料 42,378 1.4%

取 り 合 せ 品 456,663 15.6%

そ の 他 906,010 30.9%

計 2,934,361 100.0%

食
品
関
連

約
16
％

食
品
関
連
以
外

約
84
％

食
品
関
連

約
16
％

農産品等の物流の状況

項目 日本 英国 ドイツ デンマーク

実車時の
積載率

５９％
（2014年）

約６０％
（2007年）

約６０％
（2007年）

約４０％
（2008年）

■ トラック等の実車時の積載率

【出典、資料】
日本：自動車輸送統計調査票より国土交通省にて試算
英国、ドイツ、デンマーク：Load factors for freight transport (European Environment Agency, 2010)

■ 農産物の物流に係る現場や関係者の意見等

地方では物流費が高い。小ロットなので宅配では送料の方が商品
より高くなる場合も。共同で動かせる物流ネットワークができれば
動きの幅が広がるのでは。（農業女子プロジェクト参加者）

他社の荷物の混載や、市場や顧客のトラックを共同利用するなど
して、物流コストの削減や、人材不足に対応するなど、他業者とも
協議していきたい。（ＪＡ青年組織員）

トラック業界は異変が起きている。運転手が全く不足し、輸送関係
が大変な問題に。出荷先と検討しているが、パレット輸送かコンテ
ナ輸送が出来ないか模索しているところ。（ＪＡ組合長）



我が国の農産品物流の課題

○ 高齢化、ドライバー不足等によりトラック業界の厳しさが増す中、輸送条件の厳しい農産品は、運賃の上昇やトラックの確保自体が困難
となる可能性があり、生産者の所得低下による生産量の減少、ひいては流通業者の集荷や販売の確保が困難となるなど、深刻な影響
を及ぼすおそれ。

○ このため、農産品物流の効率化等による輸送条件の改善や物流コストの削減が必要だが、物流の問題は出荷から小売までのサプライ
チェーン全体に渡り相互に関連しているため、生産段階等の個別の取組ではなく、流通の各段階が連携した取組が必要。

課題 生産・出荷段階 卸売段階 小売段階

時間
◆出荷量、出荷先の決定が遅く、
出発時刻が変動

◆入荷時間の集中、順番待ちの拘束
◆荷揃いが遅く、出発時刻が遅延

◆納品時間の厳格な要求
◆入荷時間の集中、順番待ちの拘束
◆多頻度小ロット配送の要求

量
◆出荷量が変動（可載量とのﾐｽﾏｯﾁ）
◆小ロット（トラック確保困難）

◆入荷量、配送量が変動
◆帰り荷がない

◆多頻度小ロット配送の要求
◆帰り荷がない

資材 ◆ダンボール出荷、パレット不使用 ◆オリコン、パレットの紛失
◆オリコン、パレットの紛失、
ダンボール廃棄負担

付帯
作業

◆手積み負担大 ◆手降ろし、手積み負担大 ◆手降ろし負担大

輸送 ◆出荷先が変動 ◆他市場への転送

その他
◆直販等の宅配便利用は送料が割高
◆細分化した出荷規格への選別・調整

◆遠隔地からの長距離輸送

■農産品の物流に係る各段階ごとの課題（主に青果物）
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過労死等防止対策

平成２９年２月１日（水）

厚生労働省労働基準局

１．（１）過労死等防止対策白書
１．（２）調査事業
２．「過労死等ゼロ」緊急対策
３．メンタルヘルス対策

P2-8
P9-12
P13-20
P21-23

➢ 過労死等防止対策推進法（議員立法により平成26年成立･施行）に基づき、国会に報告を行
う法定白書。今回が初めての国会報告。

≪参考≫ 過労死等防止対策推進法（平成26年法律第100号）
（年次報告）

第６条 政府は、毎年、国会に、我が国における過労死等の概要及び政府が過労死等の防止のために講じた
施策の状況に関する報告書を提出しなければならない。

第１章 過労死等の現状
第１節 過労死等の現状
第２節 労働・社会面からみた過労死等の状況

第２章 過労死等防止対策推進法の制定
第１節 過労死等防止対策推進法の制定の経緯
第２節 過労死等防止対策推進法の概要

第３章 過労死等の防止のための対策に関する
大綱の策定

第１節 過労死等の防止のための対策に関する大
綱の策定の経緯

第２節 過労死等の防止のための対策に関する大
綱の概要

第４章 過労死等の防止のための対策の実施状況
第１節 調査研究等
第２節 啓発
第３節 相談体制の整備等
第４節 民間団体の活動に対する支援

（資料編）
１ 関係法令等
２ 関係指針・通達等
３ 過労死等防止対策関係予算の状況

※ 民間団体の取組をコラムで紹介

➢ 業務における過重な負荷による脳血管疾患・心臓疾患を原因とする死亡
➢ 業務における強い心理的負荷による精神障害を原因とする自殺による死亡
➢ 死亡には至らないが、これらの脳血管疾患・心臓疾患、精神障害

平成28年版 過労死等防止対策白書 ≪骨子≫
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白書の構成

過労死等とは？（定義）

第１章 過労死等の現状
第１節 過労死等の現状

➢我が国の労働者１人当たりの年間総実労働時間は緩や
かに減少しているが、パートタイム労働者を除く一般労
働者の年間総実労働時間 は2,000時間前後で高止ま

り 。

➢１週間の就業時間が60時間以上の雇用者の割合は、平
成15、16年をピークとして概ね緩やかに減少しているが、
30歳代、40歳代の男性で週60時間以上就業している者
の割合が高い傾向は変わらない（第1-1図、第1-2図）。

➢年次有給休暇の付与日数は長期的には微増しているも
のの、取得率は平成12年以降５割を下回る水準（第1-3
図） 。

第1-1図 1週間の就業時間別の雇用者の割合

第1-2図 1週間の就業時間が60時間以上の就業者の割合

第1-3図 年次有給休暇の取得率等の推移
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（%）

（日）

週60時間以上の者の割合

第１章 過労死等の現状
第１節 過労死等の現状

➢メンタルヘルスケアに取り組んでいる事業所は増えてき
てはいるが（第1-4図）、仕事や職業生活に関する強い不
安、悩み、ストレスを感じる労働者の割合は５割を超えて
いる。

➢脳･心臓疾患に係る労災の支給決定件数は、平成14年度
に300件を超えて以降、200件台後半～300件台で推移
（第1-5図） 。

➢精神障害に係る労災の支給決定件数は、平成24年度以
降400件台で推移（第1-6図） 。

4

第1-5図 脳・心臓疾患に係る労災の支給決定件数の推移

第1-4図 メンタルヘルスケアに取り組んでいる事業所の割合
第1-6図 精神障害に係る労災の支給決定件数の推移



第１章 過労死等の現状
第２節 労働・社会面からみた過労死等の状況

労働時間だけでなく、生活時間等の労働者側の状況等も含
めた要因及びそれらの関連性も分析し、労働・社会面からみ
た過労死等の状況を探るため、企業及び労働者を対象とし
たアンケート調査を実施（平成27年12月～平成28年１月）。

企業調査 約１万社（回答1,743件）
労働者調査 約２万人（回答19,583件）

➢平均的な１か月の時間外労働時間が45時間超と回答した
企業の割合は、①運輸業、郵便業、②宿泊業、飲食サー
ビス業、③卸売業、小売業の順に多い（企業調査）。

➢１か月の時間外労働時間が最も長かった月において、80
時間超と回答した企業の割合は、①情報通信業、②学術
研究、専門技術サービス業、➂運輸業、郵便業の順に多
い（企業調査）。

➢残業時間が長いほど、『疲労の蓄積度』及び『ストレス』が
「高い」者の割合が高い（第2-1図）(労働者調査）。

➢睡眠時間の足りない理由として、「残業時間が長いため」
が最も多いが、「その他家事労働（炊事・洗濯等）に要する
時間が長いため」、「通勤時間が長いため」も一定の割合
を占める（第2-2図）（労働者調査）。

第2-1図 平均的な1週間当たりの残業時間別の疲労の蓄積度（労働者調査）

第2-2図 睡眠時間の充足状況・足りない場合の理由（労働者調査）
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（注）厚生労働省が平成16年に公表した「労働者の疲
労蓄積度自己チェックリスト」により判定した。
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第２章 過労死等防止対策推進法の制定

➢過労死は、1980年代後半から社会的に注
目され始め、その後、民間団体の活動を契
機に、社会的な気運が高まり、平成26年６
月に「過労死等防止対策推進法」が成立し
た。

昭和63年 電話相談窓口「過労死110番」を初め
(1988)    て実施

平成３年 「全国過労死を考える家族の会」結成
(1991)

過労死等防止対策推進法の概要

①総則
②過労死等の防止のための対策に関する大綱
③過労死等の防止のための対策
④過労死等防止対策推進協議会
⑤過労死等に関する調査研究等を踏まえた法制上の措

置等

第３章 過労死等の防止のための対策に関する大綱の策定

➢過労死等防止対策推進協議会の意見を聴
いて過労死等の防止のための対策に関す
る大綱が閣議決定された（平成27年７

月）。

➢協議会委員には当事者代表委員等も含
み、

平成26年12月に第１回協議会を開催し、平
成27年５月の第５回協議会まで大綱案の
議論が続けられた。

過労死等の防止のための対策に関する大綱の概要

①調査研究等
②啓発
③相談体制の整備等
④民間団体の活動に対する支援

第４章 過労死等の防止のための対策の実施状況
第１節 調査研究等

➢過労死等の実態の解明のためには、多角的、学際的な視点からの実態解明のための調査研究を進めていくこ
とや、効果的な予防対策に資する研究を行うことが必要。

➢労働・社会分野の調査・分析（第１章第２節参照）

➢総合的な労働安全衛生研究（平成27年度～、労働安全衛生総合研究所ほか）

１ 労災認定事案等の分析 ２ 疫学研究

３ 実験研究

＜27年度＞労災認定事案のデータベース構築
【データベース化の対象】

平成22年１月～27年３月の認定事案
①脳・心臓疾患事案
②精神障害事案

調査復命書の収集、電子データ化、データベース構築と検証

脳・心臓疾患事案の解析

精神障害事案の解析

運輸業における脳・心臓疾患事案の解析

＜27年度＞解析の基盤となる基礎集計を実施。

＜27年度＞解析の基盤となる基礎集計を実施。

●労働者集団を長期間追跡調査し、長時間労働等と
健康の関連について検討

＜27年度＞調査の準備作業を実施。

●対象事業場において、職場環境を改善するための
取組を実施し、その効果を検証

＜27年度＞協力事業場の候補選定、調査計画の設計等の
準備作業を実施。

●長時間労働等のリスク要因による循環器負担への
影響を研究

＜27年度＞本実験に向けての予備実験を実施。

<

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
活
用>

(1) 職域コホート研究

(2) 職場環境改善に向けた介入研究
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第４章 過労死等の防止のための対策の実施状況

（１）国民に向けた周知･啓発

（２）大学･高等学校等における労働条件に関する啓

発

（３）長時間労働の削減のための周知･啓発

（４）過重労働による健康障害防止に関する周知・啓

発

（５）「働き方」の見直しに向けた企業への働きかけの

実施及び年次有給休暇の取得促進

（６）メンタルヘルスケアに関する周知･啓発

（７）職場のパワーハラスメントの予防･解決のための

周知･啓発

（１）労働条件に関する相談窓口（労働条件相談ほっ

とライン）の設置

（２）メンタルヘルス不調、過重労働による健康障害に

関する相談窓口の設置

（３）産業医等相談に応じる者に対する研修等

○過労死等防止対策推進シンポジウムの開催

（全国29か所）

民間団体と連携してシンポジウムを開催

第２節 啓発 第３節 相談体制の整備等

第４節 民間団体の活動に対する支援



＜27年度＞労災認定事案のデータベース構築
【データベース化の対象】

平成22年１月～平成27年３月の認定事案
①脳・心臓疾患事案 1,564件
②精神障害事案 2,000件

調査復命書の収集、電子データ化、データベース構築と検証

脳・心臓疾患事案の解析

精神障害事案の解析

＜27年度＞解析の基盤となる基礎集計を実施。

（なお、運輸業については、試行的に解析を実施。）

＜28年度＞運輸業、飲食業等の多発業種に関する詳細な解析

を開始。

＜27年度＞解析の基盤となる基礎集計を実施。

＜28年度＞運輸業、飲食業等の多発業種に関する詳細な解析

を開始。

●労働者集団を長期間追跡調査し、長時間労働等と
健康の関連について検討

＜27年度＞調査の準備作業を実施。
＜28年度＞予備調査を実施するとともに、約2万人の労働

者を対象とした約10年間の本調査を開始。

●対象事業場において、職場環境を改善するための
取組を実施し、その効果を検証

＜27年度＞協力事業場の候補選定、調査計画の設計等の
準備作業を実施。

＜28年度＞協力事業場において、勤務間インターバルを実
施し、その効果を検証する研究を開始。

●長時間労働等のリスク要因による循環器負担への
影響を研究

＜27年度＞本実験に向けての予備実験を実施。
＜28年度＞約60人を対象に、長時間労働の作業中・作業

後の血圧、心拍数、疲労感等を測定する本実験
を開始。

<
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(1) 職域コホート研究

(2) 職場環境改善に向けた介入研究

≪調査研究等①≫ 総合的な労働安全衛生研究
（労災疾病臨床研究：平成27年度～29年度、労働安全衛生総合研究所・過労死等調査分析センターほか）

＜28年度＞労災不支給事案のデータベース構築
※データベース化の対象期間、作業方法は27年度の労災認定事案と同様。

脳・心臓疾患事案、精神障害事案を合わせて約6,000件。
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１ 労災認定事案等の分析 ２ 疫学研究

３ 実験研究

（メンバー）
➢ 学識経験者５名

（協議会委員２名を含む。）

（検討事項）
➢ アンケート調査項目の検討、調査

結果の分析
➢ 既存の統計の分析方法等の検討、

結果の分析

（対象）
➢自動車運転従事者（トラック、バス、タクシー）
➢外食産業（居酒屋、ファミレス等）

（対象数）
➢企業調査（郵送調査）： 約8,000社（合計）
➢労働者調査（郵送調査）： 約８万人（合計）

（調査項目） ← 検討委員会において検討
➢企業調査

労働時間制度・実態、休暇制度、休暇取得状況、過重労
働防止のための取組状況、休職・労災の状況、業界の商慣

行、経営環境 等

➢労働者調査
労働時間制度・実態、休暇制度、休暇取得状況、過重労

働･メンタルヘルス対策の取組状況、過重労働、ストレス（労
働時間以外も含む。）の状況、生活時間の状況 等

➢既存統計（労働力調査、社会生活基本調査等）の収集
➢平成27年度アンケート調査結果の分析・結果の検討

10

≪調査研究等②≫ 労働・社会分野の調査・分析
（平成28年度事業委託先 みずほ情報総研（株））

検討委員会の設置･運営 既存の統計資料の分析、再集計等

アンケート調査の実施状況②

（対象）
➢法人役員
➢自営業者

（対象数）
➢法人役員調査（郵送調査）： 約3,000社
➢自営業者調査（郵送調査）： 約5,000者

（調査項目） ← 検討委員会において検討
➢平成27年度の労働者調査の項目をベース

アンケート調査の実施状況①

平成27年度 過労死等の労災請求件数及び支給決定件数
脳・心臓疾患にかかる請求件数及び支給決定件数の多い業種

（中分類の上位５業種）

11

業種（大分類[中分類]） 業種（大分類[中分類]）

1
運 輸 業 ， 郵 便 業
[ 道 路 貨 物 運 送 業 ]

133 (3) 1
運 輸 業 ， 郵 便 業
[ 道 路 貨 物 運 送 業 ]

82 (2)

2
建 設 業
[ 総 合 工 事 業 ]

48 (0) 2
建 設 業
[ 総 合 工 事 業 ]

16 (0)

3
サービス業（他に分類されないもの）
［ そ の 他 の 事 業 サ ー ビ ス 業 ］

45 (8) 3
宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業
[ 飲 食 店 ]

15 (0)

4
宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業
[ 飲 食 店 ]

38 (6) 4
卸 売 業 ， 小 売 業
［ そ の 他 の 小 売 業 ］

11 (1)

4
建 設 業
[ 職 別 工 事 業 （ 設備 工事 業を 除く ）]

38 (0) 5
建 設 業
[ 職 別 工 事 業 （ 設備 工事 業を 除く ）]

9 (0)

5
情 報 通 信 業
［ 情 報 サ ー ビ ス 業 ］

9 (0)

◯ 脳・心臓疾患にかかる請求件数 ◯ 脳・心臓疾患にかかる支給決定件数

請求件数

注　１  業種については、「日本標準産業分類」により分類している。
　　 ２  （ ）内は女性の件数で、内数である。

支給決定件数

注　１  業種については、「日本標準産業分類」により分類している。
　　 ２  （ ）内は女性の件数で、内数である。

平成27年度 過労死等の労災請求件数及び支給決定件数
精神障害にかかる請求件数及び支給決定件数の多い業種

（中分類の上位５業種）
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業種（大分類[中分類]） 業種（大分類[中分類]）

1
医 療 ， 福 祉
［ 社 会 保 険 ・ 社 会 福 祉 ・ 介 護 事 業 ］

157 (99) 1
運 輸 業 ， 郵 便 業
[ 道 路 貨 物 運 送 業 ]

36 (4)

2
医 療 ， 福 祉
［ 医 療 業 ］

96 (73) 2
医 療 ， 福 祉
［ 社 会 保 険 ・ 社 会 福 祉 ・ 介 護 事 業 ］

24 (14)

3
運 輸 業 ， 郵 便 業
[ 道 路 貨 物 運 送 業 ]

69 (12) 3
医 療 ， 福 祉
［ 医 療 業 ］

23 (16)

4
情 報 通 信 業
[ 情 報 サ ー ビ ス 業 ]

58 (16) 4
卸 売 業 ， 小 売 業
［ そ の 他 の 小 売 業 ］

21 (9)

5
建 設 業
[ 総 合 工 事 業 ]

54 (5) 5
情 報 通 信 業
［ 情 報 サ ー ビ ス 業 ］

20 (2)

◯ 精神障害にかかる請求件数 ◯ 精神障害にかかる支給決定件数

請求件数 支給決定件数

注　１  業種については、「日本標準産業分類」により分類している。
　　 ２  （ ）内は女性の件数で、内数である。

注　１  業種については、「日本標準産業分類」により分類している。
　　 ２  （ ）内は女性の件数で、内数である。



「過労死等ゼロ」緊急対策について（概要）

（１） 新ガイドラインによる労働時間の適正把握の徹底

企業向けに新たなガイドラインを定め、労働時間の適正把握を徹底する。

（２） 長時間労働等に係る企業本社に対する指導

違法な長時間労働等を複数の事業場で行うなどの企業に対して、全社的な是正指導を行う。

（３） 是正指導段階での企業名公表制度の強化

過労死等事案も要件に含めるとともに、一定要件を満たす事業場が２事業場生じた場合も公表の対象とする
など対象を拡大する。

（４） ３６協定未締結事業場に対する監督指導の徹底

１ 違法な長時間労働を許さない取組の強化

（１） メンタルヘルス対策に係る企業本社に対する特別指導

複数の精神障害の労災認定があった場合には、企業本社に対して、パワハラ対策も含め個別指導を行う。

（２） パワハラ防止に向けた周知啓発の徹底

メンタルヘルス対策に係る企業や事業場への個別指導等の際に、「パワハラ対策導入マニュアル」等を活用
し、パワハラ対策の必要性、予防・解決のために必要な取組等も含め指導を行う。

（３） ハイリスクな方を見逃さない取組の徹底

長時間労働者に関する情報等の産業医への提供を義務付ける。

２ メンタルヘルス・パワハラ防止対策のための取組の強化

（１） 事業主団体に対する労働時間の適正把握等について緊急要請

（２） 労働者に対する相談窓口の充実

労働者から、夜間・休日に相談を受け付ける「労働条件相談ほっとライン」の開設日を増加し、毎日開設するな
ど相談窓口を充実させる。

（３） 労働基準法等の法令違反で公表した事案のホームページへの掲載

３ 社会全体で過労死等ゼロを目指す取組の強化
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１（１） 新ガイドラインによる労働時間の適正把握の徹底

現状

本省労働基準局長から都道府県労働局長に対する内部通達として「労働時間
の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する基準」（平成13年４月６
日付け基発第339号労働基準局長通達）が示されている。

新たな取組

○ 使用者向けに、労働時間の適正把握のためのガイドラインを新たに定める。
○ 内容として、

① 労働者の「実労働時間」と「自己申告した労働時間」に乖離がある場合、
使用者は実態調査を行うこと

② 「使用者の明示または黙示の指示により自己啓発等の学習や研修受講を
していた時間」は労働時間として取り扱わなければならないこと

等を明確化する。（H２９年より実施）
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１（２） 長時間労働に係る企業本社に対する指導

現状

長時間労働に関する労働基準監督署の監督指導は、事業場単位で行われてい
る。

新たな取組

違法な長時間労働等を複数の事業場で行うなどの企業に対する是正指導を新
たに実施する。（H２９年より実施）

→ 企業幹部に対し、長時間労働削減や健康管理、メンタルヘルス対策（パワ
ハラ防止対策を含む。）について指導し、その改善状況について全社的な立
入調査により確認する。
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１（３） 是正指導段階での企業名公表制度の強化

現在の要件

新たな仕組み（拡大のポイント）

違法な長時間労働（月100時間超、10人以上または４分の１以上、労基法32条等違反）
が１年間に３事業場認められた場合

○ 現行の要件を以下のとおり拡大。
① 月100時間超を月80時間超に拡大
② 過労死等・過労自殺等で労災支給決定した場合も対象
→ これらが２事業場に認められた場合に、前ページの企業本社の指導を実施し、

是正されない場合に公表
○ 月100時間超と過労死・過労自殺が２事業場に認められた場合などにも企業名を公表

○ 最低賃金の履行確保を重点とする監督等の機会に、３６協定未締結事業場に対する
指導を徹底する。（H２８年度第４四半期に実施）

１（４） ３６協定未締結の事業場に対する監督指導の徹底

（H２９年より実施）

（平成２７年５月１８日より実施、実績１件）
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是正指導段階での企業名公表制度の強化について
(複数の事業場を有する大企業が対象)

① 違法な長時間労働
（月80Ｈ超、10人or1/4、労基法
32,35,37条違反）

② 過労死等・過労自殺等で労災
支給決定

（被災者について月80Ｈ超、労基
法第32,35,37条違反又は労働時
間に関する指導）

③ 事案の態様が①、②と同程度

に重大・悪質と認められるもの

①⁺：①のうち、月100H超
のもの

②⁺：②のうち、過労死・過
労自殺(のみ)、かつ、
労基法32,35,37条違
反ありのもの

労
働
局
長
に
よ
る
指
導
・
企
業
名
公
表
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␠

２ ＯＵＴ

１年間に
２事業場

１年間に、②⁺が２事業場、又は、①⁺及び②⁺で２事業場

①又は②
(違反有り)
の実態

違法な長時間労働
（月100Ｈ超、10人or1/4、労基
法32,35,37条違反）

監督署長による企業幹
部の呼出指導

【指導内容】
・長時間労働削減
・健康管理
・メンタルヘルス
（パワハラ防止対策）

全社的立入調査

本社及び支社等（※）
に対し立入調査を実施
し、改善状況を確認。

（※）主要な支社店等。
調査対象数は、企業規模
及び事案の悪質性等を勘
案して決定。

３ ＯＵＴ

２ ＯＵＴ

３ ＯＵＴ １年間に３事業場

現行

新たな仕組み

労基法第３２条違反：時間外・休日労働協定（３６協定）で定める限度時間を超えて時間外労働を行わせている等
労基法第３５条違反：３６協定に定める休日労働の回数を超えて休日労働を行わせている等
労基法第３７条違反：時間外・休日労働を行わせているにもかかわらず、法定の割増賃金を支払っていない等 17

２（１） メンタルヘルス対策に係る企業本社に対する特別指導

現状

メンタルヘルス対策に問題がある企業に対しては、事業場単位で労働衛生
面からの指導を行っている。

新たな取組

複数の精神障害の労災認定があった場合には、企業本社に対して、パワハ
ラ防止も含め個別指導を行う。特に過労自殺（未遂含む）を含む事案について
は、新たに改善計画を策定させ、１年間の継続的な指導を行う。（H２９年度より
実施）

そのほか、時間外・休日労働が月80h超等の事業場に対する監督指導等において、メンタル
ヘルス対策に係る法令の遵守状況を確認し、産業保健総合支援センター※による訪問指導の
受入れを強力に勧める。
（※）各都道府県に設置されており、メンタルヘルス対策等の専門家を配置し、セミナー・研修の開催や、事業場への個別

訪問による支援を実施している。
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２（２） パワハラ防止に向けた周知啓発の徹底

現状

パワハラ防止対策については、「パワハラ対策導入マニュアル」を作成し、周
知を実施。

新たな取組

メンタルヘルス対策に係る企業や事業場への個別指導等の際に、「パワハラ
対策導入マニュアル」等を活用し、パワハラ対策の必要性、予防・解決のために
必要な取組等も含め指導を行う。（Ｈ２９年度より実施）

２（３） ハイリスクな方を見逃さない取組の徹底

○ 月１００時間超の時間外・休日労働をする方の労働時間等の情報を事業者が産
業医へ提供することを義務化し、面接指導等に必要な情報を産業医に集約する。
（省令を改正し、Ｈ２９年度より実施）

○ 過重労働等の問題のある事業場については、長時間労働者全員への医師によ
る緊急の面接（問診）等の実施を、都道府県労働局長が指示できる制度を整備す
る。（H２９年度より実施）

19

３ 社会全体で「過労死等ゼロ」を目指す取組の強化

（１） 事業主団体に対する労働時間の適正把握等について緊急要請

長時間労働の抑制等に向けて、事業主団体に対し、以下の協力要請を行う。（速や
かに実施）
① 36協定未締結など違法な残業の防止、労働時間の適正な把握等
② 企業・業界団体におけるメンタルヘルス対策、パワハラ防止対策等の取組による「心の健康づくり」の

推進
③ 長時間労働の背景になっている取引慣行（短納期発注、発注内容の頻繁な変更等）の是正

（２） 労働者に対する相談窓口の充実

労働者から長時間労働等の問題について、夜間・休日に相談を受け付ける「労働条
件相談ほっとライン」を毎日開設する等の取組を行う。（現行週６日→７日）（H２９年
度より実施）

（３） 労働基準法等の法令違反で公表した事案のホームページへの掲載

労働基準法等の法令に違反し、公表された事案については、ホームページにて、一
定期間掲載する。（H29年より実施）

20
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Ⅰ 都道府県労働局・労働基準監督署による事
業場に対する指導等の実施

○事業場内の体制整備
・衛生委員会等での調査審議
・心の健康づくり計画の策定
・事業場内メンタルヘルス推進担当者の選任 等

○４つのケア
・セルフケア
・ラインによるケア
・産業保健スタッフによるケア
・外部機関によるケア

（平成18年策定・平成27年改正）

○事業者、産業保健スタッフ等からの相談対応
○個別事業場に訪問し助言・指導の実施
○職場の管理監督者に対する教育の実施
○職場復帰支援プログラムの作成支援

○働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの
耳電話相談」を通じた情報提供、セルフチェックのツー
ル提供、電話・メール相談の受付 等

「労働者の心の健康の
保持増進のための指針」

Ⅱ 全国の「産業保健総合支援センター｣による
事業場の取組支援

Ⅲ その他メンタルヘルス対策の実施

○メンタルヘルス対策の具体的な取組について産業保健
活動総合支援事業と連携した指導・助言

職場におけるメンタルヘルス対策の推進

事業場の取組を支援する施策

労働安全衛生法第70条の２第１項に基づき、厚生労
働大臣が公表した指針。
職場におけるメンタルヘルス対策の原則的な実施方

法を定めている。

ストレスチェック制度
（平成27年12月1日施行）

○50人以上の事業場において、ストレスチェック
（年１回）の実施及び高ストレス者への面接指導
（義務）

○ストレスチェック結果の集団分析（努力義務） 22

メンタルヘルス対策促進員の職場訪問による各種支援

□ ストレスチェック制度の導入に関する支援

□ ストレスチェック結果の集団的分析及び職場環境改善に関する支援

□ 指針に基づくメンタルヘルス対策に関する支援

□ 衛生委員会等における調査審議に関する支援

□ 事業場の実態の把握に関する支援

□ 「心の健康づくり計画」の策定に関する支援

□ 事業場内体制の整備に関する支援

□ 教育研修の実施に関する支援

□ 職場環境等の把握・改善に関する支援

□ メンタルヘルス不調者の早期発見と適切な対応に関する支援

□ 「職場復帰支援プログラム」の策定に関する支援

□ 管理監督者向け教育研修

□ 若手労働者向け教育研修
23













調査概要 
■調査地域：全国４７都道府県 
■調査対象：中小企業 ４，０７２社 
■調査期間：平成２８年４月４日～５月９日 
■調査方法：各地商工会議所職員による訪問調査 
■回収商工会議所数：３７５商工会議所（回収率：７２．８％） 

■回答企業数：２，４０５社（回答率：５９．１％） 

日商提出資料 「人手不足等への対応に関する調査」集計結果（一部抜粋） 

人員の過不足状況について（前年調査比較） 

社 ％

不足している 1,336（1,319） 55.6（50.3）

過不足はない 955（1,195） 39.7（45.5）

過剰である 91（93） 3.8（3.5）

無回答 23（18） 1.0（0.7）

合計 2,405（2,625） 100.0

内円：平成27年調査 
外円：平成28年調査 n =2,405 

※括弧内の数値は、平成27年調査での数値結果 

 全体では、半数以上の企業が「不足している」と回答。 
 昨年調査よりも「不足している」と回答した割合が上昇（約５ポイント）してお
り、人手不足感が強まっている。 
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介護・看護 n=31 

運輸業 n=86 
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その他サービス n=165 

情報通信・情報サービス業 n=28 

製造業 n=438 

卸売・小売業 n=256 

金融・保険・不動産業 n=22 

その他 n=36 

（％） 
n =1,388 

＜業種別集計＞ 
（１．で「不足している」と回答した企業の割合※業種無回答除く） 

※赤軸（下段）は28年度調査、青軸（上段）は27年度調査の数値 
※「宿泊・飲食業」「卸売・小売業」「金融・保険・不動産業」は今年度新規項目のため前年度比較はない 
※母数は業種複数回答を含む 
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＜従業員規模別集計＞ 

（１．で「不足している」と回答した企業の割合※従業員数無回答除く） n =1,319 

昨年対比＋11.2ポイント 

昨年対比＋11.9ポイント 

（％） 

※赤軸は28年調査、青軸は27年調査の数値 

 従業員規模３０１人以上の企業では「不足している」と回答した割合
が７０％を超える。 

 従業員「６～１０人」「５１～１００人」規模では、昨年調査と比較し１０
ポイント以上不足感が高まっている。 
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管理職経験者等の 

シニア人材 

その他・無回答 

求める人材について【複数回答】 

（１．で「不足している」と回答した企業の割合※従業員数無回答除く） 

 求める人材としては、「一定のキャリアを積んだミドル人材」が最も高く、前
年調査よりも高い数値となった。 

 その他の項目においても対前年調査と比較して高い数値であり、幅広い
層で人手不足が拡大している。 

※赤軸は28年調査、青軸は27年調査の数値 

http://www.jcci.or.jp/


現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。

＜課題＞

①運行計画の難しさから拘束時間が長
時間化している

②複数の配送先があるため拘束時間が
長時間化している

③市場での手待ち時間の発生が拘束時
間に影響を及ぼしている

④施設が狭いために施設内で荷卸し作
業ができず、労力と時間を要している

⑤水揚げや生産の時間から輸送までの
時間的な余裕がない

⑥輸送計画・輸送需要が天候に左右さ
れる

現状分析

２月頃 ３月

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞
発荷主（水産物関係）
元請運送事業者
下請運送事業者
兼荷扱い事業者
着荷主（水産物関係）

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。

＜実験＞

検討中
・手待ち時間の短縮を図る。
市場での荷受作業時に作成
する荷札発行時間を短縮でき
ないか、方策を検討。

実
験
結
果
検
証コンサルタント

発
荷
主着

荷
主

着
荷
主

元
請下

請

北海道パイロット事業 【取組課題 検討中 】

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

7～12月

現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。
＜課題＞

現状分析

１１月 ２９/１月以降

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞
発荷主（農業関係）A
元請運送事業者ア
下請運送事業者イ
着荷主（青果卸会社）a

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。
＜実験＞

実
験
結
果
検
証コンサルタント

発
荷
主着

荷
主

元
請下

請

青森県パイロット事業 【荷積み時間の前倒しや配送先別整理による拘束時間の削減】

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

８～１０月

－運行前－

○荷積みに時間を要する荷積み場所が
あり、長い時は早朝から昼ぐらいまでか
かる

－運行中－
○配送先（着荷主）の数が多い

－配送先－

○市場に着いてからの手待ち時間が長
く、また荷卸しが終わっても検品の順番
待ちに30～40分要することがあり、また、
検品には1時間程度を要する。
【その他】
※青果品に特化した課題

○荷物の丁寧な扱い（荷崩れに配慮）
が必要であり、荷積みに人員・時間を要
している

朝積み時間の前倒し

・朝6時から荷積みを開始し、
市場への到着時刻を早める

配送先別の荷積みの
区分け、整理

・一部の集荷先においては、
配送先個々に仕分けられて
いない場合（積荷）がある
・どこに保管されているのか、
集荷先担当者へ確認が必要
なときがある

一運行の荷受け先削減

現状分析を踏まえ、当該集団の課
題を設定し、この課題を解決する手
段を検討する。
＜課題＞

【発荷主】

○通常は、運行前日までには伝票
を運送事業者へ渡しているが、配送
先の決定は当日の朝になることが
多い
○積込みの人数（フォークリフト作業
員）は2人で行っている
→フォークリフト作業員が増員できれ
ば荷積み時間の短縮が図れる
【運送事業者】
－運行前－

○発注依頼が遅く、配送先が当日
決定されるため、運行計画が立てに
くい
○荷積みまでの手待ち時間の発生
－配送先－

○配送先に着いてからの手待ち時
間が長いことが多い

現状分析

１１月 ２９/１月以降

実験に参加する事業
者と、コンサルタント
が連携し、当該集団
における運送取引の
実態を把握。（打合せ
や事業場の訪問を複
数回実施。）

＜参加集団＞

発荷主（合板メー
カー）A
運送事業者３者
ア

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解
決策を実証する。
＜実験＞

運行依頼の前倒し
・荷主側で発注依頼が前
倒しできそうな運行につ
いて検討し、運送事業者
への運行依頼を１日程度

前倒しする

出勤時間の後倒し
・出勤時間を30分以上後
倒しにする
→荷主側で製品準備・伝
票を運行時間までに整え
手待ち時間の発生を防
ぐ

コンサルタント

発
荷
主

元
請

岩手県パイロット事業 【運行依頼の前倒し・出勤時間見直しによる拘束時間の削減】

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

８～１０月

実
験
結
果
検
証

現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。
＜課題＞

現状分析

２９/１～２月 ２月以降

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞
発荷主（軽工業品）A
運送事業者ア

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。
＜実験＞

運行時間の見直し
・自宅以外での休息を、一旦帰

庫することにより自宅での休息に
切り替え、安全衛生面での運転
者の負担について検証を行う

実
験
結
果
検
証コンサルタント

発
荷
主

元
請

宮城県パイロット事業 【運行途中での休息を自宅休息へ切り替え】

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

８～１２月

改善基準告示については荷主、
運送事業者間の長年の積み重ね
により遵守されているが、一部の
運行において、運行途中での休
息（自宅以外）が見られた

このことから、好事例として今まで
の取り組みについて詳細を確認
するとともに、自宅以外での休息
期間については、運転者の住所
地での休息期間が、それ以外の
場所での休息期間より長くなるよ
う努めることと定められていること
から、この運行に着目し改善基準
告示のさらなる遵守について取り
組むこととした



現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。
＜課題＞
○手待ち時間関係

・元請運送事業者では、
受付順に車両を割り当
てており、実運送事業
者は早い時間に出発で
きるようオーダーが確
定する前に受付を行う
ため、受付後の手待ち
時間が長くなっている

・トレーラへの積込み
の際、複数バースを占
拠するため、スペース
が手狭となり他のトラッ
クへの積込みに手待ち
時間が発生している

現状分析

１～２月 ２月以降

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞

発荷主（製紙メーカー）
A
元請運送事業者ア
下請運送事業者イ

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。
＜実験＞

検討中

・実証実験を行うためのデータ等
を発荷主に提供し、実験内容に
ついて照会中

手待ち時間の削減
出荷先別に、発荷主
工場入門から積込み作
業開始までの待ち時間
を調査。削減の余地を
検討。
フェリーの時間変更
輸送で使うフェリーの
荷物積み込み時間を調
整することで、全体の作
業時間を短縮できない
か。
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秋田県パイロット事業 【受付後の手待ち時間短縮による拘束時間の削減】

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

８～２９/１月

下
請下

請

現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。
＜課題＞

現状分析

１～２月 ２月以降

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞
発荷主（農業関係）A
元請運送事業者ア
下請運送事業者イ
着荷主（仲卸会社）a

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。
＜実験＞
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山形県パイロット事業 【運転者の作業時間短縮による拘束時間の削減】

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

８～２９/１月

○集荷時間の遅さ

・１８、１９時以降に集荷にいか
なければならない場合がある

○集荷・配荷が複数箇所ある場
合の待ち時間の増加

・集荷・配荷場所が複数ある場
合は、それぞれで待ち時間が発
生し、拘束時間が長期化しやす
い

○市場の荷受け方法の煩雑さ

・仲卸ごとに荷受け方法が異な
る

・駐車スペースが確保できない
と待機時間が長くなってしまう場
合がある

検討中
・積込時間の短縮
発地ストックポイントを使
用している場合と使用して
いない場合の積込み時間の
検証（集約拠点を設け、複
数箇所で集荷したものをそ
こにおろす作業と、その集
約拠点から市場まで輸送す
る作業を分離する）
・積込み時間削減
パレット化が困難なリンゴ
について、使用した場合と
バラ積みの場合の効果検証
中

予冷倉庫活用による拘束時間の削減 福島県

当日の出荷数量がわからないため、選果完了時間がわからず、結果適正な配車（大きさや台数）ができず非効率。
一台の車で複数の集荷場で積み込むものの、各集荷場の情報共有が無くそれぞれで積込みの時間がかかり出発時間が
遅れる。

＜ 改 善 結 果 ＞ 発地(発荷主側)での待ち時間の削減

各々約２～３時間短縮拘束時間（推定）
※実現するための課題：予冷設備の設置・運用にかかる費用及び設備までの横持ち費用の負担

課 題

発荷主Ａ(生産者団体) ､運送事業者ア(元請)・イ(実運送) ､着荷主ａ・ｂ(青果卸売業)､荷種：農産品(トマト)

実施集団

ａ社向けトラック 実施前

拘束時間（推定） １４時間３４分

実施後 短縮効果

１１時間４５分 △２時間４９分

ｂ社向けトラック 実施前

拘束時間（推定） １２時間１３分

実施後 短縮効果

１０時間１８分 △１時間５５分

※ 運送事業者イ（実運送）の営業所出発時間から業務完了時間までを拘束時間（推定）として対比
※ 事前に荷量が把握でき、それに応じて出荷作業を計画的に実施できるため、出荷作業におけるドライバーの待ち

時間を大幅に削減

予冷施設の活用
天候等による出荷量の変化に作業員の確保や選果ラインの増加等対応が困難であったことから、
出発予定時間に間に合わなかった青果品（トマト）を予冷設備にて予冷し翌日出荷

現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。

＜課題＞

手待ち時間関係

・荷主工場内積込み作業において
の「入場時間」→「積込開始時間」→
「積込終了時間」がデジタル式タコグ
ラフでは把握出来ていない。

現状分析

１１～１月頃 ２月以降

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞

発荷主（コンクリートポー
ル・パイル製造工業）A

運送事業者ア

※今回、下請運送事業者や
着荷主は対象としない

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。

＜実験＞

協力会社（他の元請運送事
業者含む７社）による実態調査

・ドライバーが「入場時間」「積
込開始時間」「最終積込終了時
間」等の項目について工場側（荷
主側）の屋外作業員や検査員と
時間確認し調査票に記入。

・調査票を集計し調査結果をまと
め改善策を検討。
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茨城県パイロット事業 【 重量物の荷積み作業等にかかる影響の検討 】

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

９～１１月



発荷主の荷積み風景
【茨城県協議会】

現状分析を踏まえ、当該集団の課題
を設定し、この課題を解決する手段を
検討する。
＜課題＞

①宇都宮センターへの入荷便の慢性

的な手待ち時間が発生している。

②菓子問屋配送で手待ち・荷役時間

が長くなっている。

③取得した勤務データにおいて拘束

時間超えが発生している。

＜解決手段＞

・物流センター、外部ストックポイントの

集約を行う。

・比較的稼働率の低いバースを入荷

用に解放する。

・親会社と菓子問屋の間で協議を行う。

・可能な便に関してパレット輸送を行う。

現状分析

１月頃 ２月以降

実験に参加する事業者と、コ
ンサルタントが連携し、当該集
団における運送取引の実態を
把握。（打合せや事業場の訪
問を複数回実施。）

＜参加集団＞
●発荷主
スナックフード・サービス㈱
●運送事業者
髙野総合運輸㈱
㈲仲野運輸
㈱星川産業
㈱アクティチャレンジ

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。

＜実験＞
●入荷バースの柔軟的割り当て
による手待ち時間の短縮

・宇都宮センターの共同配送入
荷専用５バースを市内工場・
倉庫からの横持ち入荷用にも開
放する。

・通常バース（出荷用）の一部を
入荷用にも開放する。

・入荷業務のダイヤグラムオペ
レーション化。
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栃木県パイロット事業【入荷バースの柔軟的割り当てによる手待ち時間の短縮】

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

８～１２月

＜物流現場の課題＞
市場における待機時間

• 保冷庫のない市場では、
荷卸し時間が指定されて
おり、常時待機時間が発
生している。

附帯作業の拘束時間

• 大口の小売店に対しては
直送するが、小売店指定
のラックへの貨物の取下
しを指示されるため、通
常よりも１時間以上作業
時間が延びることがある。

＜体制の課題＞
着荷主とのパートナーシップ

• パートナーシップの構築
がされていないため、着
荷主に対して具体的な改
善提案をしづらい状況に
ある。複数の荷主に働き
かけ、関係構築にあたっ
て障壁になっている点を
検討する。

現状分析

１１～２月頃 ３月以降

実験に参加する事業者と、コ
ンサルタントが連携し、当該集
団における運送取引の実態を
把握。（打合せや事業場の訪
問を複数回実施。）
＜参加集団＞

発荷主（JA）
実運送事業者（元請）

○発荷主での積込み作業に
おいては、発荷主と実運送事
業者が継続的な改善を実施し
てきており、待機時間、附帯作
業に係る拘束時間については、
問題となっていない（好事例と
して整理する）。

○着荷主（市場、小売店）にお
ける待機、附帯作業に係る拘
束時間に改善すべき重要な問
題があるものの、特定の着荷
主が集団に参加していない状
況である。

課題の洗い出し 本年度の取組事項

本年度は着荷主とパートナー
シップを構築することを主たる事
業とする。なお、期間内に取組可
能な改善活動があれば適宜実施
する。
＜物流の課題改善への取組＞

着荷主に対するヒアリング
の実施

• 発荷主が農家から
の出荷情報を収集
し、それを活用する。

＜体制の課題改善への取組＞

着荷主とのパートナーシップ
の構築

• 着荷主と本集団で
改善に向けた定期
的な会議を持ち、改
善活動を実施。

• パートナーシップ構
築における関係者
間の相互理解を深
めるためのエッセン
スを抽出し整理する。
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群馬県パイロット事業 【着荷主とのパートナシップ構築による待機時間、附帯作業時間の削減】

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

９～１０月

現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。

＜課題＞

● 現在、現状について分析中

※自動車関連企業の本社工場（埼
玉県）と部品センター（群馬県）間を
１日２往復している便について、搬入
等の作業時間を含む拘束時間の削
減及び運送の効率化について検討
を行う予定となっている。

現状分析

２月頃 ３月以降

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞
自動車関連企業
（発・着荷主）
運送会社（１社）

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。

＜実験＞

● 現在解決策について検討中
※ ２月末頃開始予定
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埼玉県パイロット事業【荷物の回収等の作業工程の見直し及び改善による拘束時間の削減（調整中）】

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

１２～１月



現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。

【物流の効率性からの観点】
台車から板パレットへの積み替え

以前は工場側からローラーコン
ベアで移動させていたが、現在は
ローラーコンベアをほとんど使用
せず台車上に商品をピッキング
する。これを運送事業者の積み
込みスタッフがバース側に台車を
移動させコース別に板パレットに
積み込む。台車から板パレットへ
の積み替えが発生。

→重複作業による効率の悪化

現状分析

２月上旬 ２月以降

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞
荷主（食品ﾒｰｶｰ）
運送事業者

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。

現状及び実証実験における作業
時間を比較・検証する。

【現状】
（荷主）

ピッキングした荷物は台車に集
品
（運送事業者）

集品された商品は、板パレットに
移し替え、再度検品作業を行う。

【実証実験】
（荷主）

板パレットに集品し、検品作業を
併せて行う。
（運送事業者）

板パレットに集品された荷物の総
個数の検品のみ行う。

実
験
結
果
検
証コンサルタント

荷
主

運
送
事
業
者

千葉県パイロット事業 【荷主と運送事業者の重複業務の見直し】

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

９～１１月

現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。

＜課題＞

手待ち時間関係

• 発地側工場内で複数箇
所の積込みがあり、積
込み場所毎に待機時間
が発生

• 積込み場所での長距離
トラックと地場配送トラッ
クの混在

• 発地側の外部倉庫での
積込み時に、事前に指
示のない複数箇所での
積込み作業が発生

• 着地側倉庫での受付時
間順による入構のため、
必要以上の早めの受
付及び作業開始までの
待機時間が発生

現状分析

２月頃 ３月中旬以降

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞
・発荷主（家庭紙製造業）A
・元請運送事業者ア
・下請運送事業者イ
・下請運送事業者ウ
・着荷主（卸売業）ａ

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。

＜実験＞

事業者及び着地側における待
機時間短縮を軸に調整中。 実

験
結
果
検
証コンサルタント

発
荷
主着

荷
主

着
荷
主

元
請下

請

東京都パイロット事業【調整中】

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

10～11月

現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。

＜課題＞
手待ち時間関係

・積込み時に時間がかかり、順
番待ちが生じている

・荷下ろし時に、早めに事業者
が来ているため、待機時間が
生じている。

現状分析

１～２月頃 ２月以降

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞
発荷主（建設関係）A
元請運送事業者ア
下請運送事業者イ
着荷主（建設関係）a

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。

＜実験＞
検討中
積込み作業時の手待ち時間
の削減の可否を検討

実
験
結
果
検
証コンサルタント

発
荷
主着

荷
主

着
荷
主

元
請下

請

神奈川県パイロット事業 【積込み作業時間短縮による拘束時間の削減】

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

７～１０月

現状分析を踏まえ、コンサルタン
トによる課題の洗い出しをもとに、
第２回検討会にて課題の解決方
法を検討。

＜課題＞
手待ち時間関係

• 流通センター到着後、
受付開始時間前にト
ラックが集中し、搬出作
業の順番待ちにより多
大な手待ち時間が発生。

荷役作業関係

• 発荷主側では積載効率
を重視したパレット積み
を行う一方、流通セン
ター側ではサイズ的に
収容不可能なため、手
下ろしを強いられている
状況。

現状分析

１月頃 ２月以降

コンサルタントと対象集団
による第１回検討会を１０月
に実施。

また、流通センターへの現
地確認を実施したうえで当
該集団における運送取引
の実態を把握。

＜参加集団＞
発荷主（食品メーカー）
運送事業者
着荷主（流通センター）

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。

＜実験＞
手待ち時間の縮減

• 流通センターで試験
運用中の「受付予約
システム」を活用し、
予約した時間帯に
搬出を行うことによ
り、手待ち時間の短
縮を図る。

荷役作業のパレット化

• 統一したパレット積
みを実施し、流通セ
ンターでの手下ろし
をパレット下ろしへ
変更することにより、
荷下ろし時間の短
縮を図る。

実
験
結
果
検
証コンサルタント

発
荷
主着

荷
主

着
荷
主

運
送運

送

山梨県パイロット事業 【荷待ち時間短縮等による拘束時間の削減】

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

１０～１１月



着荷主（流通センター）の手下ろし作業場 【山梨県協議会】

現状分析を踏まえ、当該集団の課題を設
定し、この課題を解決する手段を検討する。
＜課題＞手待ち時間関係

予定積込み開始終了時刻に対して遅れる場
合がある。

予定ピッキング開始終了時刻に対して遅れ
る場合がある

人によりピッキング作業時間（効率）にばら
つきがある（標準作業時間より長くなる場合が
ある）
• 積込待ちの解消
• 積込み完了遅れの解消

①現状分析

１～２月頃
２月以降

対象集団自己チェックリストに
より現在の労働環境の把握。
現場確認によるコンサルによる
分析。対象集団と、コンサルタ
ントが連携し、運送取引の実態
を把握。（事業場の訪問を複数
回実施）

着地（スルーセンター）でのドラ
イバーの状況調査分析

＜対象集団＞
･発荷主：岩塚製菓(株)
・運送事業者：魚沼運輸(株)
＜コンサルタント＞
・ペック協会

②課題解決手段の検討 ③解決手段の実証

設定した課題に対する解
決策を実証する。
＜実験＞
手待ち時間関係
ピッキング作業の改善
（中間ストアの活用）

倉庫内、ロケーション変更

トレース（バーコード）シス
テムの導入
トラックの付け方変更検討

④
結
果
検
証

コンサルタント

発
荷
主

発
荷
主

運
送
会
社

新潟県パイロット事業 【荷待ち時間短縮による拘束時間の削減】

パイロット事業（実証実験）は、知識を有するコンサルの助言・提案のもと、新潟県地方協議会によりトラック輸
送状況実態調査結果や地域の実情踏まえ選定された対象集団（発荷主：岩塚製菓株式会社 運送会社：魚沼
運輸株式会社）が、トラック運転者の長時間労働等の改善を図るものである

以下のように①荷主及び運送事業者の現状の把握、長時間労働の原因や抑制の阻害要因等の分析②課題
に対する改善策の検討 ③解決手段の実証 ④検証等を行う。

実施内容は平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、トラック業界全体の長時間労働是正につなげる。

１１～１２月

運
送
会
社

〈原因の明確化作業〉
トラック１台分１人作業化の実施→ピッキン
グを１人１台作業とすることで、問題見える化
し、有効な対策を講じていく
（見えてきた原因）

・運搬距離が長い（ピッキング場所が広域にま
たがる）
・ピッキング場所（作業場所の空き状況）
・賞味期限の混在

現状分析を踏まえ、当該集団
の課題を設定

＜課題＞
拘束時間関係

• 早朝便、横持ちドライバーの
目標時間を大きくオーバーし
ている。

• 積込み時間が時間ごとの出荷
便にばらつきがある。出荷便
が多い時間には積込み位置
が遠くなることでリフト運搬距
離が長くなり積込み作業時間
が長くなる

• 積込み作業はトラックに直接
積み込みとなっており、運転手
の手待ち時間が長くなってい
る。

• 荷卸し（ディストリビューション
センターDC）の順番に対応で
きていない

①現状分析

１～２月頃 ２月以降

対象集団自己チェックリストによ
り現在の労働環境の把握。コン
サルによる分析。

対象集団と、コンサルタントが連
携し、運送取引の実態を把握。
（事業場の訪問を複数回実施）

＜対象集団＞
発荷主（マルコメ（株））
運送事業者（長野通運（株））
下請運送会社（東信運送（株））
＜コンサルタント＞
・ペック協会

②課題の洗い出し 改善策の検討

設定した課題に対する解
決策を決定する

＜実験内容＞

夜間生産製品の積込み、
トラック移動について変更

時間帯ごとの出荷便数の
平準化、同時に積込み作
業を行うトラック便数を減ら
し、積込み作業のリフト運
搬距離を削減

一時仮置きに製品の準
備をしておき積込み時間の
短縮を図る。

店舗別にピッキングを行
うことによりDCのほしい順
に到着し荷卸し

④
結
果
検
証

コンサルタント

発
荷
主

発
荷
主

運
送
会
社

長野県パイロット事業 【荷待ち時間短縮による拘束時間の削減】
パイロット事業（実証実験）は、知識を有するコンサルの助言・提案のもと、長野県地方協議会によりトラック輸
送状況実態調査結果や地域の実情踏まえ選定された対象集団が、トラック運転者の長時間労働等の改善を
図るものである。

以下のように①荷主及び運送事業者の現状の把握、長時間労働の原因や抑制の阻害要因等の分析②課題
に対する改善策の検討 ③解決手段の実証 ④検証等を行う。

実施内容は平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、トラック業界全体の長時間労働是正につなげる。

１１～１月

下
請
会
社

③
実
証
実
験

現状分析を踏まえ、当該集団
の課題を設定し、この課題を
解決する手段を検討する。
＜課題＞

・出荷場所において作業が集中し
た場合に待ち時間が発生。

・実際の運転の仕方、休憩の取り
方はドライバー任せている部分
が多い。

・積込み（倉庫）が原則２ヵ所、ま
れに３，４ヵ所となる場合がある。
〈解決手段〉
荷待ち時間の短縮
・荷役ホームの改修
・バースの接車スペースの拡張
ドライバーの時間管理

・運行経路、休憩場所等をあら
かじめ指示することで拘束時間
等に影響確認
積込み場所の集約化※

・横持ちと出荷の輸送に分割し、
積込み作業時間等を短縮
（※中長期的な課題）

①現状分析

～２ 月頃 月以降

実験に参加する事業者と、コ
ンサルタントが連携し、チェッ
クリストや現場状況を元に当
該集団における運送取引の
実態を把握。

＜参加集団＞
発荷主中越パルプ工業(株)
元請運送事業者中越ロジス
ティクス

下請運送事業者港運輸(株)
着荷主中越パッケージ(株)
ほか関東エリア

②課題の洗い出し
解決手段の検討 ③実証実験

設定した課題に対する解決
策を実証する。
＜実験＞
荷役ホームの改修

両側から荷役できるよう
にホームを拡張

④
実
験
結
果
検
証

コンサルタント

発
荷
主着

荷
主

着
荷
主

元
請下

請

富山県パイロット事業 【拘束時間の削減】

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者
の長時間労働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗
い出し・課題に対する解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、
トラック業界全体の長時間労働是正につなげる。

８～ ９月

バーススペースの拡張

ドライバーの時間管理

ドライバーに任せた場合
との管理する場合との違い
を検証



現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。

＜課題＞
荷役作業関係

出荷製品の集荷・荷造り・積載方
法の検討

手待ち関係

出荷日にあわせた生産体制の構
築の検討

①現状分析

１～２月頃 ２月以降

対象集団自己チェックリスト
により現在の労働環境の把
握。コンサルによる分析。

対象集団と、コンサルタント
が連携し、運送取引の実態を
把握。（事業場の訪問を複数
回実施）

＜対象集団＞
･発荷主：コマニー(株)
・運送事業者：上田運輸(株)
＜コンサルタント＞
・ペック協会

②課題解決手段の検討 ③解決手段の実証

設定した課題に対する解決
策を実証する。

ロケーション変更し。効果を
だす。

＜実験＞

入庫時間のコントロー
ル

出荷時間に合わせた
製品造りの取組
(出荷前日までの完成
品準備率の向上）

（ピッキング数の調査、
回数を減らすための
検討）

（荷主側、梱包作業側、
運送事業者側での出
荷体制情報の共有
化）

④
結
果
検
証

コンサルタント

発
荷
主

発
荷
主

運
送
会
社

石川県パイロット事業 【荷役・荷待ち時間短縮による拘束時間の削減】

パイロット事業（実証実験）は、知識を有するコンサルの助言・提案のもと、石川県地方協議会によりトラック輸
送状況実態調査結果や地域の実情踏まえ選定された対象集団（発荷主：コマニー株式会社 運送会社：上田
運輸株式会社）が、トラック運転者の長時間労働等の改善を図るものである。

以下のように①荷主及び運送事業者の現状の把握、長時間労働の原因や抑制の阻害要因等の分析②課題
に対する改善策の検討 ③解決手段の実証 ④検証等を行う。

実施内容は平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、トラック業界全体の長時間労働是正につなげる。

１１～１月

運
送
会
社

現状分析

１～２月 ２月末頃

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞
発荷主 製造業

元請運送事業者
運輸Ａ

下請運送事業者
運輸Ｂ、運輸Ｃ

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

【ファーストステップ】

現状の出荷オーダーをもとに、出
荷の順番を輸送条件等をベース
に計画化。現在休息が不十分な
運行について積込みの順番調整
を行う。

【セカンドステップ】

今後検討していくもの。

・在庫の適正配置。

・取引条件等の見直し。（取引先
との取引条件、配送の指定時間、
輸送時間等）

・パレット化の推進。（空パレット
の保管・回収や、作業分担、費用
等）
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静岡県パイロット事業①
パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労働等の改善を図るものである。以下の
ように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック業界全体の長時間労働是正につなげる。

６～１２月

【課題】

・出荷作業時の手待ち時間の発生。
積込場所でほぼ毎日発生している。

・出荷場所（積込場所）での積込み
完了の遅れの発生。当日荷当日締
めによる追加、キャンセル対応のた
め積込み完了に遅れが出る。

・発荷主の要求する輸送時間が短い。

・発荷主からの出荷指示が遅く、計
画的配車ができない。ほぼ毎日積込
み当日の連絡。

・積込み作業の運用における乗務員
への労働負荷。積込みバースの不
足、積込車両までの導線が長い等。

・外部倉庫と場内の出荷優先順位が
連動しておらず、積込みを優先した
い車両に待ち時間が発生。

現状分析

１～２月

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞
発荷主

冷凍食品製造業の物
流子会社

元請物流事業者
運輸Ａ
下請運送事業者
運輸Ｂ

課題の洗い出し
解決手段の実施 改善の経緯を検証

・運輸Ｂの働きかけにより労働
時間の短縮ができた事例のた
め、発荷主、元請への交渉、
改善の実施の経緯について
詳細を検証する。

・今回の発荷主以外にも、冷
凍食品や水産加工品を出荷
する荷主企業との取引が複数
あるため、この輸送の効率化
についても検討する。

コンサルタント
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静岡県パイロット事業②
パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労働等の改善を図るものである。以下の
ように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック業界全体の長時間労働是正につなげる。

６～１２月

【運送の流れ】
中部の拠点→関東→関東の複数
の冷凍施設を巡回集荷→中部の
拠点

【課題】

・複数箇所の巡回集荷がドライバー
の長時間労働の原因となっている。

【改善の実施】

・発荷主、運輸Ｂと輸送システムの
見直しを要請。関東での巡回集荷を
発荷主、運輸Ａで行い、物流セン
ターから中部拠点の輸送のみの担
当へ変更。

ドライバーの労働時間の短縮に繋
がった。

【業務のながれ（工場出荷後）】
出庫→ 待機場到着・作業→ 現場搬
入・据付開始→ 帰着→ 翌日分積荷

＜課題＞
手待ち時間関係

• 現場指揮のもと順番に据
え付けるため、職人の数や
段取りにより、待ち時間が
発生

荷役作業関係
• 待機場で積替えが必要

拘束時間関係

• ユニット数の大きな物件は
地場輸送でも１６Ｈ超過が
発生

• 帰りの最終便は、空のラッ
クや資材関係を積み込む
ため、据付完了まで現場を
離れられない

現状分析

１２～１月 ２月末頃

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞
発荷主

中部セキスイハイム工業
運送事業者
豊橋センコー運輸

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題の「計画以上の
拘束時間が発生した要因 」
に着目し、真の課題を明らか
にする。

＜実験＞
【運転（出庫～待機場）】
・交通集中／事故渋滞
・天候不順
・入場規制

【運転（横持ち～現場搬入】
・進入路変更／進入難
･進入時間規制
・長距離の横持ち
・単車不足

【荷役作業（現場）】
・電気工事待ち
･据付け待ち
・現場管理（休憩）
・直送部材の搬入遅れ

【運転（待機場～帰庫）】
・交通集中／事故渋滞
・天候不順
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愛知県パイロット事業
パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労働等の改善を図るものである。以下の
ように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック業界全体の長時間労働是正につなげる。

１０～１１月

事業場訪問（１回目：11/11、２回
目：1/27）、現状分析を踏まえ、当
該集団の課題を設定し、この課題
を解決する手段を検討する。



現状分析を踏まえ、当該集団の課
題を設定し、この課題を解決する手
段を検討する。

・チェックリストによる課題の洗い出し
・課題に基づく事業場への状況確認
・確認結果に基づく解決手段の検討

・参加集団による解決手段の可否の判
断と合意形成

○特に月末や年末に、物流センターで
入荷の遅れがあると、全体の作業に遅
れが発生し、ドライバーの手待ち時間が
発生している。

○作業導線に非効率な箇所がある。
（物流センターの設計上の問題も含め
て検討が必要であり、直ちに改善するこ
とは困難）

現状分析

１１～１月頃 ２月末頃

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞

発荷主 （株）バロー
ホールディングス

元請運送事業者 中部
興産（株）

下請運送事業者 秋田
運輸（株）
着荷主 （株）バロー

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

・対処可能と思われる解決手
段についてトライアルを実施。

・タイミングは月末及び年末繁
忙期。

【内容】

○入荷遅れの情報をドライ
バーにも情報共有し、ドライ
バーが状況もわからず待機す
るのではなく、休憩などができ
るよう、調整。

○現在、ドライバーにアンケー
トを実施しており、その結果も
踏まえて検証する。
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岐阜県パイロット事業【出荷遅れの際、情報伝達により待機時間から休憩時間への変更へ】
パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労働等の改善を図るものである。以下の
ように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック業界全体の長時間労働是正につなげる。

１０～１１月

現状分析

１２月～２月頃 ２月～３月頃

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞
発荷主
（株）おやつカンパニー
運送事業者
（有）青山商店荷役

課題の洗い出し
解決手段の検討

実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。

○１１月２４日に第２回の検討
会議が開催され、課題と改善
策が提示され実験内容を決定。

１．ばら積み貨物の作業補助
要員を1人配置し、荷役時間
の短縮効果と増加経費につい
て検証を行う。

２．長距離幹線便における拘
束時間等の適正化を図るため、
高速道路の使用区間や運行
計画を見直し効果検証を行う。

（実証実験期間）
1月16日（月）～1月20日（金）
の5日間で実施
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三重県パイロット事業
パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労働等の改善を図るものである。以下の
ように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック業界全体の長時間労働是正につなげる。

８～１１月

現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。
○課題

・集荷先が最大6箇所あり非効率
となっている。

・積載率重視で、トラックへの貨
物の積み付けがバラ積みで行わ
れていることから、荷物の積み込
み、荷下ろしに時間がかかってい
ることが判明。

・長距離幹線便の拘束時間の長
時間化が判明。

○解決手段の検討

・3倉庫、1工場の在庫を建設中
の新物流センターに集約を図る。
・ばら積み貨物のパレット化によ
る実証実験について検討。
・長距離幹線便における高速道
路の適正区間使用による運行計
画の変更。

現状分析

１２～１月 １月末頃

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞
発荷主

サカイオーベックス（株）
運送事業者

（株）ミツノリ、福井貨物
自動車（株）

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。

○11月25日第二回検討会に
て実験内容について提示

○実証実験

1月16日から1月20日において

実証実験を実施中 実
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福井県パイロット事業
パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労働等の改善を図るものである。以下の
ように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック業界全体の長時間労働是正につなげる。

８～１１月

現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。

○課題

ヒアリング、チェックリストによる課題
の抽出作業の結果、反物であるロー
ルを梱包する作業に時間かかかっ
ていることが判明

○解決手段の検討

反物であるロールを保管する場所が
手狭であることから作業に時間がか
かっていることもあって、近隣にある
トラック事業者の倉庫に反物及び梱
包機を移して作業を行うことを検討。

現状分析を踏まえ、当該集団の課題
を設定し、この課題を解決する手段
を検討する。

＜課題＞

取卸し時における待機時間

• 受付順に、指定バースにて
取卸しするため、待機時間
が繁忙期以外にも発生

• フォークリフトの台数が限
定されているため、待機時
間がさらに長時間化

• 取卸し後の検収作業にも
時間を要し、取卸し後の拘
束時間が長い

現状分析

平成２９年２月以降

実験に参加する事業者と、コン
サルタントが連携し、当該集団に
おける運送取引の実態を把握。
（打合せや事業場の訪問を複数
回実施。）

＜参加集団＞
発荷主（日用品ﾒｰｶｰ）
サンスター（株）
元請運送事業者
名鉄運輸（株）
下請運送事業者
ジャパンロジコム（株）
着荷主（卸売業者）
（株）あらた

課題の洗い出し
解決手段の検討

実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。

＜実験＞

取卸し時における待機時間
の削減

• 入門時間管理を実
施

• 検収作業を踏まえた
伝票の受渡しを後
日に実施

業務改善指標の設定
• 平均待機時間（KPI）

の共有化等、業務
改善効果の見える
化、集団内での目標
と進捗状況の共有
化 等
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滋賀県パイロット事業【着荷主における取卸し時の待機時間の削減】

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

平成２８年９月～平成２９年１月 平成２９年３月



現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。

＜課題＞
手待ち時間の発生

• 発荷主側の集荷に行っ
た時点で荷揃いが終
わっておらず、手待ち時
間が発生する

現状分析

９～２月頃 ２月以降

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞

発荷主（製造業）
小松シヤリング㈱

運送事業者
松川運送㈱
㈱ミクニランテック京都営業所

着荷主（製造業）
ニチユ三菱フォークリフト㈱

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。

＜実験＞
荷揃えの優先順位を変更

• 発荷主において、荷
揃えを製造ロット順
から輸送車両順にし、
ジャストインタイムで
荷積み出来るように
して手待ち時間を解
消させる。
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京都府パイロット事業 【荷揃えの優先順位を変更することにより手待ち時間を解消】

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

９～11月

着
荷
主

運
送
事
業
者

現状分析を踏まえ、当該集団の課題
を設定し、この課題を解決する手段
を検討する。

＜課題＞
拘束時間関係

・繁忙期は、運送事業者で定めて
いる一日の拘束時間 （12時間）を
超えることもあるが、納品時間を考
慮した配車とコース設定をしている
ため、大きな問題は無い。

荷役作業関係

・品揃えは庫内の作業員が行い、
車両への積込みはドライバーが
行っているが、大きな問題は無い。

手待ち時間関係

・納品時間が決められているため、
手待ち時間はほとんど無いが、検
品のための待ち時間が発生してい
る。

現状分析

１１～２月頃 ２月以降

実験に参加する事業者と、コ
ンサルタントが連携し、当該集
団における運送取引の実態を
把握。（打合せや事業場の訪
問を複数回実施。）

＜参加集団＞
発荷主
（株）日本アクセス
運送事業者
（株）ハップ
（有）千流
着荷主
（株）アカシヤ

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。

＜実験＞
拘束時間、荷役作業関係

・大きな問題は無いため、こ
こに至った取り組み事例を提
供していただく。

手待ち時間の縮減

・各店舗での検品のための
待ち時間の削減やカテゴ
リー別商品の降ろし作業が５
分、１０分の削減となる。

着荷主に荷物の受け取りを
されている従業員の意見等
を確認していただき、報告を
求めているところ。

その内容によって、実験内容
を検討する。
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大阪府パイロット事業 【 降ろし作業時の検品作業方法の改善 】

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

７～１１月

現状分析を踏まえ、当該集団
の課題を設定し、この課題を解
決する手段を検討する。

＜課題＞

２月２日に第２回検討会を実施。
検討会に向け、課題抽出及び
解決手段について検討中。

現時点で判明している課題は
以下のとおり。

・雨天時の積込み作業におい
て、作業エリアが狭隘であり
シート掛けに時間を要する。

・出荷工場自体が、積込み作業
用に設計されておらず、複数台
の同時作業ができず待機時間
が発生する。 等

現状分析

２月予定 ２～３月以降

実験に参加する事業者と、コン
サルタントが連携し、当該集団
における運送取引の実態を把
握。（打合せや事業場の訪問を
複数回実施。）

＜参加集団＞

発荷主（機械金属製造業）
神戸製鋼所高砂製作所
元請運送事業者
神鋼物流株式会社
下請運送事業者

三輪貨物自動車（株）・
（株）日笠運送
着荷主（製造業者）
（調整中）

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。

＜実験＞

２月２日の第２回検討会において、
課題や解決手段が決定される。
その内容により実験内容が確定
する。
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兵庫県パイロット事業 【課題の洗い出し中】

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

１０～１月

元
請

現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。

＜課題＞

２月中に開催予定の第２回検
討会に向け、課題の抽出に向
けた作業中。

現状分析

２～３月頃 ３月以降

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞

発荷主（機器部品製造ﾒｰ
ｶｰ）A
元請運送事業者ア
下請運送事業者イ

着荷主（計測機器製造
メーカー）a

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。

＜実験＞

２月中に開催予定の第２回
検討会において、決定する
課題に対し、実証実験をお
こなう予定のため、未着手
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奈良県パイロット事業 【（未定） 】

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

１０～１月



現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。

＜課題＞

拘束時間関係
• 特殊車両通行許可が

必要とされる輸送であ
り、運行可能時間が21
時～6時と限定されるも
のもあるため、拘束時
間が長くなる傾向があ
る

• 一般道を利用する運行
計画が組まれることが
多く、2泊3日の運行と
なっている

現状分析

１月頃 ２月以降

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞
発荷主（建材ﾒｰｶｰ）

髙田機工(株) 和歌山工場
運送事業者

(株)西日本建設物流
着荷主（建材ﾒｰｶｰ）

髙田機工(株) 工事本部

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。

＜実験＞

橋梁（部品）の設計変更
• 運送事業者からの

意見を聴き、荷主側
物流部門と設計部
門とが連携すること
で、荷姿を24時間運
行可能なスペックへ
改善

運行時間の削減
• 現在の一般道利用

から、高速道路利用
を増加

• 2泊3日運行から1泊
2日運行に改善
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和歌山県パイロット事業 【橋梁（部品）の設計変更による24時間運行を可能とした拘束時間の削減】

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

８～９月

現状分析を踏まえ、当該集団の課題
を設定し、この課題を解決する手段
を検討する。

＜課題＞
積込み時における待機時間

• 早朝６時台の待機時間が
長い（受付開始時間開始
後、１時間以内）

• ピッキングに時間を要する
時間帯における待機時間
が長い

積込みに係る拘束時間

• 複数の積込み場所を巡回
するため、積込み時の拘束
時間が長時間化する傾向
にある

• 積込み時にピッキングによ
り積荷が準備できない場合、
拘束時間が長時間化する

現状分析

10/1～10/31 2/1以降

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞
発荷主（飲料ﾒｰｶｰ）A
元請運送事業者ア
下請運送事業者イ

課題の洗い出し
解決手段の検討

実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。

＜実験＞
積込み時における待機時間

• 入門時間管理により、
「早期受付車両を優
先する積込み実施」
の原則を見直し

• スペースを確保し、
ピッキング効率の向
上 等

積込みに係る拘束時間

• ピッキング効率の向
上に向けた改善方
策の実施 等

業務改善指標の設定
• KPI設定による業務

改善効果の見える
化、集団内での目標
と進捗状況の共有
化 等
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岡山県パイロット事業【入門時間管理、ピッキング等の効率化による積込み時の待機時間を削減】

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

８～１０月

改善効果 取組方策

特約店出荷
（当日午前）

▲10分 ①台数削減、入門時間調整、積込エリア集約により改善

特約店先積出荷
（当日午後）

▲7分
①工程改善により従来より約30分積込開始を早期化
②一方、先積台数増加による作業要員配置不足などが原因で待機が従
来より15分の増加
※約半数のﾄﾗｯｸが①②に影響

社内転送 ▲4分 ①積込エリア集約により改善

全体平均 ▲7分

○各活動の結果、全体で平均約7分の構内滞留時間が削減

【岡山県協議会】

現状分析

１月～２月頃 ２月以降

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞
発荷主（自動車ﾒｰｶｰ）
元請運送事業者
下請運送事業者 ３者
着荷主（自動車ﾒｰｶｰ）

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。

＜実験＞

検討中
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広島県パイロット事業 【 タイトル 調整中 】

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

９～１０月

現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。

＜課題＞

課題抽出のための荷主関係者
等からのヒアリングを実施中



現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。

＜課題＞
手待ち時間関係

• 発荷主での荷揃いが遅
く、構内での手待ち時
間が発生している。

荷役作業関係

• 貨物の形状が多様であ
るため、トラックへの積
みつけに時間がかかる。

拘束時間関係

• 法令遵守のために高速
道路を利用する必要が
あるものの、運送事業
者の持ち出しとなってい
る。

現状分析

1月中旬～２月中旬 ２月中旬以降

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞
発荷主（製造業） A
元請運送事業者 B
下請運送事業者 C
着荷主（倉庫業） D

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験
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パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

８～１２月

山口県パイロット事業 【在庫の適正化やオペレーションの改善による拘束時間の削減】

設定した課題に対する解決策
を実証する。

＜実験＞
在庫の適正化

• 年内に設備の定期
修理があるため、そ
の時点で在庫を調
整、在庫の適正化を
図る。

オペレーションの改善

• 出荷アイテムとその
他アイテムの置き場
の分離、運送会社
への積み込み予定
時間の事前連絡の
検討などのメニュー
の中から、在庫の様
子を見ながら取り組
みを再検討する。

【パレット積み貨物の荷役風景】

倉庫に横積みで保管されている製品は、１

本ずつラムフォークリフトでトラック荷台に横
積みで積みつけていく。
一方、製品によっては、パレット積みで保管

されているものもあり、これはパレットのまま
フォークリフトで荷台の高さまで上げた後、ド
ライバーが斜めに転がしながら荷台奥へと移
動させていく。

【山口県協議会】

現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。

＜課題＞

拘束時間関係

・ コストの関係で長距離輸送
への高速道路利用が通常では
認められていない。

・ 荷下ろしの時間が分割され
ているため休息時間が取れて
いない。

荷役作業関係

・ パレット化、荷役機械化によ
る作業負荷の軽減。
・パレット単位による受注

現状分析

１～２月頃 ２～３月以降

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せ、
事業場訪問実施。）

＜参加集団＞

発・着荷主（乳製品製
造ﾒｰｶｰ）A(a）
元請運送事業者ア、イ、
ウ

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。

＜実験＞

検討中

・販売輸送について、高速道路利
用による高速時間短縮の検討

・一部長時間化している運行につ
いて、分割休息導入の検討

・肥料の引取りに関して、パレット
化の検討

実
験
結
果
検
証コンサルタント

発
荷
主着

荷
主

元
請

元
請元
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鳥取県パイロット事業【乳製品の運送に係る作業等時間短縮による拘束時間の削減等】

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

７ ～１月

現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。

＜課題＞
受注業務について

配車結果の情報共有とトラック
到着時間のスケジュールにつ
いて
積込み作業について
工場の設備について
工場の出荷情報について
工場の製品の荷姿について

荷主と運送業者のパートナー
シップの強化について

上記を検証した結果、以下の課題が
見られた。

・荷積みスペース不足による荷積
みに時間がかかる。（倉庫）

・貨物の形状が様々なため、荷積
みに時間がかかる。 等

現状分析

２月頃 ３月以降

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引の
実態を把握。（打合せや事
業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞

発荷主：ホシザキ㈱島
根工場
元請運送事業者：日本
通運（株）出雲支店木
次営業所
着荷主：
①日通トランスポート
㈱岡山支店
②北四国運輸倉庫㈱
倉庫支店

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決
策を実証する。

＜実験＞

コンサルタント及び参加集
団で実験内容を検討中

・形状、大きさの異なる非常
に多くの製品をトラックに積
載する作業となっているた
め、当作業の効率化につ
いて検討

・当日生産・出荷する製品の
生産進捗に関する情報の
運送事業者への提供を検
討。

実
験
結
果
検
証

島根県パイロット事業 【積込み作業の効率化等による拘束時間の削減】

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

７～１月



現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。

＜課題＞
荷役作業時間

・冷凍食品の荷役作業は手作業
で行うことから、附帯作業時間
が長時間化する傾向にある。

待機時間関係

・検査・検品が遅延した場合に待
機時間が発生する傾向にある。

現状分析

１～２月頃 ３月以降

実験に参加する事業者と、コンサ
ルタントが連携し、当該集団にお
ける運送取引の実態を把握。（打
合せや事業場の訪問を複数回実
施。）

荷種 冷凍食品

＜参加集団＞
発荷主（製造業）
元請運送事業者(運輸Ａ)
下請運送事業者(運輸Ｂ)
着荷主（運輸Ａ）

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。

＜実験予定内容＞
荷役作業時間の短縮化

・荷台にローラーを設置し、荷
役作業を効率化させ、５％前
後の作業時間の短縮化に取
り組む。

待機時間の削減

・検査・検品に伴う遅延発生
の情報を迅速に伝達し、待
機時間が発生しない仕組み
を構築。

実
験
結
果
検
証コンサルタント

発
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主
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香川県パイロット事業 【荷役作業の改善による手待ち時間の短縮】

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

１１～１２月

現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。

＜課題＞

現状分析

１１～１月 ２月以降

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

荷種 柑橘類

＜参加集団＞
発荷主（農協）
元請運送事業者(運輸Ａ)
下請運送事業者(運輸Ｂ)
下請運送事業者(運輸Ｃ)
着荷主（青果市場）

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。

＜実験＞

実
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結
果
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主
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元
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愛媛県パイロット事業 【 事業内容非公開 】

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

７～１１月

参加集団にチェックリストの
配布及び事業場訪問による課題
の洗い出しを実施。
課題内容については非公開。

実証実験内容を検討中で
あるが、検討内容につい
ては非公開。

現状分析

１～２月頃 ２月以降

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

荷種 菓子

＜参加集団＞
発荷主（製造業）
元請運送事業者(運輸Ａ)
下請運送事業者(運輸Ｂ)
着荷主（卸売業）

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

実
験
結
果
検
証コンサルタント

発
荷
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荷
主

着
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主
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高知県パイロット事業 【積込み及び荷降ろし作業改善による拘束時間の短縮】

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

１１～１２月

現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。

＜課題＞
荷役作業関係
・手荷役での積込み及び荷降

ろし作業のため時間がかかって
いる。（パレットの利用無し）

検品作業関係
・多品種少量の発注により積
込み及び荷降ろし作業におけ
る検品作業が複雑で時間がか
かっている。

設定した課題に対する解決策
を実証する。

＜実験予定内容＞
荷役作業時間の短縮化

・パレットを利用して、パレッ
ト単位に荷物を集約、荷物
は、積込み時にビニールで
固縛して車両荷室の下段に
積込みを実施、少量荷物は
パレットの上段に積込みを
実施することで、積込み及
び荷降ろしの作業時間の短
縮を図る。

発注量の平準化

・多品種少量の発注が毎日
されており、積込み及び荷
降ろし作業時の検品作業に
時間がかかっているため、
パレット単位になるように発
注方式を見直し作業の効率
化を図る。

現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。

＜課題＞

現状分析

１１～１２月頃 １２月以降

実験に参加する事業者と、コンサ
ルタントが連携し、当該集団にお
ける運送取引の実態を把握。（打
合せや事業場の訪問を複数回実
施。）

荷種 印刷用紙

＜参加集団＞

発荷主（製造業）
元請運送事業者(運輸Ａ)
下請運送事業者(運輸Ｂ)
下請運送事業者(運輸Ｃ)
着荷主（運輸Ａ）

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。

＜実験＞

○運行時間の変更

・出発時間を遅らせることによ
る拘束時間短縮

実
験
結
果
検
証

コンサルタント
発
荷
主

元
請

下
請

徳島県パイロット事業 【運行時間変更による拘束時間の短縮】

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

７～１１月

下
請

参加集団にチェックリストの配布及び事業
場訪問による課題の洗い出しを実施。

○手待ち時間関係
・印刷用紙を取り扱うため雨天時の荷役
場所が限られる。このため雨天時には手
待ち時間が発生。
・着地倉庫における待ち時間が長いとい
う特徴がみられる。

○拘束時間関係
・改善基準告示の範囲内での運行計画
を作成し、同告示の順守を実現している。



現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。

＜課題＞

①着荷主側における手待ち時間、順
番取りや荷役時間が労働時間を延
ばしている。

②発荷主作成の運行スケジュール
で動いているが、道路状況やアクシ
デントがあると、計画通りに運行でき
ず拘束時間に影響が出る場合があ
る。

現状分析

１月 ２月以降

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞

発荷主（物流会社）Ａ
元請運送事業者
甘木合同運輸 (株)
(株)チクホー
(有)北野運輸
着荷主（物流会社）Ａ

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。

＜実験＞

②複数個所集荷を１個所積みに
できるように、横持ちを実施。

発荷主において、拠点での在
庫を調整。
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福岡県パイロット事業

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

１０～１１月

現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。

＜課題＞

①パレット崩しの手荷役で作業負荷
が大きく、時間もかかり、運転手不
足の要因となっている

②複数個所集荷・複数個所下ろしに
より、荷役時間や運転時間が増大し、
拘束時間に影響を与えている。

③着荷主での荷下ろしが集中するた
め、早い到着をめざす傾向がある。

現状分析

１月 ２月以降

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞
発荷主（加工食品製造）Ａ
元請運送事業者Ｂ

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。

＜実験＞

②１人あたりの拘束時間の短縮
化を目標に、運転手を２人体制

として、集荷専門と、長距離運行
専門に担当を分担し乗務。運転
手それぞれの日報から、拘束時
間の変化を計測する。
具体的な実施方法を検討中。
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佐賀県パイロット事業

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

１０～１１月

現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。

＜課題＞

①荷役と幹線輸送を同一のスタッフ
が行っているため１人あたりの労働
時間が長くなるケースがある。

②九州自動車道の結節点が鳥栖で
あるため、柳川ＩＣまでの一般道走行
が長く、運転時間が長くなる傾向が
ある。

現状分析

１月 ２月以降

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞
発荷主（食品製造）
（株）フランソア
元請運送事業者

日通長崎運輸（株）
着荷主（食品製造）
エーケーエム（株）

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。

＜実験＞

①１人あたりの拘束時間を短縮
化を目標に、荷役作業担当(A)と
幹線輸送担当(B)を分離する。
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長崎県パイロット事業

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

１０～１１月

現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。

＜課題＞

①トラック到着から積み込み開始ま
での手待ちが長い

・納品市場ごとの商品が全てそろわ
ないと積込み開始できないため。

②構内作業員がいるにもかかわら
ず、ドライバー自らが構内作業に関
わり拘束時間となっている。

・多品目多点おろしのため、ドライ
バーが積込み状況を把握していない
と納品時に混乱するため。

現状分析

２月（見込） ３月以降

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞
発荷主（農産物）

熊本県経済農業協同組合連
合会
元請運送事業者

熊本交通運輸（株）
（有）国際急送
宇城農産輸送（株）

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。

＜実験＞

左記課題を含む現状分析と課題
のレポートを作成。一部運送事
業者の回答調査票の確認中。

その後、第２回検討会議を行い、
実証実験内容と時期を確定させ
る予定。
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熊本県パイロット事業

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

１１月



現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。

＜課題＞

陸路の長時間運行における拘束
時間の縮減。フェリーを活用した運
行と高速道を活用した場合との比較、
モーダルシフト活用。

現状分析

２月（見込） ３月以降

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞
発荷主（鶏卵）

農事組合法人協和
元請運送事業者

豊後通運（株）

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。

＜実験＞

左記課題を含む現状分析と課題
のレポートを作成。対象集団にて
確認の予定。

その後に第２回検討会議を行い、
実証実験内容と時期を確定させ
る予定。
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大分県パイロット事業

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

１１月

現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。

＜課題＞

手待ち時間関係
• 出荷先別の分荷・加工

作業が終わらないと出
荷できないため手待ち
が発生

荷役作業関係
• 分荷の確定に時間がか

かり、配車連絡がギリ
ギリになる

• 集出荷センターでの積
み込み開始時刻から
フェリー乗船〆時間ま
でのリードタイムがない

拘束時間関係
• 複数の集荷先を巡回す

るため、ドライバーの拘
束時間が長引く

現状分析

１１月 １月以降

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞
発荷主（農産物）
宮崎県経済農業協同組合連合会
元請運送事業者
（株）ＪＡ物流みやざき
下請運送事業者
（有）宮崎配送センター

着荷主（東京青果市場内卸）Ａ
（大阪青果市場内卸）Ｂ

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。

＜実験＞

・出荷日を現状から１日遅らせ、
集荷日の翌日とすることにより、
製品の品質面等にあたえる影
響・課題を調査

・農家から集荷した当日（１日
目）は、集出荷センター内の予冷
庫に保管し翌日出荷とすることで、
４日目出荷の実証事業を行う。

・リードタイムが１日伸びること
による品質の劣化について検証
する。
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宮崎県パイロット事業

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

９～１０月

現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。

＜課題＞
○拘束時間関係

・長距離輸送のため、運転時間が
長い。

○荷役作業関係

・ばら積みのため、積込に時間が
かかる。

○手待ち時間関係

・入構時刻に関する認識に問題が
ある

・タイミングによっては出発時の接
車待ちがある

・届け先の受入れ可能時間までに
待機が発生する

現状分析

１１月 ２月以降

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞
発荷主（食肉加工）

鹿児島くみあいチキンフー
ズ（株）川内工場
元請運送事業者
（株）ＪＡ物流かごしま
下請運送事業者

牧迫運輸（株）

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。
＜実験＞

○運転時間の見直し
・届け先時間指定の見直し
・高速道路利用部分の拡大

○荷役作業関係

・積込時間を算定し、積込作業の
生産性の確認。

・荷役時間を発荷主に連絡。発
荷主から着荷主へ、所要時間の
短縮協力を依頼。

・パレット積み、パレット卸により
作業時間を短縮。
・車両のバース接車の調整。

○手待ち時間の縮減

・入構時刻の認識の修正と車両
出発時刻の見直し
・届け先の時間指定の緩和
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鹿児島県パイロット事業

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

９～１０月

現状分析を踏まえ、当該集団の
課題を設定し、この課題を解決す
る手段を検討する。
＜課題＞

手待ち時間関係
• 宅配による小口納品の一

括化による効率化

• 入荷ステーションごとの貨
物調整による平準化

• コンテナ積む順の改善に
よる入荷スケジュール改
善

• 入荷の計画通りの実施、
進捗管理の改善による効
率化

• ２シフト制、夜間納品の実
施などゲートオープン時
間の延長による効率化

• 小ロット納品の待機抑制

• 検品体制の見直し検品体
制の見直し

現状分析

１０～２月頃 ３月頃

実験に参加する事業者と、
コンサルタントが連携し、当
該集団における運送取引
の実態を把握。（打合せや
事業場の訪問を複数回実
施。）

＜参加集団＞
発荷主：Ａ
元請運送事業者：Ｂ
下請運送事業者：Ｃ
着荷主：Ｄ

課題の洗い出し
解決手段の検討 実証実験

設定した課題に対する解決策
を実証する。
＜実験＞

手待ち時間の縮減

（改善メニューのうち、改善の
必要性と実行可能性の観点
からテーマを絞り込んだ）

• 入荷ステーションご
との貨物調整による
平準化

• 小ロット納品の待機
抑制
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沖縄県パイロット事業【清涼飲料品等の積み卸し作業時間短縮による拘束時間の削減】

パイロット事業（実証実験）は、コンサルタント等の専門家のアドバイスのもと、実験に参加するトラック運転者の長時間労
働等の改善を図るものである。以下のように、①荷主及び運送事業者の現状の分析、②課題の洗い出し・課題に対する
解決手段の検討、③解決手段の実証実験、④検証等を行う。

この事業で明らかになる課題や解決策は、平成30年度に取りまとめるガイドラインに反映し、横展開することで、トラック
業界全体の長時間労働是正につなげる。

６～１０月頃

リーダーが中心となって
現場で調整

通常の入荷バース
小ロット
専用窓口













































 

 

第３回 トラック運送業の適正運賃・料金検討会 

 
平成 29 年 2 月 20 日（月）10 時 00 分～12 時 00 分 

於) 中央合同庁舎第２号館 15 階 海事局会議室 

 

 
 

【 議 事 次 第】 

 

Ⅰ．開会 

 

Ⅱ．議題 

 

１． トラック事業者へのアンケート調査結果について 

 

２．運送以外のコストを適切に収受するための方策について 

 

３．運賃・料金に関する問題の構造について 

 

Ⅲ．閉会 

 



 
 

 

「トラック運送業の適正運賃・料金検討会」 

委員名簿 

 
（順不同・敬称略） 

 

（委 員） 

藤井  聡  京都大学大学院工学研究科教授 （ 座 長 ） 

野尻 俊明  流通経済大学学長 

柳澤 宏輝  弁護士 

藤枝  茂  厚生労働省労働基準局労働条件政策課長 

正田  聡  経済産業省商務流通保安グループ物流企画室長 
川上 泰司  国土交通省総合政策局官房参事官（物流産業） 

加藤  進  国土交通省自動車局貨物課長 

 

 

（オブザーバー） 

上田 正尚  （一社）日本経済団体連合会 産業政策本部長 

栗原  博  日本商工会議所 流通・地域振興部長 

黒川  毅  日本機械輸出組合 国際貿易円滑化委員会委員長 

坂本 克己  （公社）全日本トラック協会 副会長 

馬渡 雅敏  （公社）全日本トラック協会 副会長 

 






































